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児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策について 

 

 

児童相談所への児童虐待相談対応件数は平成 28 年度には 12 万件を超えてお

り、５年前と比べて倍増している。また、児童虐待により年間約 80 人もの子ど

もの命が失われている。 

「「児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議」の開催について」（平成 30 年

６月 15 日付け子発 0615 第１号厚生労働省子ども家庭局長通知）でお示しした

ように、本年３月に東京都目黒区で発生した５歳（当時）女児が虐待を受けて

亡くなった児童虐待事案も受け、増加する児童虐待に対応するため、今後の方

向性について、関係府省庁と共有し、政府一体となって児童虐待防止対策に取

り組むため、６月 15 日「児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議」が開催され

た。 

この会議において、子どもの命を守ることを何より第一に据え、全ての行政

機関が、あらゆる手段を尽くすよう、緊急に対策を講じることとされたことを

受けて、本日、「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」（平成 30 年

７月 20 日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定。以下「緊急総合対策」

という。）が取りまとめられた。 

緊急総合対策では、まずは、目黒区の事案のような虐待死を防ぐため、「緊

急に実施する重点対策」として、全ての子どもを守るためのルールの徹底や子

どもの安全確認を早急に行うとともに、児童虐待に対応する専門機関である児

童相談所や市町村の体制・専門性強化のため、「児童相談所強化プラン」を見

直し、新たに市町村の体制強化を盛り込んだ「児童虐待防止対策体制総合強化

プラン」を年内に策定することとしている。 
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さらに「児童虐待防止のための総合対策」として、相談窓口の周知、より効

果的・効率的な役割分担・情報共有、適切な一時保護、保護された子どもの受

け皿確保などに取り組むこととしている。 

これを受け、緊急総合対策に基づき、直ちに取り組む事項について、下記の

とおり「児童相談所運営指針について」（平成２年３月５日付け児発第 133 号

厚生省児童家庭局長通知）の改正等を行うこととしたので、その内容について

御了知いただくとともに、児童相談所はじめ管内の市町村、関係機関、関係団

体に対し周知を図られたい。 

緊急総合対策のうち、財政的な措置が必要なものについては、本対策の趣旨

を踏まえ、引き続き地方交付税措置を含め予算編成過程において検討するとと

もに、制度的な対応が必要な事項についても検討し、必要な措置を講じること

としている。また、目黒区の児童虐待事案の検証を踏まえて必要な対策につい

ては、追加して取り組むこととしている。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項

の規定に基づく技術的助言である。 

 

 

記 

 

 

１．転居した場合の児童相談所間における情報共有の徹底（緊急総合対策「緊

急に実施する重点対策」Ⅰ関係） 

児童相談所が児童虐待相談対応を行っている子どもが転居した場合には、

転居元の児童相談所と転居先の児童相談所が当該事案を適切に引き継ぎ、適

切な支援が継続して行われることが重要である。 

このため、子どもが転居した場合の児童相談所間の引継ぎの取扱いについ

て以下のとおり見直すこととしたこと。 

① 移管元の児童相談所が支援を行っている全てのケースをケース移管の対

象とするとともに、事案の具体的な経緯や状況がわかるよう、「子ども虐待

対応の手引き」（平成 11 年３月 29 日付け児企第 11 号厚生省児童家庭局企

画課長通知）において示している「一時保護決定に向けてのアセスメント

シート」（以下「リスクアセスメントシート」という。）等による緊急性の

判断の結果を、ケースに関する資料とともに、書面等により移管先の児童

相談所へ伝えること 

② 緊急性の高いケースの場合には、移管元の児童相談所が原則直接出向い

て、双方の児童相談所職員が当該家庭に同行訪問を実施する、移管元の児
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童相談所が移管先の要保護児童対策地域協議会の個別支援会議へ出席する

などの方法により、対面により引継ぎを行うこと。 

③ 移管元の児童相談所は、引継ぎが完了するまでの間、児童福祉司指導及

び継続指導を解除しないことを原則とすること。また、移管先の児童相談

所は、援助が途切れることがないよう、速やかに移管元の児童相談所が行

っていた援助方針を継続すること。 
 

別添１「児童相談所運営指針の改正について」（平成 30 年７月 20 日付

け子発 0720 第３号厚生労働省子ども家庭局長通知）別添第３章第２節

参照 

 

２．子どもの安全確認ができない場合の対応の徹底（緊急総合対策「緊急に実

施する重点対策」Ⅱ関係） 

通告を受けた児童虐待事案については、子どもの安全確認を確実かつ早急

に実施することが何よりも重要である。 

このため、通告受理後、原則 48 時間以内に子どもを直接目視することによ

り行うとされている安全確認について、当該時間内に行うことができない場

合には、立入調査を実施することとしたこと。その際には、必要に応じて警

察への援助要請を行うこととしたこと。 
 
別添１「児童相談所運営指針の改正について」別添第３章第３節参照 

 

３．児童相談所と警察の情報共有の強化（緊急総合対策「緊急に実施する重点

対策」Ⅲ関係） 

児童虐待への対応については、児童相談所及び市町村が子どもの生命・身

体の保護を責務とする警察との間で緊密な連携を図ることが重要である。 

このため、児童相談所及び市町村は、警察との間で以下の情報は必ず共有

することとしたこと。 

① 虐待による外傷、ネグレクト又は性的虐待があると考えられる事案等に

関する情報 

② 児童相談所が通告受理後、子どもと面会ができず、48 時間以内に児童相

談所や関係機関において安全確認ができない事案に関する情報 

③ ①の児童虐待に起因した一時保護や施設入所等の措置をしている事案で

あって、当該措置を解除し、家庭復帰するものに関する情報 

このほか、警察からの照会への対応、警察から通告された事案等に関する

情報提供、警察職員や警察 OB の児童相談所への配置や児童相談所と警察の合

同研修等を通じて児童相談所と警察との連携強化を図ること。 
 

＜3＞



－4－ 

 

別添２「児童虐待への対応における警察との連携の強化について」（平

成 30年７月 20日付け子家発 0720 第２号厚生労働省子ども家庭局家庭

福祉課長通知）参照 

 

４．子どもの安全確保を最優先とした適切な一時保護や施設入所等の措置の実

施、解除（緊急総合対策「緊急に実施する重点対策」Ⅳ関係） 

一時保護や施設入所等の措置の実施や解除に当たっては、子どもの安全確

保を最優先とする必要がある。 

このため、 

① 一時保護の決定に当たっては、「リスクアセスメントシート」等を用いる

など、リスクを客観的に把握し、リスクが高い場合には躊躇なく一時保護

を行うものとすること 

② 一時保護や里親委託、施設入所等の措置を解除し、家庭復帰を検討する

際には、家庭復帰の適否を判断するための具体的な内容について定めた「児

童虐待を行った保護者に対する援助ガイドライン」（平成 20 年３月 14 日

付け雇児総発第 0314001 号雇用均等・児童家庭局総務課長通知）別表にお

いて示している「家庭復帰の適否を判断するためのチェックリスト」等を

活用し、客観的にアセスメントした上で、解除の決定を行うこと 

③ 一時保護や里親委託、施設入所等の措置を解除し、家庭復帰した後は、

児童福祉司指導や継続指導を行うほか、要保護児童対策地域協議会を活用

するなどにより、地域の関係機関が連携、役割分担をしながら支援を行う

とともに、支援の進捗状況を関係機関と共有すること。リスクが高まった

場合には、関係機関と連携の上、速やかに安全確認を行い、躊躇なく再度

一時保護を行うなど、適切に対応すること 

としたこと。 
 

別添１「児童相談所運営指針の改正について」別添第５章参照 

 

５．乳幼児健診未受診者等の緊急把握（緊急総合対策「緊急に実施する重点対

策」Ⅲ関係） 

乳幼児健康診査未受診や、未就園、不就学等で福祉サービス等を利用して

いないなど、関係機関において安全確認ができていない子どもやその家庭は、

特に支援を必要としている場合もあることから、そうした子どもの情報につ

いて市町村において本年９月末までに緊急的に把握し、速やかに子どもを目

視すること等により安全確認を行うとともに、確認結果について、要保護児

童対策地域協議会において共有することとしたこと。また、市町村における

緊急把握の実施状況については、厚生労働省が 12 月に報告を求め、取りまと
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めて公表すること。 
 
別添３「乳幼児健診未受診者、未就園児、不就学児等の緊急把握の実

施について（依頼）」（平成 30 年７月 20 日付け子家発 0720 第３号厚生

労働省子ども家庭局家庭福祉課長通知）参照 

 

６．児童相談所における専門性強化の取組促進（緊急総合対策「児童虐待防止

のための総合対策」１の１つ目の○関係） 

児童虐待防止対策を進めていくためには、児童虐待に対する専門機関であ

る児童相談所の体制、専門性の更なる強化が求められている。このため、児

童相談所の体制、専門性の強化に向けた取組が促進されるよう、児童相談所

における職員の専門性確保の重要性、義務化された研修や民間等で実施され

ている全国研修、研修実施等の際に活用可能な予算制度等について整理し、

周知を図ることとしたこと。 
 

別添４「児童相談所等における専門性強化の取組促進について」（平成

30 年７月 20 日付け子発 0720 第４号厚生労働省子ども家庭局長通知）

参照 
 

あわせて、専門職団体等に対して、児童相談所の専門人材の確保への協力、

支援の働きかけを依頼することとしたこと。 
 

別添５「児童相談所における専門人材の確保等について」（平成 30 年

７月 20 日付け子発 0720 第５号厚生労働省子ども家庭局長通知）参照 
 
また、児童心理司の任用資格については、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164

号）第 12 条の３第６項第１号において、医師若しくはこれに準ずる者又は大

学において心理学を専修する学科等を修めて卒業した者若しくはこれに準ず

る資格を有する者とされているところ、児童相談所運営指針において、「公認

心理師となる資格を有する者」等が該当することを明確化することとしたこ

と。 
 
別添１「児童相談所運営指針の改正について」別添第２章第５節参照 

 

７．中核市・特別区における児童相談所の設置支援促進（緊急総合対策「児童

虐待防止のための総合対策」１の３つ目の○関係） 

児童虐待相談対応件数の増加が続くとともに、複雑・困難なケースも増加

するなど、特に都市部において児童相談所を中心にきめ細かな対応が求めら

れていることから、児童福祉法等の一部を改正する法律（平成 28 年法律第 63

号。以下「平成 28 年改正児童福祉法」という。）により、東京都の特別区に
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おいても政令による指定を受けて児童相談所を設置できることとされたとこ

ろであり、児童相談所設置自治体の拡大を図るため、中核市・特別区は児童

相談所設置に向けた検討を進めることを、都道府県等には市区と児童相談所

設置に向けた協議を実施することを改めて依頼することとしたこと。 
 
別添６「児童相談所設置に向けた検討及び児童相談所設置自治体の拡

大に向けた協力について（依頼）」（平成 30 年７月 20 日付け子発 0720

第６号厚生労働省子ども家庭局長通知）参照 

 

８．乳幼児健診等未受診者・妊婦健診未受診者への対応の推進（緊急総合対策

「児童虐待防止のための総合対策」２の１つ目の○関係） 

合理的な理由なく乳幼児健康診査等を受診していない家庭は虐待発生リス

クが高いことから、母子保健部署、教育委員会と連携した支援を行う必要が

あること、及び支援を行っている家庭が他の自治体に転出する際の留意点（引

継・安全確認等）について周知を図ることとしたこと。 
 
別添７「養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援の更なる徹底

について」（平成 30 年７月 20 日付け子家発 0720 第５号、子母発 0720

第３号厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長、母子保健課長連名通知）

参照 
 
また、病院、児童福祉施設、学校等が要支援児童等を把握した場合の市町

村への情報提供に関して、教育委員会が実施する就学時健診や学校生活全般

を通じた健康観察において、要支援児童等と思われる者を把握した場合の留

意点について、周知を行うこととすること。 
 
別添８「要支援児童等（特定妊婦を含む）の情報提供に係る保健・医

療・福祉・教育等の連携の一層の推進について」（平成 30 年７月 20 日

付け子家発 0720 第４号、子母発 0720 第４号厚生労働省子ども家庭局

家庭福祉課長、母子保健課長連名通知）参照 
 
さらに、子育て世代包括支援センターを含めた市町村の母子保健部門にお

いては、母子保健施策が虐待の予防及び早期発見に資するものであることに

留意して、乳幼児健診や妊婦健診の未受診者に対し、受診勧奨を行うことを

含め、妊娠期からの切れ目ない支援を行う旨を市町村に対し周知を図ること

としたこと。 
 

別添９「母子保健施策を通じた児童虐待防止対策の推進について」（平

成 30年７月 20日付け子母発 0720 第１号厚生労働省子ども家庭局母子

保健課長通知）参照 
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９．相談窓口等の設置促進、周知・啓発の推進等（緊急総合対策「児童虐待防

止のための総合対策」２の３つ目及び４つ目の○関係） 

子育て世代包括支援センターの設置促進や、女性健康支援センター等の妊

娠等に関する相談窓口の設置や周知の在り方について、市町村に対して改め

て通知することとしたこと。 
 
別添９「母子保健施策を通じた児童虐待防止対策の推進について」（平

成 30年７月 20日付け子母発 0720 第１号厚生労働省子ども家庭局母子

保健課長通知）参照 
 
また、教育・保育施設において、体罰によらない育児を推進するための啓

発資材「子どもを健やかに育むために～愛の鞭ゼロ作戦～」等を活用し、①

子どもの保護者等と接する機会を捉えた、当該保護者等に対する意識啓発、

②虐待等に関する職員の理解の促進、③虐待等の未然防止及び適切な対応に

向けた、関係機関との連携等の取組の検討等が行われるよう、関係市町村に

対して周知を図ることとしたこと。 
 
別添 10「体罰によらない育児を推進するための啓発資材について」（平

成 30 年６月 28 日付け事務連絡内閣府子ども・子育て本部参事官（認

定こども園担当）、厚生労働省子ども家庭局保育課、文部科学省初等中

等教育局幼児教育課、文部科学省生涯学習政策局男女共同参画学習課

家庭教育支援室）参照 

 

10．児童相談所間・自治体間の情報共有の徹底（緊急総合対策「児童虐待防止

のための総合対策」３の１つ目の○関係） 

市町村が支援を行っている家庭が他の自治体に転居した場合において、自

治体間の危機感の認識の差をなくすため、移管元市町村の支援方針の継続、

必要に応じて児童相談所の同席の下での引継ぎ、48 時間以内に安全確認でき

なかった場合の児童相談所へ送致等について、取扱いを明確化し、周知を図

ることとしたこと。 
 

別添 11「「市町村子ども家庭支援指針」（ガイドライン）について」（平

成30年７月20日付け子発0720第７号厚生労働省子ども家庭局長通知）

参照 

 

11．学校、保育所等と市町村、児童相談所等との連携の推進（緊急総合対策「児

童虐待防止のための総合対策」４の２つ目の○関係） 

児童虐待の防止等に関する法律（平成 12 年法律第 82 号）第 13 条の４の規
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定に基づき、市町村又は児童相談所からの求めに応じて学校、保育所が要保

護児童の欠席状況等に関して定期的に情報提供を行うことに関して、市町村

又は児童相談所が情報提供を求める先に認定こども園及び認可外保育施設

（児童福祉法第59条の２第１項に規定する施設）を追加することとしたこと。 
 
別添 12「学校、保育所、認定こども園及び可外保育施設から市町村又

は児童相談所への定期的な情報提供について」（平成 30 年７月 20 日付

け府子本第 760 号、30 文科初第 601 号、子発 0720 第８号内閣府子ども・

子育て本部統括官、文部科学省初等中等教育局長、厚生労働省子ども

家庭局長連名通知）参照 

 

12．家庭裁判所における保護者指導勧告の仕組みの活用の周知や、児童福祉法

第 28 条措置や親権制限の申立ての適切な運用の促進（緊急総合対策「児童虐

待防止のための総合対策」５の１つ目の○関係） 

児童福祉法及び児童虐待の防止等に関する法律の一部を改正する法律（平

成 29 年法律第 69 号）により導入された家庭裁判所における保護者指導勧告

の仕組みについて、在宅での養育環境の改善にも資することから、活用する

よう改めて周知を行うこととしたこと。 
 
別添 13「児童福祉法第 28 条に基づく審判前の勧告等について」（平成

30 年７月 20 日付け子発 0720 第９号厚生労働省子ども家庭局長通知）

参照 
 

また、平成 28 年改正児童福祉法により、都道府県は、児童相談所の業務の

うち法律に関する専門的な知識経験を必要とするものを適切かつ円滑に行う

ことの重要性に鑑み、児童相談所における弁護士の配置又はこれに準ずる措

置を行うものとされたところであり、日常的に弁護士に相談できるような法

的対応体制の強化を進めること。 

さらに、親権者等の意に反する場合の施設入所等措置（児童福祉法第 28 条

措置）や民法上の親権制限（親権喪失、親権停止又は管理権喪失）の申立て

等について、事案に応じて適切な方法を選択すること。特に、親権者による

不当に妨げる行為が止まず、親権者の親権を制限する必要がある場合には、

事例に応じ、民法上の親権制限（親権喪失、親権停止又は管理権喪失）の審

判を請求することを検討すること。 
 
別添 14「『児童相談所長又は施設長等による監護措置と親権者等との関

係に関するガイドライン』について」（平成 24 年３月９日付け雇児総

発 0309 第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長通知）参照 
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13．里親養育支援体制の構築及び里親委託の推進（緊急総合対策「児童虐待防

止のための総合対策」６の２つ目の○関係） 

保育所等の優先利用に関する基本的考え方については、「子ども・子育て支

援法に基づく支給認定等並びに特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業

者の確認に係る留意事項等について」（平成26年９月10日付け府政共生第859

号、26 文科初第 651 号、雇児初 0910 第２号内閣府政策統括官（共生社会政策

担当）、文部科学省初等中等教育局長、厚生労働省雇用均等・児童家庭局長連

名通知）において、示しているところであるが、里親委託の推進を図るため、

里親委託が行われている場合を、優先利用の対象として考えられる事項とし

て加えることとしたこと。 
 
別添 15「「子ども・子育て支援法に基づく支給認定等並びに特定教育・

保育施設及び特定地域型保育事業者の確認に係る留意事項等について」

の一部改正について」（平成 30 年７月 20 日付け府子本第 744 号、30 文

科初第 611 号、子発 0720 第１号内閣府子ども・子育て本部統括官、文

部科学省初等中等教育局長、厚生労働省子ども家庭局長連名通知）参

照 

 

別紙１ 児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策（平成 30 年７月 20

日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定）のポイント 

別紙２ 児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策（平成 30 年７月 20

日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定） 
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子発 0720 第３号 

平成 30 年７月 20 日 

  都 道 府 県 知 事 

各 指 定 都 市 市 長 殿  

児童相談所設置市市長 

 

厚生労働省子ども家庭局長  

(公 印 省 略)    

 

 

児童相談所運営指針の改正について 

 

 

児童相談所の運営及び活動については、児童福祉法、児童福祉法施行令及び

児童福祉法施行規則に定めるほか、基本的な業務の在り方等については、従前

より「児童相談所運営指針について」（平成２年３月５日付け児発第 133 号厚生

省児童家庭局長通知）において具体的に示しているところである。  

また、児童虐待については、「「児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議」の

開催について」（平成 30 年６月 15 日付け子発 0615 第１号厚生労働省子ども家

庭局長通知）でお示ししたように、平成 30 年６月 15 日の「児童虐待防止対策

に関する関係閣僚会議」において、子どもの命を守ることを何より第一に据え、

全ての行政機関が、あらゆる手段を尽くすよう、緊急に対策を講じることとさ

れたことを受けて、本日、「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」（平

成 30 年７月 20 日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定。以下「緊急総

合対策」という。）が取りまとめられた。 

緊急総合対策では、緊急に実施する重点対策として「転居した場合の児童相

談所間における情報共有の徹底」、「子どもの安全確認ができない場合の対応の

徹底」が盛り込まれたこと等に伴い、「児童相談所運営指針」の一部を別添のと

おり改正することとしたので、改正の内容について御了知いただくとともに、

児童相談所はじめ管内の市区町村、関係機関、関係団体に対し周知を図られた

い。  

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項

の規定に基づく技術的助言である。 
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第
１
節
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４
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）
 

第
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節
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員
の
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員
の
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)
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童
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福
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続
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。
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向
い
て
事
前
説
明
・
協
議
を
行

い
、
双
方
の
児
童
相
談
所
職
員
が
当
該
家
庭
に
同
行
訪
問
を
実
施
す
る
こ
と
や

移
管
元
の
児
童
相
談
所
職
員
が
移
管
先
で
の
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会

の
個
別
支
援
会
議
へ
出
席
す
る
こ
と
な
ど
の
方
法
に
よ
り
、
対
面
に
よ
り
引
継

ぎ
を
行
う
こ
と
。
移
管
元
の
児
童
相
談
所
が
移
管
先
の
児
童
相
談
所
へ
出
向
く

前
に
も
、
移
管
先
の
児
童
相
談
所
が
速
や
か
に
子
ど
も
の
安
全
確
認
を
行
う
こ

      

(
ｳ)
・
(
ｴ
) 

（
略
）
 

 
 
イ

 
（
略
）
 

(2
) 
移
管
及
び
情
報
提
供
の
判
断
の
目
安
 

 
 

 
移
管
及
び
情
報
提
供
の
判
断
の
目
安
に
つ
い
て
は
、
「
子
ど
も
虐
待
対
応
の
手

引
き
」
第
５
章
の
「
一
時
保
護
決
定
に
向
け
て
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
シ
ー
ト
（
以
下

「
ア
セ
ス
メ
ン
ト
シ
ー
ト
」
と
い
う
。
）
」
の
基
準
に
準
拠
し
て
以
下
の
よ
う
に

実
施
す
る
。
 

  

 

 

ア
 
ア
セ
ス
メ
ン
ト
シ
ー
ト
の
①
か
ら
⑤
に
該
当
す
る
場
合

 

①
か
ら
⑤
に
該
当
す
る
場
合
は
、
緊
急
性
が
高
い
こ
と
か
ら
移
管
元
の
児
童

相
談
所
職
員
が
直
接
出
向
い
て
事
前
説
明
・
協
議
を
行
い
、
双
方
の
児
童
相
談

所
職
員
が
当
該
家
庭
に
同
行
訪
問
を
実
施
す
る
な
ど
の
方
法
に
よ
り
、
引
継
ぎ

を
行
う
こ
と
。
遠
隔
地
の
場
合
は
文
書
に
よ
る
移
管
を
行
う
こ
と
に
な
る
が
、

必
要
な
情
報
が
適
切
に
提
供
で
き
る
よ
う
、
電
話
に
よ
る
協
議
等
を
活
用
し

て
、
遺
漏
の
な
い
よ
う
に
努
め
る
。
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と
が
で
き
る
よ
う
、
移
管
元
及
び
移
管
先
の
双
方
の
児
童
相
談
所
は
電
話
や
文

書
等
に
よ
り
、
迅
速
に
必
要
な
引
継
ぎ
を
行
う
こ
と
。

 

イ
 
ア
セ
ス
メ
ン
ト
シ
ー
ト
の
⑥
又
は
⑦
に
該
当
す
る
場
合

 

⑥
又
は
⑦
に
該
当
す
る
場
合
は
、
虐
待
が
潜
在
化
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
り
、

文
書
に
よ
る
移
管
を
行
う
こ
と
と
す
る
。
移
管
元
の
児
童
相
談
所
が
必
要
と
認

め
る
場
合
に
は
、
ア
に
記
載
し
た
引
継
ぎ
に
準
じ
て
行
う
こ
と
と
す
る
。
引
継

ぎ
は
迅
速
に
行
う
こ
と
と
し
、
引
継
ぎ
の
方
法
に
つ
い
て
は
、
移
管
元
の
児
童

相
談
所
は
、
移
管
先
の
児
童
相
談
所
の
意
向
も
踏
ま
え
て
、
可
能
な
限
り
丁
寧

な
引
継
ぎ
を
行
う
こ
と
。

 

 
 
ウ

 
（
略
）

 

 
(3

)
・

(
4)
 
（
略
）
 

７
～

12
 
（
略
）
 

第
３
節

 
調
査
 

１
～
４

 
（
略
）
 

５
．
調
査
の
方
法
 

(1
)
～

(
4)
 
（
略
）
 

(5
) 
立
入
調
査
 

 
①

 
虐
待
通
告
受
理
後
、
48

時
間
以
内
に
安
全
確
認
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
場

合
に
は
、
法
第

29
条
又
は
児
童
虐
待
防
止
法
第
９
条
第
１
項
に
規
定
す
る
立

入
調
査
を
実
施
す
る
こ
と
（
安
全
確
認
に
つ
い
て
は
「
３
．
調
査
の
開
始
」
を

参
照
さ
れ
た
い
。
）
。
こ
の
際
、
立
入
調
査
の
実
効
性
を
高
め
る
観
点
か
ら
、

立
入
調
査
を
実
施
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
正
当
な
理
由
が
な
い
に
も
か
か
わ
ら

ず
立
入
調
査
を
拒
否
し
た
場
合
に
は
罰
金
に
処
せ
ら
れ
る
こ
と
が
あ
る
旨
を
、

可
能
な
限
り
保
護
者
に
対
し
て
告
知
す
る
こ
と
。
な
お
、
正
当
な
理
由
が
な
く
、

そ
の
執
行
を
拒
否
し
た
場
合
、
法
第

61
条
の
５
の
規
定
に
よ
り

50
万
円
以
下

  

イ
 
ア
セ
ス
メ
ン
ト
シ
ー
ト
の
⑥
か
ら
⑦
に
該
当
す
る
場
合

 

⑥
か
ら
⑦
に
該
当
す
る
場
合
は
、
虐
待
が
潜
在
化
し
て
い
る
可
能
性
が
あ

り
、
文
書
に
よ
る
移
管
を
行
う
こ
と
と
す
る
。
た
だ
し
、
ケ
ー
ス
の
特
性
や
児

童
相
談
所
間
の
距
離
等
を
勘
案
し
て
、
可
能
な
限
り
丁
寧
な
引
継
ぎ
を
行
う
こ

と
。
 

   
 
ウ

 
（
略
）
 

(3
)
・

(4
) 

（
略
）
 

７
～

12
 
（
略
）
 

第
３
節

 
調
査
 

１
～
４

 
（
略
）
 

５
．
調
査
の
方
法
 

(1
)
～

(4
) 

（
略
）
 

(5
) 
立
入
調
査
 

        

＜14＞



 
- 

5 
- 

新
 

旧
 

の
罰
金
に
処
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
（
児
童
虐
待
防
止
法
第
９
条
第
２
項
の

規
定
に
よ
り
適
用
さ
れ
る
場
合
を
含
む
。
）
。
 

②
 
法
第

29
条
に
規
定
す
る
立
入
調
査
は
、
法
第

28
条
に
定
め
る
承
認
の
申
立

て
を
行
っ
た
場
合
だ
け
で
は
な
く
、
虐
待
や
放
任
等
の
事
実
の
蓋
然
性
、
子
ど

も
の
保
護
の
緊
急
性
、
保
護
者
の
協
力
の
程
度
な
ど
を
総
合
的
に
勘
案
し
て
、

法
第

2
8
条
に
定
め
る
承
認
の
申
立
て
の
必
要
性
を
判
断
す
る
た
め
に
調
査
が

必
要
な
場
合
に
も
行
え
る
こ
と
に
留
意
す
る
。
 

③
 
児
童
虐
待
防
止
法
第
９
条
第
１
項
の
規
定
で
は
、
児
童
虐
待
が
行
わ
れ
て
い

る
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
に
子
ど
も
の
住
所
又
は
居
所
に
立
ち
入
り
、

必
要
な
調
査
又
は
質
問
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
の

際
に
は
、
必
要
に
応
じ
て
警
察
へ
の
援
助
要
請
を
行
う
こ
と
。
ま
た
、
立
入
調

査
を
実
施
す
る
に
当
た
っ
て
保
護
者
に
対
し
て
告
知
す
る
際
に
は
、
当
該
立
入

調
査
を
拒
否
し
た
場
合
、
同
法
第
９
条
の
３
第
１
項
の
臨
検
又
は
捜
索
が
行
わ

れ
る
可
能
性
が
あ
る
旨
も
併
せ
て
告
知
す
る
。
 

  

  

さ
ら
に
、
上
記
の
告
知
を
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
立
入
調
査
に
応
じ
な

い
状
況
が
あ
れ
ば
、
そ
の
場
に
お
い
て
、
立
入
調
査
を
拒
否
し
た
も
の
と
認

め
る
旨
を
言
い
渡
す
こ
と
と
す
る
。
 

な
お
、
拒
否
し
た
か
ど
う
か
が
不
明
確
な
ま
ま
で
は
、
同
法
第
９
条
の
２

の
再
出
頭
要
求
、
同
法
第
９
条
の
３
の
臨
検
・
捜
索
や
④
で
述
べ
る
告
発
の

い
ず
れ
に
も
移
行
す
る
こ
と
が
困
難
と
な
る
こ
と
か
ら
、
拒
否
し
た
状
況
を

明
確
に
し
、
記
録
し
て
お
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
こ
と
に
十
分
留
意
さ
れ
た

  

①
 
法
第

29
条
に
規
定
す
る
立
入
調
査
は
、
法
第

28
条
に
定
め
る
承
認
の
申

立
を
行
っ
た
場
合
だ
け
で
は
な
く
、
虐
待
や
放
任
等
の
事
実
の
蓋
然
性
、
子

ど
も
の
保
護
の
緊
急
性
、
保
護
者
の
協
力
の
程
度
な
ど
を
総
合
的
に
勘
案
し

て
、
法
第

28
条
に
定
め
る
承
認
の
申
立
の
必
要
性
を
判
断
す
る
た
め
に
調
査

が
必
要
な
場
合
に
も
行
え
る
こ
と
に
留
意
す
る
。
 

ま
た
、
児
童
虐
待
防
止
法
第
９
条
第
１
項
の
規
定
で
は
、
児
童
虐
待
が
行

わ
れ
て
い
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
に
子
ど
も
の
住
所
又
は
居
所
に

立
ち
入
り
、
必
要
な
調
査
又
は
質
問
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
、
正
当
な

理
由
が
な
い
の
に
そ
の
執
行
を
拒
否
し
た
場
合
、
同
条
第
２
項
に
よ
り
適
用

さ
れ
る
法
第

61
条
の
５
の

50
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
こ
と
と
さ
れ
て

い
る
が
、
立
入
調
査
の
実
効
性
を
高
め
る
観
点
か
ら
、
立
入
調
査
を
実
施
す

る
に
当
た
っ
て
は
、
正
当
な
理
由
が
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
立
入
調
査
を
拒

否
し
た
場
合
に
は
罰
金
に
処
せ
ら
れ
る
こ
と
が
あ
る
旨
を
、
可
能
な
限
り
保

護
者
に
対
し
て
告
知
す
る
。
そ
の
際
に
は
、
当
該
立
入
調
査
を
拒
否
し
た
場

合
、
同
法
第
９
条
の
３
第
１
項
の
臨
検
又
は
捜
索
が
行
わ
れ
る
可
能
性
が
あ

る
旨
も
併
せ
て
告
知
す
る
。
 

さ
ら
に
、
上
記
の
告
知
を
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
立
入
調
査
に
応
じ
な

い
状
況
が
あ
れ
ば
、
そ
の
場
に
お
い
て
、
立
入
調
査
を
拒
否
し
た
も
の
と
認

め
る
旨
を
言
い
渡
す
こ
と
と
す
る
。
 

な
お
、
拒
否
し
た
か
ど
う
か
が
不
明
確
な
ま
ま
で
は
、
同
法
第
９
条
の
２

の
再
出
頭
要
求
、
同
法
第
９
条
の
３
の
臨
検
・
捜
索
や
④
で
述
べ
る
告
発
の

い
ず
れ
に
も
移
行
す
る
こ
と
が
困
難
と
な
る
こ
と
か
ら
、
拒
否
し
た
状
況
を

明
確
に
し
、
記
録
し
て
お
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
こ
と
に
十
分
留
意
さ
れ
た
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い
。
 

  
  
④
～
⑪
 
（
略
）
 

(6
)
～

(8
) 

（
略
）
 

６
 
（
略
）
 

第
４
節
～
第
８
節
（
略
）
 

 第
４
章
（
略
）
 

 第
５
章

 
一
時
保
護
 

虐
待
等
を
受
け
た
子
ど
も
の
一
時
保
護
に
つ
い
て
は
、
「
一
時
保
護
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
に
つ
い
て
」
（
平
成

3
0
年
７
月
６
日
付
け
子
発

0
70
6
第
４
号
厚
生
労
働
省
子
ど

も
家
庭
局
長
通
知
）
に
定
め
る
ほ
か
、
「
児
童
虐
待
等
に
関
す
る
児
童
福
祉
法
の
適

切
な
運
用
に
つ
い
て
」
、「

虐
待
通
告
の
あ
っ
た
児
童
の
安
全
確
認
の
手
引
き
」
（
平

成
2
2
年

9
月

3
0
日
付
け
雇
児
総
発

0
93
0
第
２
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・
児
童

家
庭
局
総
務
課
長
通
知
）
及
び
「
子
ど
も
虐
待
対
応
の
手
引
き
」
第
５
章
「
一
時
保

護
」
を
参
照
し
、
子
ど
も
の
安
全
確
保
を
最
優
先
と
し
た
適
切
な
対
応
を
行
う
こ
と
。 

一
時
保
護
の
決
定
に
当
た
っ
て
は
、
「
子
ど
も
虐
待
対
応
の
手
引
き
」
に
お
い
て

示
し
て
い
る
「
一
時
保
護
決
定
に
向
け
て
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
シ
ー
ト
」
等
を
用
い
る

な
ど
、
リ
ス
ク
を
客
観
的
に
把
握
し
、
リ
ス
ク
が
高
い
場
合
に
は
躊
躇
な
く
一
時
保

護
を
行
う
こ
と
。
 

ま
た
、
虐
待
等
を
受
け
た
子
ど
も
の
一
時
保
護
や
里
親
委
託
、
施
設
入
所
等
の
措

置
を
解
除
し
、
家
庭
復
帰
を
検
討
す
る
際
に
は
、
家
庭
復
帰
の
適
否
を
判
断
す
る
た

め
の
具
体
的
な
内
容
に
つ
い
て
定
め
た
「
児
童
虐
待
を
行
っ
た
保
護
者
に
対
す
る
援

助
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」（

平
成

20
年
３
月

14
日
付
け
雇
児
総
発
第

03
14
00

1 
号
雇
用

均
等
・
児
童
家
庭
局
総
務
課
長
通
知
）
、
「
措
置
解
除
に
伴
い
家
庭
復
帰
し
た
児
童

い
。
 

 
 
②
～
⑨
 
（
略
）
 

(6
)
～

(8
) 

（
略
）
 

６
 
（
略
）
 

第
４
節
～
第
８
節
（
略
）
 

 第
４
章
（
略
）
 

 第
５
章

 
一
時
保
護
 

一
時
保
護
に
つ
い
て
は
、
「
一
時
保
護
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
つ
い
て
」
（
平
成

30

年
７
月
６
日
付
け
子
発

07
06

第
4
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局
長
通
知
）
を
参

照
す
る
こ
と
。
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の
安
全
確
保
の
徹
底
に
つ
い
て
」
（
平
成

2
4
年

1
1
月
１
日
付
け
雇
児
総
発

11
01

第
３
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・
児
童
家
庭
局
総
務
課
長
通
知
）
及
び
「
子
ど
も
虐

待
対
応
の
手
引
き
」
（
特
に
、
第
５
章

10
.
家
庭
復
帰
さ
せ
る
場
合
の
子
ど
も
・
保

護
者
へ
の
指
導
上
の
留
意
点
）
を
踏
ま
え
、
「
児
童
虐
待
を
行
っ
た
保
護
者
に
対
す

る
援
助
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
別
表
に
お
い
て
示
し
て
い
る
「
家
庭
復
帰
の
適
否
を
判
断

す
る
た
め
の
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
」
等
を
活
用
し
、
保
護
者
支
援
の
経
過
が
良
好
で
あ

る
か
否
か
、
地
域
の
支
援
体
制
が
確
保
さ
れ
て
い
る
か
ど
う
か
な
ど
に
つ
い
て
確
認

し
、
一
時
保
護
解
除
後
に
虐
待
が
再
発
す
る
リ
ス
ク
を
客
観
的
に
ア
セ
ス
メ
ン
ト
し

た
上
で
一
時
保
護
の
解
除
の
決
定
を
行
う
こ
と
。
 

さ
ら
に
、
虐
待
等
を
受
け
た
子
ど
も
の
一
時
保
護
や
里
親
委
託
、
施
設
入
所
等
の

措
置
を
解
除
し
、
家
庭
復
帰
し
た
後
は
、
児
童
福
祉
司
指
導
や
継
続
指
導
を
行
う
ほ

か
、
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
を
活
用
す
る
な
ど
に
よ
り
地
域
の
関
係
機
関
が

連
携
、
役
割
分
担
を
し
な
が
ら
支
援
を
行
う
と
と
も
に
、
支
援
の
進
捗
状
況
を
関
係

機
関
と
共
有
す
る
こ
と
。
家
庭
復
帰
後
に
虐
待
が
再
発
す
る
な
ど
リ
ス
ク
が
高
ま
っ

た
場
合
に
は
、
関
係
機
関
と
連
携
の
上
、
速
や
か
に
安
全
確
認
を
行
い
、
躊
躇
な
く

再
度
一
時
保
護
を
行
う
な
ど
、
適
切
に
対
応
す
る
こ
と
。
 

 第
６
章
・
第
７
章
（
略
）
 

 第
８
章

 
各
種
機
関
と
の
連
携

 

第
１
節
～
第

1
3
節
（
略
）
 

第
1
4
節

 
警
察
と
の
関
係
 

１
～
５
（
略
）
 

６
 
虐
待
事
例
等
に
お
け
る
連
携
 

(1
)
 
（
略
）
 

                 第
６
章
・
第
７
章
（
略
）
 

 第
８
章

 
各
種
機
関
と
の
連
携

 

第
１
節
～
第

13
節
（
略
）
 

第
14

節
 
警
察
と
の
関
係
 

１
～
５
（
略
）
 

６
 
虐
待
事
例
等
に
お
け
る
連
携
 

(1
)
 
（
略
）
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(2
)
 
要
保
護
児
童
の
通
告
等
 

 
①
・
②
（
略
）
 

③
 
児
童
相
談
所
が
児
童
虐
待
通
告
・
相
談
等
に
よ
り
把
握
し
た
虐
待
事
案
の
う

ち
、
刑
事
事
件
と
し
て
立
件
の
可
能
性
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
重
篤
な
事
案
、

保
護
者
が
子
ど
も
の
安
全
確
認
に
強
く
抵
抗
を
示
す
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
事

案
等
に
つ
い
て
は
、
早
急
に
子
ど
も
の
安
全
を
確
保
す
る
た
め
、
警
察
と
情
報

共
有
を
図
り
、
連
携
し
て
対
応
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
り
、
以
下
の
ア
か
ら
ウ

ま
で
に
該
当
す
る
情
報
に
つ
い
て
は
、
警
察
へ
の
情
報
提
供
を
徹
底
す
る
。
 

ア
 
虐
待
に
よ
る
外
傷
、
ネ
グ
レ
ク
ト
又
は
性
的
虐
待
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る

な
ど
、
「
子
ど
も
虐
待
対
応
の
手
引
き
」
第
５
章
の
「
一
時
保
護
決
定
に
向

け
て
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
シ
ー
ト
」
の
基
準
に
準
拠
し
て
、
ア
セ
ス
メ
ン
ト
シ

ー
ト
の
①
か
ら
⑤
ま
で
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
事
案
に
関
す
る
情
報
。
ま

た
、
①
か
ら
⑤
ま
で
に
具
体
的
に
記
載
し
て
い
る
も
の
の
ほ
か
、
頭
蓋
内
出

血
、
骨
折
、
内
臓
損
傷
又
は
熱
湯
、
た
ば
こ
、
ア
イ
ロ
ン
等
に
よ
る
火
傷
が

あ
る
事
案
、
凶
器
を
使
用
し
子
ど
も
の
生
命
に
危
険
を
及
ぼ
す
可
能
性
が
あ

っ
た
事
案
、
身
体
拘
束
、
監
禁
又
は
夏
期
の
車
内
放
置
を
し
た
事
案
並
び
に

異
物
又
は
薬
物
を
飲
ま
せ
る
行
為
が
あ
っ
た
事
案
に
つ
い
て
は
、
危
険
性
が

高
い
こ
と
か
ら
、
情
報
共
有
の
徹
底
を
図
る
こ
と
。
た
だ
し
、
ア
セ
ス
メ
ン

ト
シ
ー
ト
の
①
の
み
に
該
当
す
る
場
合
又
は
④
の
「
乳
幼
児
」
の
み
に
該
当

す
る
場
合
に
は
他
の
情
報
も
勘
案
し
、
総
合
的
に
判
断
す
る
こ
と
。
 

こ
の
ほ
か
、
ア
セ
ス
メ
ン
ト
シ
ー
ト
の
①
か
ら
⑤
ま
で
に
該
当
し
な
い
が
、

⑥
か
ら
⑧
ま
で
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
事
案
で
あ
る
場
合
は
、
虐
待
が
深

刻
化
す
る
可
能
性
も
あ
る
こ
と
か
ら
、
支
援
を
行
う
中
で
必
要
に
応
じ
て
警

察
と
の
情
報
共
有
を
検
討
す
る
こ
と
。
 

イ
 
通
告
受
理
し
た
事
案
の
う
ち
、
通
告
受
理
後
、
子
ど
も
と
面
会
が
で
き
ず
、

(2
)
 
要
保
護
児
童
の
通
告
等
 

 

①
・
②
（
略
）
 

 
 
③

 
児
童
相
談
所
が
児
童
虐
待
通
告
・
相
談
等
に
よ
り
把
握
し
た
虐
待
事
案
の
う

ち
、
刑
事
事
件
と
し
て
立
件
の
可
能
性
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
重
篤
な
事
案
、

保
護
者
が
子
ど
も
の
安
全
確
認
に
強
く
抵
抗
を
示
す
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
事

案
等
に
つ
い
て
は
、
早
急
に
子
ど
も
の
安
全
を
確
保
す
る
た
め
、
警
察
と
情
報

共
有
を
図
り
、
連
携
し
て
対
応
す
る
こ
と
。
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48
時
間
以
内
に
児
童
相
談
所
や
関
係
機
関
に
お
い
て
子
ど
も
の
安
全
確
認

が
で
き
な
い
事
案
に
関
す
る
情
報
。
た
だ
し
、
他
の
関
係
機
関
に
よ
っ
て
把

握
さ
れ
て
い
る
状
況
等
を
勘
案
し
、
緊
急
性
に
乏
し
い
と
判
断
さ
れ
る
場

合
、
災
害
時
な
ど
児
童
相
談
所
等
が

4
8
時
間
以
内
に
子
ど
も
の
安
全
確
認

が
行
え
な
い
や
む
を
得
な
い
理
由
が
あ
る
場
合
は
除
く
。
 

上
記
に
関
わ
ら
ず
、
保
護
者
が
子
ど
も
の
安
全
確
認
に
強
く
抵
抗
を
示
し

て
い
る
場
合
、
通
告
時
点
で
既
に
関
係
機
関
等
に
よ
る
子
ど
も
の
安
全
確
認

が
一
定
期
間
行
う
こ
と
が
で
き
て
い
な
い
場
合
な
ど
、
緊
急
性
が
高
い
と
判

断
さ
れ
る
場
合
に
は
、
4
8
時
間
を
待
た
ず
に
直
ち
に
警
察
と
の
情
報
共
有
を

検
討
す
る
こ
と
。
 

ウ
 
ア
の
児
童
虐
待
に
起
因
し
た
一
時
保
護
又
は
施
設
入
所
・
里
親
委
託
等
の

措
置
を
し
て
い
る
事
案
で
あ
っ
て
、
当
該
措
置
を
解
除
し
、
家
庭
復
帰
す
る

も
の
に
関
す
る
情
報
。
 

こ
う
し
た
情
報
に
つ
い
て
警
察
へ
情
報
提
供
を
行
う
場
合
に
は
、
警
察
が
保

有
し
て
い
る
当
該
子
ど
も
及
び
保
護
者
に
係
る
情
報
に
つ
い
て
も
提
供
を
求

め
る
な
ど
、
迅
速
か
つ
確
実
に
情
報
共
有
を
行
う
よ
う
対
応
さ
れ
た
い
。
 

④
 
警
察
か
ら
通
告
・
情
報
提
供
が
な
さ
れ
た
事
案
又
は
警
察
へ
援
助
要
請
を
行

っ
た
事
案
に
つ
い
て
は
、
そ
の
後
の
支
援
等
の
対
応
及
び
対
応
の
変
化
等
に
つ

い
て
警
察
へ
情
報
提
供
す
る
と
と
も
に
、
通
告
後
に
警
察
が
得
た
新
た
な
情
報

の
提
供
を
求
め
る
な
ど
、
当
該
事
案
に
係
る
子
ど
も
及
び
家
庭
へ
の
対
応
を
円

滑
に
行
う
た
め
の
相
互
の
情
報
提
供
が
行
わ
れ
る
よ
う
、
そ
の
方
法
に
つ
い
て

都
道
府
県
警
察
と
協
議
し
て
書
面
で
取
り
決
め
す
る
な
ど
に
よ
り
、
積
極
的
な

情
報
交
換
に
努
め
る
こ
と
。
 

(3
)
～

(8
)（

略
）
 

７
．
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
に
お
け
る
連
携
 

             

こ
の
た
め
、
児
童
相
談
所
に
お
い
て
こ
う
し
た
事
案
を
把
握
し
た
場
合
は
、

警
察
へ
の
情
報
提
供
を
行
う
と
と
も
に
、
警
察
が
保
有
し
て
い
る
当
該
子
ど
も

及
び
保
護
者
に
係
る
情
報
に
つ
い
て
も
提
供
を
求
め
る
な
ど
、
迅
速
か
つ
確
実

に
情
報
共
有
を
行
う
こ
と
。
 

 

      

(3
)
～

(8
)（

略
）
 

７
．
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
に
お
け
る
連
携
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要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
は
、
支
援
対
象
児
童
等
に
関
す
る
情
報
や
支
援
対

象
児
童
等
の
適
切
な
保
護
又
は
支
援
を
図
る
た
め
に
必
要
な
情
報
の
交
換
を
行
う

と
と
も
に
、
支
援
対
象
児
童
等
に
対
す
る
支
援
の
内
容
に
関
す
る
協
議
を
行
う
こ
と

と
さ
れ
て
い
る
。
適
切
な
連
携
の
下
で
関
係
機
関
が
対
応
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で

あ
る
こ
と
か
ら
、
警
察
署
が
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
の
構
成
員
と
な
っ
て
い

な
い
自
治
体
に
お
い
て
は
、
構
成
員
と
な
る
よ
う
働
き
か
け
る
と
と
も
に
、
代
表
者

会
議
の
み
な
ら
ず
、
支
援
を
行
っ
て
い
る
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
定
期
的
な
状
況
の
フ
ォ

ロ
ー
を
行
う
実
務
者
会
議
や
個
別
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
具
体
的
な
支
援
の
内
容
等
を

検
討
す
る
個
別
ケ
ー
ス
検
討
会
議
に
つ
い
て
も
必
要
に
応
じ
て
構
成
員
と
し
て
参

画
を
求
め
、
警
察
と
の
情
報
交
換
、
意
見
交
換
が
積
極
的
に
行
わ
れ
る
よ
う
努
め
る

こ
と
。
 

８
（
略
）
 

第
1
5
節
～
第

21
節
（
略
）
 

 第
９
章
（
略
）
 

 

要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
は
、
支
援
対
象
児
童
等
に
関
す
る
情
報
や
支
援
対

象
児
童
等
の
適
切
な
保
護
又
は
支
援
を
図
る
た
め
に
必
要
な
情
報
の
交
換
を
行
う

と
と
も
に
、
支
援
対
象
児
童
等
に
対
す
る
支
援
の
内
容
に
関
す
る
協
議
を
行
う
こ
と

と
さ
れ
て
お
り
、
個
別
の
事
案
に
つ
い
て
、
子
ど
も
に
関
係
す
る
広
範
な
機
関
の
衆

知
を
集
め
、
適
切
な
対
応
を
検
討
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
必
要
に
応

じ
て
、
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
の
構
成
員
と
し
て
警
察
の
参
画
を
求
め
、
個

別
ケ
ー
ス
検
討
会
議
等
に
お
け
る
警
察
と
の
情
報
交
換
、
意
見
交
換
を
行
う
こ
と
。
 

    ８
（
略
）
 

第
15

節
～
第

21
節
（
略
）
 

 第
９
章
（
略
）
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子 家 発 0 7 2 0 第 ２ 号 

平 成 3 0 年 ７ 月 20 日 

 

各             児童福祉主管部（局）長 殿 

 

 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長 

          （公 印 省 略） 

 

 

児童虐待への対応における警察との連携の強化について 

 

児童虐待への対応については、児童相談所や市町村が関係機関と緊密に連携し、子ど

もの安全確保を最優先に行うことが重要である。 

子どもの生命・身体の保護を責務とする警察との情報共有をはじめとする連携につい

ては、これまでも「児童虐待への対応における警察との連携の推進について」（平成 24

年４月１日付け雇児総発 0412 第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長通知）及

び「児童虐待への対応における警察との情報共有等の徹底について」（平成 28年４月１

日付け雇児総発 0401 第６号厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長通知。以下「情報

共有通知」という。）等により推進してきたところであるが、今般、「児童虐待防止対策

の強化に向けた緊急総合対策」（平成 30 年７月 20 日児童虐待防止対策に関する関係閣

僚会議決定）が取りまとめられ、緊急に実施すべき重点対策として児童相談所と警察の

情報共有の強化等に取り組むこととされたことから、警察との間で情報共有を行う事案

の明確化及び連携強化のために一層推進すべき取組について下記のとおりとしたので、

御了知いただくとともに、管内の児童相談所及び市区町村への周知をお願いする。 

 なお、本通知は、警察庁生活安全局と協議済みである。 

また、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245 条の４第１項の規定に

基づく技術的助言である。 

記 

１ 警察から児童相談所及び市区町村に対する照会への対応 

  警察が 110 番通報等により児童虐待が疑われる情報を覚知し、児童相談所、市区町

村等に対し、当該児童に係る過去の対応状況等を照会した際の対応については、情報

共有通知により周知しているところである。児童相談所及び市区町村においては、こ

の照会に対し、記録等を確認し適切に回答するとともに、照会及び回答に係る情報共

有の方法等については、都道府県警察との間で協議を行い、書面で取り決めるなどし

て、引き続き円滑な情報共有が図られるよう努められたい。 

 

２ 児童相談所及び市区町村から警察に対する情報提供等 

(1) 児童相談所及び市区町村から警察に情報提供する事案 

都 道 府 県 
指 定 都 市 
中 核 市 
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児童相談所及び市区町村から警察に情報提供する事案については、情報提供通知

において示しているところであるが、警察との間で共有する情報の基準を以下の①

から③までのとおり明確化したので、警察への情報提供を徹底されたい。 

  ① 虐待による外傷、ネグレクト又は性的虐待があると考えられるなど、「子ども虐

待対応の手引き」（平成 11年３月 29日付け児企第 11号厚生省児童家庭局企画課

長通知）第５章の「一時保護決定に向けてのアセスメントシート」（以下「アセス

メントシート」という。）の基準に準拠して、アセスメントシートの①から⑤まで

のいずれかに該当する事案に関する情報。また、①から⑤までに具体的に記載し

ているもののほか、頭蓋内出血、骨折、内臓損傷又は熱湯、たばこ、アイロン等

による火傷がある事案、凶器を使用し子どもの生命に危険を及ぼす可能性があっ

た事案、身体拘束、監禁又は夏期の車内放置をした事案並びに異物又は薬物を飲

ませる行為があった事案については、危険性が高いことから、情報共有の徹底を

図ること。ただし、アセスメントシートの①のみに該当する場合又は④中の「乳

幼児」のみに該当する場合には他の情報も勘案し、総合的に判断すること。 

このほか、アセスメントシートの①から⑤までに該当しないが、⑥から⑧まで

のいずれかに該当する事案である場合は、虐待が深刻化する可能性もあることか

ら、支援を行う中で必要に応じて警察との情報共有を検討すること。 

② 児童相談所が通告受理した事案のうち、通告受理後、子どもと面会ができず、

48 時間以内に児童相談所や関係機関において子どもの安全確認ができない事案

に関する情報。ただし、他の関係機関によって把握されている状況等を勘案し、

緊急性に乏しいと判断される場合、災害時など児童相談所等が 48 時間以内に子

どもの安全確認が行えないやむを得ない理由がある場合は除く。 

上記に関わらず、保護者が子どもの安全確認に強く抵抗を示している場合、通

告時点で既に関係機関等による子どもの安全確認が一定期間行うことができてい

ない場合など、緊急性が高いと判断される場合には、48時間を待たずに直ちに警

察との情報共有を検討すること。 

③ ①の児童虐待に起因した一時保護又は施設入所・里親委託等の措置をしている

事案であって、当該措置を解除し、家庭復帰するものに関する情報。 

こうした内容について警察へ情報提供を行う場合には、警察が保有している当該

子ども及び保護者に係る情報についても提供を求めるなど、迅速かつ確実に情報共

有を行うよう対応されたい。 

(2) 子どもの安全確認ができない場合の対応の徹底 

   児童相談所が通告を受けた事案のうち、子どもとの面会ができず、安全確認がで

きない場合には、児童虐待の防止等に関する法律（平成 12 年法律第 82 号）第９条

に基づく立入調査を実施する。この場合、立入調査権（罰則あり）を行使する旨を保

護者に告知した上で、必要に応じて同法第 10条に基づく警察署長に対する援助要請

を行い、警察と連携して対応することが重要である。 

  また、安全確認及び立入調査を行う場合のほか、一時保護の実施、臨検・捜索を行

う場合についても子どもの安全確認及び安全確保に万全を期する観点から、必要が
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あると認める場合には、警察署長に対する援助要請を適切に行い、警察と連携した

対応を行うこと。 

(3) 警察から通告された事案等に関する情報提供 

   児童相談所及び市区町村は、警察から通告・情報提供がなされた事案又は警察署

長へ援助要請を行った事案については、その後の支援等の対応及び対応の変化等に

ついて警察へ情報提供するとともに、通告後に警察が得た新たな情報の提供を求め

るなど、当該事案に係る子ども及び家庭への対応を円滑に行うための相互の情報提

供が行われるよう、その方法について都道府県警察と協議して、書面で取り決めす

るなどにより、積極的な情報交換に努められたい。 

   

３ 平素からの連携の強化 

(1) 警察職員等の知見の活用 

   児童相談所では、虐待事案への対応の場面において警察実務の経験に基づく知見

が有効であることが多く、警察との情報共有を円滑に進める観点からも現職警察官

に係る警察との人事交流について、地域の実情に応じて都道府県警察に相談し、検

討を行うこと。 

また、都道府県警察との協議により、警察官ＯＢの非常勤職員又は常勤職員とし

ての採用をより推進すること。児童相談所において非常勤職員として警察官ＯＢを

採用する場合は、「児童虐待・ＤＶ対策等統合支援事業」における「児童虐待防止対

策支援事業」が活用できることから、積極的な活用を検討すること。 

(2) 合同研修等の積極的な実施 

都道府県警察の協力を得て、児童相談所と警察が、具体的事例を想定したケース

検討や子どもの安全確認、立入調査、臨検・捜索等に関するロールプレイを行うな

どの合同研修等を積極的に実施し、児童相談所職員の対応能力強化を図るとともに、

実際の事案対応においても円滑な連携が図られるようこうした研修を通じて警察

との協力関係の構築を図ること。 

(3) 要保護児童対策地域協議会における連携の促進 

   要保護児童対策地域協議会は、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 25 条の

２第２項に定める支援対象児童等に関する情報や支援対象児童等の適切な保護又は

支援を図るために必要な情報の交換を行うとともに支援対象児童等に対する支援内

容に関する協議を行うこととされている。児童虐待事案については、適切な連携の

下で関係機関が対応していくことが重要であることから、警察署が要保護児童対策

地域協議会の構成員となっていない自治体においては、構成員となるよう働きかけ

るとともに、代表者会議のみならず、支援を行っているケースについて定期的な状

況のフォローを行う実務者会議や個別ケースについて具体的な支援の内容等を検討

する個別ケース検討会議についても必要に応じて構成員として参画を求め、警察と

の情報交換、意見交換が積極的に行われるよう努めること。 
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子 家 発 0 7 2 0 第 ３ 号 

平 成 3 0 年 ７ 月 2 0 日 

 

各             児童福祉・母子保健主管部（局）長 殿 

 

 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長 

          （公 印 省 略） 

 

 

乳幼児健診未受診者、未就園児、不就学児等の緊急把握の実施について（依頼） 

 

児童虐待防止対策の推進につきましては、平素よりご尽力をいただき、厚く御礼申し

上げます。 

今般、児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議において、国・自治体・関係機関が一

体となって、子どもの命を守り、子どもが亡くなる痛ましい事件が二度と繰り返されな

いよう、児童虐待防止対策の強化に向け、厚生労働省をはじめ、関係府省庁が一丸とな

って対策に取り組むこととしました。 

これを受け、児童虐待防止対策の強化に総合的に取り組むための道筋を示すため取り

まとめられた「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」（平成 30年７月 20日

児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定）において、緊急に実施すべき重点対策と

して「乳幼児健診未受診者、未就園児、不就学児等の緊急把握の実施」が掲げられたこ

とを受け、下記のとおり調査を実施することとしました。乳幼児健診未受診者、未就園

児、不就学児等やその家庭は、特に支援を必要としている場合もあることから、各市町

村が児童の安全確認を行うに当たっては、要保護児童対策地域協議会の場の活用、児童

相談所や警察等の関係機関との連携を図り、これまで「居住実態が把握できない児童へ

の対応について」（平成 27年３月 16日付け総務省、文部科学省、及び厚生労働省連名

通知）に基づき実施してきた取組を参考に、早急な児童の安全確認、状況把握に努めて

いただくようお願いします。 

都道府県におかれましては、管内の市町村（指定都市及び中核市を除く。）に本通知を

周知いただくとともに、市町村の調査票の取りまとめ等につきまして、御協力をお願い

いたします。 

本調査の実施に当たっては、総務省自治行政局、法務省入国管理局、文部科学省初等

中等教育局及び警察庁生活安全局と協議済みであることを申し添えます。 

 なお、本通知による調査は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１

項に基づき依頼するものです。 

記 

１ 趣旨・目的 

本調査は、当該市町村に住民票があるが、乳幼児健診未受診や、未就園、不就学等

都 道 府 県 
指 定 都 市 
中 核 市 
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で、福祉サービス等を利用していないなど関係機関が安全を確認できていない子ども

（以下の①～④のいずれかに該当。以下「把握対象児童」という。）の情報を市町村に

おいて緊急的に把握し、子どもを目視すること等により、福祉や教育等、家庭以外と

の接触のない子どもの安全確認・安全確保を図ることを目的とするものです。 

２ 緊急把握の実施 

  以下により、乳幼児健診未受診者、未就園児、不就学児等の緊急把握を実施してく

ださい。 

(1)  把握対象児童の洗い出し 

 平成 30 年６月１日時点において当該市町村に住民登録をしている把握対象児童

について、当該市町村の児童福祉部門・母子保健部門等の関係部署のほか、市町村

教育委員会等関係機関と連携して情報を収集し、同年９月 30 日までに把握対象児

童数及び各児童に関する情報について把握を行う。 

(2) 把握対象児童の安全確認の実施 

   上記(1)において把握対象児童とされた児童について、速やかに目視等以下のア

又はイいずれかの方法により安全確認を行う。ア又はイによる確認が困難な場合に

は、ウにより慎重に判断を行うこととし、判断に資する十分な情報が得られない場

① 乳幼児健康診査、予防接種、新生児訪問、乳児家庭全戸訪問事業などの乳幼児を対象とする

保健・福祉サービスを受けておらず、家庭への電話、文書、家庭訪問等による勧奨を実施し

たにも関わらず、連絡・接触ができず、関係機関による安全確認ができない児童 

 ② 未就園（保育所、幼稚園、認定こども園等へ入所・入園等をしていない）で、地域子育て支

援拠点や一時預かり等の福祉サービス等を利用しておらず、関係機関による安全確認ができ

ない児童 

 ③ 市町村教育委員会等が、学校への就園・就学に係る事務(※１)の過程で把握した児童で通

園・通学していないもの（※２）のうち、市町村教育委員会が各学校や学校設置者と連携して

家庭への電話、文書、家庭訪問等による連絡を試みてもなお連絡・接触ができず、関係機関に

よる安全確認ができない児童 

※１ 就学時健診、学齢簿の編製、就学説明会等の就園・就学前後の諸手続、幼稚園就園奨

励費補助申請、学校において行う事務を含む。 

※２ ・就学義務の免除又は猶予を受けている児童 

・１年以上居所不明のため、学齢簿の編製上、就学義務の免除又は猶予を受けている 

者と同様に、別に編製されている簿冊に記載（記録）されている児童 

・病気や経済的理由、不登校、家庭の事情等により長期欠席している児童 等 

 ④ 市町村の児童家庭相談、保育の実施事務、子ども・子育て支援新制度における施設型給付・

地域型保育給付や児童手当、児童扶養手当等の児童を対象とした手当（市町村独自の手当も含

む。）の支給事務、その他児童福祉行政の実施事務の過程で把握されている家庭の児童で、家

庭への電話、文書、家庭訪問等による勧奨を実施したにも関わらず、連絡・接触ができず、そ

れらの行政事務の実施上、必要な各種届出や手続を行っていない家庭に属し、関係機関による

安全確認ができない児童（①から③までに該当する児童を除く。） 
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合には、引き続きア又はイによる確認ができるよう情報収集等の調査を継続して行

う。 

   なお、把握対象児童の安全確認については、９月 30日までの洗い出し期間の完了

を待つことなく、把握対象児童の存在が判明した時点から随時速やかに安全確認を

行う。 

   安全確認の結果については、児童相談所も構成員となっている要保護児童対策地

域協議会において速やかに関係機関と情報共有を行う。当該児童について、虐待の

防止や健全育成の観点等から支援が必要な場合は、関係部門で連携して引き続き支

援を行っていくとともに、当該児童の保護者に対しては、当該児童の居住実態が把

握できない状況となることがないよう転出・転入の際の届出や相談窓口等について

の必要な助言・情報共有等を行う。 

３ 安全確認の状況の報告 

上記２により緊急把握を行った把握対象児童数、各児童の安全確認の状況等につい

て、別添１及び２の回答上の留意事項を精読の上、２種類の調査票（調査票１及び調

査票２）により、報告をお願いします。 

【調査票１】 

以下の調査項目について、把握対象児童１人 1人の個別の状況を回答すること。 

○ 必須回答の調査項目 

  住所地都道府県名、住所地市町村名、年齢、学年、性別、把握対象児童として

判断した主な理由  

○ 平成 30 年６月１日から 11 月 30 日までの間に安全確認できた児童について回

答する調査項目 

 ア 東京入国管理局への照会により得た当該児童に係る出入（帰）国記録から、当該児童の出

国の事実を確認（出国後、入（帰）国記録が無いことの確認を含む。） 

 イ 住所地市町村の職員、要保護児童対策地域協議会の構成員となっている機関・関係者のほ

か、住所地市町村が目視による確認を依頼した機関や関係者（他の市町村の機関等を含む。）

が、当該児童を目視により確認 

 ウ ア及びイのほか、住所地市町村が実施した調査等により、当該児童の所在等について得ら

れた情報の信頼性に確信が持てるとして、住所地市町村が判断したことによる所在等の確認 

※ 例：海外の学校等に在籍していることが在籍証明書等により確認できた場合 

他の市町村の医療機関を受診していることが判明し、その状況が確認できた場合 

配偶者からの暴力等により避難しており、祖父母等を通せば確実に児童の状況が確

認できる場合 

複数の関係機関及び関係者から児童の所在等に関して同一内容の情報が得られた

場合 

児童が自室に引きこもっているが、市町村の職員等のドア越しの呼びかけには応答

し、家族も状況改善に向けて市町村に相談するなど協力的な姿勢が見受けられる場

合 等 

 

＜26＞



- 4 - 

 

  居所都道府県名、居所市町村名、安全確認ができた方法、安全確認ができた年

月日、安全確認ができた後に行った支援内容  等 

○ 平成 30 年 11 月 30 日時点で安全確認ができていない児童について回答する調

査項目 

  要保護児童対策地域協議会へのケース登録状況、児童相談所との情報共有・連

携に係る状況、警察との情報共有・連携に係る状況、東京入国管理局への出入（帰）

国記録の照会の有無、海外出国・居住の可能性に関する情報の有無、ＤＶで他市

町村に避難している可能性に関する情報の有無、所在等を確認する上で生じてい

る個々の問題点 等 

【調査票２】 

市町村ごとに、以下の①から②に掲げる把握対象児童数を回答してください。 

① 把握対象児童の数 

② 把握対象児童のうち、平成 30 年６月１日から 11 月 30 日までの間に安全確認

ができた児童の数 

③ 平成30年６月１日時点で居住実態が把握できない児童（平成29年度調査結果）

に該当する児童の数及び当該児童のうち、平成 30 年６月１日から 11 月 30 日ま

での間に安全確認ができた児童の数 

④ 上記③のうち、平成 28 年度調査から居住実態が把握できない児童に該当する

児童の数及び当該児童のうち、平成 30 年６月１日から 11 月 30 日までの間に安

全確認ができた児童の数 

⑤ 上記③のうち、平成 27 年度調査から居住実態が把握できない児童に該当する

児童の数及び当該児童のうち、平成 30 年６月１日から 11 月 30 日までの間に安

全確認ができた児童の数 

⑥ 上記③のうち、平成 26 年度調査から居住実態が把握できない児童に該当する

児童の数及び当該児童のうち、平成 30 年６月１日から 11 月 30 日までの間に安

全確認ができた児童の数 

※ 市町村内に対象児童が存在しない場合も、調査票２を入力の上、提出をお願い

します（都道府県名、市町村名を入力し、把握対象児童数を「０」とする。）。 

 

４ 提出期限等 

(1) 厚生労働省への回答期限（期限厳守） 

平成 30年 12月５日（水） 

※ 平成 30 年 11 月 30 日時点でなお安全確認ができていない児童がいる場合は、

引き続き安全確認状況等の調査を行うことを予定しています。 

(2) 提出方法 

○ 平成30年６月１日時点における把握対象児童について、当該児童に関する情報

及び安全確認の状況を取りまとめの上、調査票を提出してください。 

○ 提出期限前に全ての把握対象児童について安全確認できた場合には、提出期限

を待たずに調査票を更新の上速やかに提出してください。 
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  ○ 都道府県においては、管内市町村（指定都市及び中核市を除く。）の各調査票を

取りまとめの上、提出先メールアドレス宛てに送付をお願いします。 

○ 提出する際のファイル名は、「【○○県（市）】調査票」としてください。 

  ○ 指定都市及び中核市においては、都道府県を経由せず、提出先メールアドレス

宛てに直接送付をお願いします。 

  ○ 送付の際のメールの件名は「【○○県（市）】調査票」としてください。 

（提出先メールアドレス） jidounetwork@mhlw.go.jp 

 

５ 調査結果の公表 

調査結果については、取りまとめ次第速やかに公表する予定です。 

 

 

 

【厚生労働省担当者】 
 厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 
 虐待防止対策防止対策推進室 
 自治体支援係 岩﨑、山口（内線 4898） 
 ℡ 03－5253－1111（代表） 
   03－3595－2166（直通） 
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別添１ 

回答上の留意事項 

【調査票１】 

 

１ 回答対象 

調査票１では、把握対象児童１人１人の個別の状況を回答してください。 

※ 個々の調査対象児童については、住所地市町村ごとに「調査対象児童№」（回

答欄（０）に入力）を付して、情報を整理してください（※）。 

  （※）例えば、東京都町田市で調査対象児童が３名存在する場合、「調査対象児童№」１～３ 

を付して整理。 

さらに、八王子市で調査対象児童が２名存在する場合、町田市からの続きで「調査対象

児童№」４、５とはせず、１、２を付して整理。 

 

２ 調査項目及び留意事項 

(1) 全把握対象児童について必須回答の調査項目 

  本調査項目は、平成30年６月１日時点の状況を回答してください。 

【問１】  

○ 住所地都道府県名、住所地市町村名（回答欄(1)(2)）＜記述式＞ 

   → 把握対象児童が記録されている住民基本台帳を備える都道府県名、市町村名

を回答してください。 

【問２】 

○ 平成 29年度調査で「居住実態が把握できない児童」として報告していた児童 

（回答欄(3)）＜選択式＞ 

   → 平成 30年６月１日時点で居住実態が把握できない児童（平成 29年度調査結

果）に該当する把握対象児童を回答してください。 

（回答欄(3)：該当＝１、非該当＝０ のうちから選択） 

○ 平成 28年度調査で「居住実態が把握できない児童」として報告していた児童 

（回答欄(4)）＜選択式＞ 

   → 平成 30年６月１日時点で居住実態が把握できない児童のうち、平成 28年度

調査から継続して居住実態が把握できない児童に該当する把握対象児童を回

答してください。 

（回答欄(4)：該当＝１、非該当＝０ のうちから選択） 

  ○ 平成27年度調査で「居住実態が把握できない児童」として報告していた児童 

（回答欄(5)）＜選択式＞ 

→ 平成30年６月１日時点で居住実態が把握できない児童のうち、平成27年度調

査から継続して居住実態が把握できない児童に該当する把握対象児童を回答し

てください。 

（回答欄(5)：該当＝１、非該当＝０ のうちから選択） 
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  ○ 平成26年度調査で「居住実態が把握できない児童」として報告していた児童 

（回答欄(6)）＜選択式＞ 

→ 平成30年６月１日時点で居住実態が把握できない児童のうち、平成26年度調

査から継続して居住実態が把握できない児童に該当する把握対象児童を回答し

てください。     

（回答欄(6)：該当＝１、非該当＝０ のうちから選択） 

【問３】 

○ 年齢、学年、性別（回答欄(7)～(9)）＜選択式＞ 

   → 把握対象児童の年齢、学年、性別を回答してください。 

※ 平成30年６月１日時点の状況を回答することに注意してください。 

（回答欄(7)：０歳、１歳、２歳、３歳、４歳、５歳、６歳、７歳、８歳、９歳、10歳、

11歳、12歳、13歳、14歳、15歳、16歳、17歳 のうちから選択） 

（回答欄(8)：義務教育就学前、小学生、中学生、義務教育修了後 のうちから選択） 

（回答欄(9)：男、女 のうちから選択） 

【問４】 

  ○ 把握対象児童として判断した主な事由（回答欄(10)）＜選択式＞ 

   → 把握対象児童として、判断した主な事由については、本通知１の①～④のい

ずれかを選択してください。 

【問５】 

○ 平成30年６月１日から11月30日までの間に安全確認ができた児童 

（回答欄(11)）＜選択式＞ 

   → 把握対象児童のうち、平成30年11月30日までの間に安全確認ができた児童を

回答してください。 

    （回答欄（11）：該当＝１、非該当＝０ のうちから選択） 

 

(2) 平成30年６月１日から11月30日までの間に安全確認ができた児童について回答す

る調査項目 

 【問６】 

○ 居所都道府県名、居所市町村名（回答欄(12)(13)）＜記述式＞ 

→ 把握対象児童が住民票を残して居所を移動している場合の移動先の居所の属

する都道府県名、市町村名を回答してください。所在等を確認した結果、居所

市町村が住所地市町村と同一であった場合も、当該都道府県名及び市町村名を

回答してください。 

  ○ 住民票上の住所地での居住の有無（回答欄(14)）＜選択式＞ 

   → 居所市町村が住所地市町村と同一であった場合に、継続的な家庭訪問等の結

果、住民票上の住所地からは転居しておらず、同所で居住していることが確認

できた児童を回答してください。 

（回答欄(14)：住民票上の住所地で居住＝１、住民票上の住所地から転居＝０  

のうちから選択） 
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【問７】 

  ○ 安全確認ができた方法（回答欄(15)）＜選択式＞ 

→ 本通知２(2)のア～ウのいずれかを回答してください。 

（回答欄(15)：ア 東京入国管理局に照会し、出国確認 

イ 目視により確認 

ウ 信頼性に確信が持てる情報を入手したことにより確認 

のうちから選択） 

  ○ 安全確認ができた際の情報共有の範囲（回答欄(16)）＜選択式＞ 

 → 「イ 目視により確認」又は「ウ 信頼性に確信が持てる情報を入手したこ

とにより確認」と回答した場合に、安全確認ができた際の情報共有の範囲を回

答してください。 

本調査項目については、最終的に安全確認できた段階での情報共有の範囲を 

回答することとし、例えば同一市町村内で情報共有を行い、その上で、他都道

府県の市町村又は他都道府県に所在する関係機関等との情報共有により確認で

きた場合は、「④他の都道府県内の関係機関等との情報共有で確認できた」と

回答することになります。 

（回答欄(16)：①市町村内で情報共有を行う前に、頻繁な家庭訪問等により確認できた 

②同一市町村内の関係部署等との情報共有で確認できた 

③同一都道府県内の関係機関等との情報共有で確認できた 

④他の都道府県内の関係機関等との情報共有で確認できた 

のうちから選択） 

  ○ 回答欄(15)でウを選択した場合の判断根拠となった情報の内容 

（回答欄(17)）＜記述式＞ 

   → 「ウ 信頼性に確信が持てる情報を入手したことにより確認」と回答した場

合に、市町村においてどのような情報により安全確認ができたと判断したのか

について、記述式で回答してください。 

○ 安全確認につながる情報が得られた調査先 

（回答欄(18)～(46)）＜選択式・複数回答＞ 

 → 安全確認につながる情報が得られた調査先を全て回答してください。 

安全確認につながる情報が得られた調査先とは、把握対象児童に関する情報

提供を求めるなどの調査を行い、当該関係部署等からの情報が児童の安全確認

につながった場合の部署等のことを指し、当該関係部署等が目視により児童を

確認した場合もこれに含まれるものとします。 

複数の関係部署等からの情報提供等を組み合わせることで、安全確認につな

がった児童については、当該情報提供等を行った全ての調査先の部署等を選択

してください。 

「その他」を選択する場合は別シートに記述式で回答してください。 

（回答欄(18)～(46)：該当項目に１（複数回答）） 

○ 安全確認ができた年月日（回答欄(47)）＜記述式＞ 
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   → 安全確認ができた年月日について「平成○年○月○日」と回答してくださ

い。 

【問８】 

○ 安全確認時等における「虐待又は虐待の疑い」に関する情報の有無 

（回答欄(48)）＜選択式＞ 

→ 「安全確認できるまでの間」又は「安全確認時」のどちらか一方でも「虐待

又は虐待の疑い」に関する情報があれば「情報あり」を回答してください。 

    （回答欄(48)：情報あり＝１、情報なし＝０ のうちから選択） 

（内容例） 

～「虐待又は虐待の疑い」に関する情報の例～ 

・以前から転居を繰り返す世帯として把握があり、適切に乳幼児健康診査／教育等を

受けさせていない（疑いがある）場合 

・調査の過程において、保護者による身体的虐待に関する情報を把握した場合 

・当該児童の年齢に応じた発育状況を確認できず、保護者から虐待を疑わせる言動

（例えば「子どもを外出させていない」など）があった場合 

・当該児童が重傷（又は死亡）に至っており、保護者の説明、警察の捜査等を通じた

情報から、重傷（又は死亡）の原因が保護者からの虐待によるものであることが疑

われた場合 

○ 回答欄(48)で「虐待又は虐待の疑い」に関する情報ありと回答した場合の当該

情報の詳細、安全確認時の児童等の状況（回答欄(49)）＜記述式＞ 

   → 「「虐待又は虐待の疑い」に関する情報あり」と回答した場合に、当該情報

の詳細、安全確認時の状況を記述式で回答してください。 

○ 回答欄(48)で「「虐待又は虐待の疑い」に関する情報あり」と回答した児童に

対する市町村、児童相談所等による支援等の状況 

（回答欄(50)～(72)）＜選択式・複数回答＞ 

 → 「「虐待又は虐待の疑い」に関する情報あり」の児童の安全確認後に市町

村、児童相談所等において行った児童及び家庭への支援、措置等について全

て回答してください。 

「その他」を選択する場合は記述式で回答してください。 

（回答欄(50)～(72)：該当項目に１（複数回答）） 

【問９】 

○ 回答欄(8)で「小学生」又は「中学生」と回答し、回答欄(15)で「イ 目視に

より確認」又は「ウ 信頼性に確信が持てる情報を入手したことにより確認」と

回答した場合の安全確認時における児童の就学の状況（回答欄(73)）＜選択式＞ 

 → 学年が「小学生」又は「中学生」で、「イ 目視により確認」又は「ウ 信

頼性に確信が持てる情報を入手したことにより確認」により安全確認をした把

握対象児童について、安全確認時における児童の就学の状況を回答してくださ

い。 

（回答欄(73)：①小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校、特別支援学校に通学し
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ている 

②小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校、特別支援学校に在籍

しているが、病気等により長期欠席の状態にある 

③学校以外の教育機関（いわゆるインターナショナルスクール等）に通

っている 

④学校以外の教育機関にも通っていない（就学猶予・免除等の状況にあ

る） 

⑤把握できない 

       のうちから選択） 

 

（３）平成30年11月30日までに安全確認ができない児童について回答する調査項目 

   本調査項目は、平成30年11月30日時点の状況を回答してください。 

【問10】 

○ 家族の所在の状況、住所地の住居における居住状況 

（回答欄(74)(75)）＜選択式＞ 

   → 把握対象児童について、住民票上で同居している保護者や兄弟姉妹等の家族

の状況（居住実態の状況）及び訪問調査を行った際の住居の状況（居住して

いる様子があるか等）について回答してください。 

     なお、「住所地の住居における居住状況」において、「居住状況不明」と

は、訪問調査を行ったにもかかわらず、例えばマンションのオートロックで応

答がなかった場合等により住民票上の住居の状況が確認できなかった場合をい

い、「確認未実施」とは、訪問調査を行っていないなど住居の状況の確認自体

を行っていない場合をいいます。 

（回答欄(74)：児童以外全員把握、児童のほか１人以上不明、児童とともに全員不明、同

居家族なし、確認未実施 のうちから選択） 

（回答欄(75)：当該家庭が居住している様子あり、当該家庭が居住している様子なし、居

住状況不明、確認未実施 のうちから選択) 

○ 住所地の住居における児童の居住の可能性（回答欄(76)）＜選択式＞ 

   → 当該児童が居住している様子の有無について回答してください。 

（回答欄(76）：居住している様子あり、居住している様子なし、不明 のうちから選択) 

【問11】 

  ○ 家庭訪問調査の実施回数（回答欄（77））＜選択式＞ 

   → 把握対象児童と判断して以降に行った家庭訪問調査の実施回数を回答してく

ださい。複数の部局で家庭訪問を行った場合は、その合計数を回答してくださ

い。訪問場所は、児童の住所地のほか、児童が所在している可能性がある親族

宅等も含みます。 

（回答欄(77)：未実施、１回、２回、３回、４回、５～９回、10回以上 のうちから選択） 

【問12】 

○ 把握対象児童の所在等を確認するための調査先 
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（回答欄(78)～(102)）＜選択式・複数回答＞ 

→ 把握対象児童について、所在等を確認するために本調査の担当部署等（児童

虐待担当等が要保護児童対策地域協議会の調整機関として調査を行った場合も

含む。）が調査を行った先の部署等について回答してください。 

なお、「警察署」を選択する際は、警察署に情報提供・相談・協力依頼等を

行ったことについて、受け手である当該警察署と認識が共有できている場合に

計上してください（回答に当たっては、相談等を行った各警察署に確認してく

ださい）。 

（回答欄(78)～(102)：該当項目に１（複数回答）） 

【問13】 

○ 「虐待又は虐待の疑い」に関する情報の有無（回答欄(103)）＜選択式＞ 

   → 把握対象児童について、安全確認のための調査等を行う中での「虐待又は虐

待の疑い」に関する情報の有無を回答してください。 

    （回答欄(103)：情報あり＝１、情報なし＝０ のうちから選択） 

（内容例） 

・以前から転居を繰り返す世帯として把握があり、適切に乳幼児健康診査／教育等を

受けさせていない（疑いがある）場合 

・調査の過程において、保護者による身体的虐待に関する情報を把握した場合 

○ 「「虐待又は虐待の疑い」に関する情報あり」と回答した場合の当該情報の詳

細・具体的対応（回答欄(104)）＜記述式＞ 

→ 「「虐待又は虐待の疑い」に関する情報あり」と回答した場合の当該情報の

詳細を、記述式で回答してください。また、「虐待又は虐待の疑い」に関する

情報を入手したことによって行った具体的な対応についても回答してくださ

い。 

【問14】 

○ 要保護児童対策地域協議会へのケース登録状況（回答欄(105)）＜選択式＞ 

→ 把握対象児童について、要保護児童対策地域協議会へのケース登録状況を回

答してください。 

（回答欄(105)：登録済＝１、登録していない＝０ のうちから選択） 

○ 回答欄(105)で「登録していない」と回答した場合に要保護児童対策地域協議

会にケース登録をしない理由 

（回答欄(106)）＜記述式＞ 

→ 「登録していない」と回答した場合は、その理由を記述式で回答してくださ

い。 

【問15】 

○ 児童相談所との情報共有・連携に係る依頼状況（回答欄(107)）＜選択式＞ 

→ 把握対象児童について、児童相談所との情報共有・連携に係る依頼状況を回

答してください。 

本調査項目における情報共有・連携に係る依頼とは、市町村から児童相談所
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に対して、把握対象児童の存在を伝え、 

・児童相談所の情報ネットワーク等から安全確認につながる情報を把握した場

合は、市町村に即時連絡する 

・市町村の行う家庭訪問に同行してもらう 

・児童相談所が把握している情報の提供を受けて、当該児童を把握し、連携し

て調査することとした場合 等 

    広く安全確認の取組について情報共有・協力依頼をすることを指します。 

要保護児童対策地域協議会を通じて、児童相談所を含めた複数の関係機関に

対して情報共有・協力依頼を行った場合も、「依頼済」と回答してください。 

  なお、「依頼済」については、児童相談所においても市町村から当該依頼を

受けた認識があることを確認した上で回答してください。 

（回答欄(107)：依頼済＝１、依頼していない＝０ のうちから選択） 

○ 回答欄(107)で「依頼していない」と回答した場合に児童相談所に依頼しない

理由（回答欄(108)）＜記述式＞ 

→ 「依頼していない」と回答した場合は、その理由を記述式で回答してくださ

い。 

【問16】 

○ 警察との情報共有・連携状況（回答欄(109)）＜選択式＞ 

→ 把握対象児童について、警察との情報共有・連携に係る依頼状況を回答して

ください。 

本調査項目における情報共有・連携に係る依頼とは、市町村から警察に対し

て、把握対象児童の存在を伝え、 

・警察の情報ネットワーク等から安全確認につながる情報を把握した場合は、

市町村に即時連絡する 

・警察において安全確認のために調査を行う 

・警察が把握している情報の提供を受けて、当該児童を把握し、連携して調査

することとした場合 等 

広く安全確認の取組について情報共有・協力依頼をすることを指します。 

要保護児童対策地域協議会を通じて、警察を含めた複数の関係機関に対して

協力依頼等を行った場合も、「依頼済」と回答してください。 

  なお、「依頼済」については、警察においても市町村から当該情報提供等を

受けた認識があることを確認した上で回答してください。 

（回答欄(109)：依頼済＝１、依頼していない＝０） 

  ○ 回答欄(109)で「依頼済」と回答した場合に行方不明者届提出の有無 

（回答欄(110)）＜選択式＞ 

   → 「依頼済」と回答した場合に、把握対象児童に係る行方不明者届提出の有無

を回答してください。 

     ここで、行方不明者届提出については、児童相談所等の関係機関だけでな

く、親族等によるものも含みます。 
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     本調査項目については、警察署や親族等に確認した上で回答してください。 

（回答欄(110)：提出済＝１、提出していない＝０ のうちから選択） 

○  回答欄(109)で「依頼していない」と回答した場合に警察に依頼しない理由 

（回答欄(111)）＜記述式＞ 

→ 「依頼していない」と回答した場合は、その理由を記述式で回答してくださ

い。 

【問17】 

○ 東京入国管理局への出入（帰）国記録の照会（回答欄(112)）＜選択式＞ 

→ 把握対象児童について、平成30年11月30日までに東京入国管理局へ出入

（帰）国記録の照会を行ったかどうかを回答してください。 

（回答欄(112)：照会を実施＝１、照会を未実施＝０ のうちから選択） 

 ○ 海外出国・居住の可能性に関する情報の有無（回答欄(113)）＜選択式＞ 

→ 把握対象児童について、安全確認のための調査等を行う中での、海外出国や

海外居住の可能性に関する情報の有無について回答してください。 

（回答欄(113)：情報あり＝１、情報なし＝０ のうちから選択） 

○ 回答欄(113)で「情報あり」と回答した場合に海外出国・居住の可能性に関す

る情報の内容（回答欄(114)）＜記述式＞     

→ 「情報あり」と回答した場合は、当該情報の内容を記述式で回答してくださ

い。 

【問18】 

  ○ ＤＶで他市町村に避難している可能性に関する情報の有無 

（回答欄(115)）＜選択式＞ 

→ 把握対象児童について、安全確認のための調査等を行う中での、保護者間の

ＤＶで他市町村に避難している可能性に関する情報の有無について回答してく

ださい。 

（回答欄(115)：情報あり＝１、情報なし＝０ のうちから選択 

○ 回答欄(115)で「情報あり」と回答した場合にＤＶで他市町村に避難している

可能性に関する情報の内容（回答欄(116)）＜記述式＞ 

→ 「情報あり」と回答した場合は、当該情報の内容を記述式で回答してくださ

い。 

【問19】 

○ 所在等を確認する上で生じている個々の問題点（回答欄(119)）＜記述式＞ 

→ 把握対象児童の所在等を確認する上で生じている個々の問題点等について、

具体的に記述式で回答してください。 
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別添２ 

回答上の留意事項 

【調査票２】 

 

１ 回答対象 

調査票２では、市町村ごとに次の①から⑥に掲げる児童数を回答してください。 

① 把握対象児童の数【問２】 

② 把握対象児童のうち、平成 30 年６月１日から 11 月 30 日までの間に安全確認

ができた児童の数【問２】 

③ 平成30年６月１日時点で居住実態が把握できない児童（平成29年度調査結果）

に該当する児童の数及び当該児童のうち、平成 30 年６月１日から 11 月 30 日ま

での間に安全確認ができた児童の数【問３】 

④ 上記③のうち、平成 28 年度調査から居住実態が把握できない児童に該当する

児童の数及び当該児童のうち、平成 30 年６月１日から 11 月 30 日までの間に安

全確認ができた児童の数【問４】 

⑤ 上記③のうち、平成 27 年度調査から居住実態が把握できない児童に該当する

児童の数及び当該児童のうち、平成 30 年６月１日から 11 月 30 日までの間に安

全確認ができた児童の数【問５】 

⑥ 上記③のうち、平成 26 年度調査から居住実態が把握できない児童に該当する

児童の数及び当該児童のうち、平成 30 年６月１日から 11 月 30 日までの間に安

全確認ができた児童の数【問６】 

  

２ 調査項目及び留意事項 

【問１】 

○ 住所地都道府県名、住所地市町村名（回答欄（１）（２）） 

   → 都道府県名及び都道府県内の全ての市町村名を回答してください（指定都市

及び中核市を除く。指定都市及び中核市の場合は当該市名を回答してくださ

い。）。 

     市町村内に把握対象児童が存在しない場合も、市町村名のみ記載してくださ

い。 

【問２】 

 ○ 把握対象児童の数（平成30年６月１日時点）（回答欄（３）） 

   → 各市町村の把握対象児童数を回答してください。 

  ○ 回答欄（３）の児童うち、平成30年６月１日から11月30日までの間に安全確認

ができた児童の数（回答欄（４）） 

   → 各市町村の把握対象児童のうち、平成30年６月１日から11月30日までの間に

安全確認ができた児童数を回答してください。 

【問３】 
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○ 平成30年６月１日時点で居住実態が把握できない児童（平成29年度調査結果）

に該当する児童数（回答欄（５）） 

 → 平成30年６月１日時点で居住実態が把握できない児童（平成29年度調査結

果）について、市町村ごとに当該児童の数を回答してください。 

○ 回答欄（５）の児童のうち、平成30年６月１日から11月30日までの間に安全確

認ができた児童の数（回答欄（６）） 

 【問４】 

  ○ 平成28年度調査から居住実態が把握できない児童に該当する児童数 

（回答欄（７）） 

 → 回答欄（５）の児童のうち、平成28年度調査から居住実態が把握できない児

童について、市町村ごとに当該児童の数を回答してください。 

○ 回答欄（７）の児童のうち、平成30年６月１日から11月30日までの間に安全確

認ができた児童の数（回答欄（８）） 

【問５】 

  ○ 平成27年度調査から居住実態が把握できない児童に該当する児童数 

（回答欄（９）） 

 → 回答欄（５）の児童のうち、平成27年度調査から居住実態が把握できない児

童について、市町村ごとに児童の数を回答してください。 

○ 回答欄（９）の児童のうち、平成30年６月１日から11月30日までの間に安全確

認ができた児童の数（回答欄（10）） 

【問６】 

○ 平成26年度調査から居住実態が把握できない児童６人に該当する児童数 

（回答欄（11）） 

 → 回答欄（５）の児童のうち、平成26年度調査から居住実態が把握できない児

童について、市町村ごとに児童の数を回答してください。 

○ 回答欄（11）の児童のうち、平成30年６月１日から11月30日までの間に安全確

認ができた児童の数（回答欄（12）） 
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問４ 問５

母子保健担
当（保健セ
ンターを含

む。）

児童家庭相
談担当（福
祉事務所の
家庭児童相
談室を含

む。）

保育の実施
事務担当

児童手当、
児童扶養手
当等担当

生活保護担
当

市設置の
児童相談所

教育
委員会

(0) (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16) (17) (18) (19) (20) (21) (22) (23) (24)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

住所地
都道府県名

把握対象児童
の存在を把握す
る端緒となった

主な事由

問６

自市町村の関係部署等

平成29 年
度調査で

「居住実態
が把握でき
ない児童」と
して報告し
ていた児童

平成28年度
調査で「居
住実態が把
握できない
児童」として
報告してい

た児童

平成27年度
調査で「居
住実態が把
握できない
児童」として
報告してい

た児童

平成26年度
調査で「居
住実態が把
握できない
児童」として
報告してい

た児童

問２問１ 問３

【調査票１】

調査対象児童№ 性別
学年

（平成30年６
月１日時点）

年齢
（平成30年６
月１日時点）

住民票上の
住所地での
居住の有無

居所
市町村名

居所
都道府県名

平成30 年6
月1日から
11月30 日
までの間に
所在等が確
認できた児

童

安全確認が
できた方法

情報の信頼
性に確信が
持てると判
断した根拠

全把握対象児童について必須回答の調査項目

住所地
市町村名

安全確認が
できた際の
情報共有の

範囲

1
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戸籍・住民
基本台帳担

当
部署

市町村民税
担当

水道局

その他
（「その他」
を選択した
場合は、具
体的に記

載）

都道府県庁
の関係部署

都道府県設
置の児童相

談所

都道府県設
置の福祉事

務所

他の
市町村

その他
（「その他」
を選択した
場合は、具
体的に記

載）

都道府県庁
の関係部署
（自都道府
県以外）

児童相談所 福祉事務所
他の

市町村

その他
（「その他」
を選択した
場合は、具
体的に記

載）

親族・友人・
近隣住民等

保育所
幼稚園・学

校
医療機関 勤務先

共同住宅の
管理人等

警察署

その他
（「その他」
を選択した
場合は、具
体的に記

載）

安全確認時
等における
虐待又は虐
待の疑いに
関する情報

の有無

虐待又は虐
待に関する

情報の詳細・
児童の状況

(25) (26) (27) (28) (29) (30) (31) (32) (33) (34) (35) (36) (37) (38) (39) (40) (41) (42) (43) (44) (45) (46) (47) (48) (49)

問７

安全確認につながる情報が得られた調査先（複数回答可）

自都道府県内の関係機関等 自都道府県外の関係機関等 その他

安全確認が
できた年月

日

平成30年６月１日～11月30日までの間に所在等が確認できた児童について回答する調査項目

2
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助言指導 継続指導 児童相談所送致 就学・就園支援
要保護児童対策
地域協議会にお
けるケース管理

子育て短期支援
事業

養育支援訪問事
業

乳児家庭全戸訪
問事業

ファミリーサポー
トセンター事業

一時預かり事業
地域子育て支援

拠点事業

市区町村子ども
家庭総合支援拠

点事業

子育て世代包括
支援センター事

業
産後ケア事業

産前・産後サ
ポート事業

その他
助言指導

（措置によらない
指導）

継続指導
（措置によらない

指導）

児童福祉司等指
導

（措置による指
導）

施設入所措置 里親等委託

(50) (51) (52) (53) (54) (55) (56) (57) (58) (59) (60) (61) (62) (63) (64) (65) (66) (67) (68) (69) (70)

問８

「「虐待又は虐待の疑い」に関する情報あり」と回答した場合のその後の支援等の状況

市町村による支援・活用した事業 児童相談所による支援・措置

3
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問９ 問11

一時保護
（委託含む）

その他

母子保健担
当（保健セ
ンターを含

む。）

児童家庭相
談担当（福
祉事務所の
家庭児童相
談室を含

む。）

保育の
実施事務

担当

児童手当、
児童扶養手
当等担当

生活保護
担当

市設置の
児童相談所

教育
委員会

戸籍・住民
基本台帳担

当部署

市町村民税
担当

水道局
都道府県庁
の関係部署

都道府県
設置の

児童相談所

都道府県
設置の

福祉事務所
他の市町村

都道府県庁
の関係部署
（自都道府
県以外）

児童相談所 福祉事務所

(71) (72) (73) (74) (75) (76) (77) (78) (79) (80) (81) (82) (83) (84) (85) (86) (87) (88) (89) (90) (91) (92) (93) (94)

自市町村の関係部署等

平成30年11月30日時点で安全確認ができない児童について回答する調査項目

把握対象児童の所在等を確認するための調査先（複数回答）

自都道府県内の関係機関等

問10 問12

住所地の住
居における
児童の居住
の可能性

住所地の住
居における
居住状況

把握対象児
童のと判断し
て以降の家
庭訪問調査
の実施回数

自都道府県外の関係機関等

家族の所在
の状況

安全確認時の
就学の状況

4
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問19

他の市町村
親族・友人・
近隣住民等

保育所
幼稚園・学

校
医療機関 勤務先

共同住宅の
管理人等

警察署

(95) (96) (97) (98) (99) (100) (101) (102) (103) (104) (105) (106) (107) (108) (109) (110) (111) (112) (113) (114) (115) (116) (117)

その他

問18

東京入国管
理局への出
入（帰）国記
録の照会

問14 問15 問16 問17

児童相談所
との情報共
有・連携に
係る依頼状

況

平成30年11月30日時点で安全確認ができない児童について回答する調査項目

警察所との
情報共有・
連携状況

児童相談所
に依頼しな

い理由

要保護児童
対策地域協
議会にケー
ス登録しな

い
理由

要保護児童
対策地域協
議会への

ケース登録
状況

所在等を確
認する上で
生じている

個々の
問題点

DVで他市町
村に避難し
ている可能
性に関する
情報の内容

DVで他市町
村に避難し
ている可能
性に関する
情報の有無

海外出国・
居住の可能
性に関する
情報の内容

海外出国・
居住の可能
性に関する
情報の有無

警察所との
情報共有・
連携しない

理由

行方不明者
届提出の有

無

問13

虐待又は虐
待の疑いに
関する情報

の有無

虐待又は虐
待の疑いに
関する情報
の詳細・具
体的対応

自都道府県外の関係機関等

5
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（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7） （8） （9） （10） （11） （12）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

問６

（５）のうち、
平成26年度

調査から居住
実態が把握で
きない児童数

(11)のうち、所
在等の確認

ができた児童
数

問３ 問４ 問５

平成30年６月
１日時点で居
住実態が把
握できない

児童数

(5)のうち、所
在等の確認

ができた児童
数

（５）のうち、
平成28年度

調査から居住
実態が把握で
きない児童数

(７)のうち、所
在等の確認

ができた児童
数

（５）のうち、
平成27年度

調査から居住
実態が把握で
きない児童数

(９)のうち、所
在等の確認

ができた児童
数

住所地
都道府県名

住所地
市町村名

把握対象
児童数

（平成30 年６月１
日

時点）

（3）のうち安
全確認ができ

た
児童数

【調査票２】
問１ 問２
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子 発 0 7 2 0 第 ４ 号 

平成 30 年７月 20 日 

 

  都 道 府 県 知 事 

各 指 定 都 市 市 長  殿 

  児童相談所設置市市長 

厚生労働省子ども家庭局長 

( 公 印 省 略 ) 

 

 

児童相談所等における専門性強化の取組促進について 

 

 

 児童福祉行政の推進については、平素よりご尽力いただき厚く御礼申し上げ

る。 

児童相談所への児童虐待相談対応件数は平成 28 年度には 12 万件を超えてお

り、５年前と比べて倍増しているほか、子どもの心理、健康・発達や、法律に

関する専門的知識・技術等を要する複雑・困難なケースも増加している。また、

児童虐待により年間約 80 人もの子どもの命が失われている。 

児童虐待については、「「児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議」の開催

について」（平成 30 年６月 15 日付け子発 0615 第１号厚生労働省子ども家庭局

長通知）でお示ししたように、平成 30 年６月 15 日の「児童虐待防止対策に関

する関係閣僚会議」において、子どもの命を守ることを何より第一に据え、全

ての行政機関が、あらゆる手段を尽くすよう、緊急に対策を講じることとされ

たことを受けて、本日、「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」（平

成 30 年７月 20 日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定。以下「緊急総

合対策」という。）が取りまとめられた。 

児童虐待対策を進めていくためには、児童虐待に対応する専門機関である児

童相談所の体制、専門性の更なる強化が求められている。 

このため、児童相談所の体制、専門性の強化に向けた取組が促進されるよう、

下記のとおり、児童相談所における職員の専門性確保の重要性、義務化された

研修の着実な実施、民間等で実施されている全国研修の活用、研修実施等の際

に活用可能な予算制度等について整理したので通知する。 

貴職におかれては､内容について御了知いただき、児童相談所をはじめ管内の

市町村のほか地域において児童虐待対応に携わる関係機関にも周知を図るとと

もに、児童相談所の体制、専門性の強化に向けて、一層の取組をお願いする。 
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記 

 

 

１ 児童相談所における職員の専門性確保の重要性 

児童相談所は、受け付けた虐待通告等に基づく調査・診断・判定・見立て、

一時保護などによる緊急介入を行うための危機状態及び緊急度の判断、親子

分離の必要性の判断、個々の子どもの状況に応じた適切かつ具体的な援助指

針（援助方針）の策定、市町村を始めとする関係機関との連携、必要となる

法的対応への適切な対応など、極めて高度な専門的知識と技術を必要とする

業務を担っている。 

虐待を受けた子ども等の安全を確保するとともに、子どもの最善の利益を

考慮した支援が展開されるためには、こうした児童相談所の業務が適切に遂

行される必要があり、そのためには、児童相談所の専門性の確保、向上を図

ることが不可欠である。 

こうした状況に対応するため、 

・児童相談所の体制強化を図るため、平成 28 年に決定した「児童相談所強

化プラン」に基づき、平成 31 年度までの目標を設定し、児童福祉司等の

専門職の増員を図るとともに、 

・平成 29 年 4 月から児童福祉司等の研修受講を義務化し、研修カリキュラ

ム等を策定・周知するなどにより、児童相談所職員の専門性の向上 

を図ってきたところである。増加し続ける児童虐待への対応をさらに強化す

るため、当該プランを前倒しして見直すとともに、新たに市町村の体制強化

を盛り込んだ、「児童虐待防止対策体制総合強化プラン」（新プラン）を年内

に策定することとしているが、引き続き、積極的な取組を進めていただくと

ともに、義務化された研修の着実な実施をお願いする。 

このほか、児童相談所のさらなる専門性の確保・向上を図るためには、 

・福祉系の大学や専門学校等の就職担当者と連携を図り業務紹介の機会を

設けるなど、早い段階からの学生への働きかけ 

・専門職団体等への働きかけによる人材掘り起こし 

・人事当局への積極的な働きかけによる専門職採用の推進 

・将来的に指導・教育的立場に立つ職員（スーパーバイザー）の計画的な

育成 

・個々の児童福祉司等が必要な専門性を確保できるよう人事異動サイクル

の見直し 

などにより、職員個人の専門性を確保することにとどまらず、組織としての

経験が蓄積され、引き継がれていくことが重要であることから、こうしたこ

とに留意し、計画的な人材確保・育成策を講じるようお願いする。 
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２ 受講が義務化された研修の着実な実施等について 

  平成 28 年５月 27 日に成立した「児童福祉法等の一部を改正する法律」（平

成 28 年法律第 63 号。以下「平成 28 年改正児童福祉法」という。）では、児

童相談所及び市町村（指定都市、児童相談所設置市を除き、特別区を含む。

以下同じ。）の専門性強化を図る観点から、児童福祉司等について、厚生労働

大臣が定める基準に適合する研修等の受講が義務付けられたところである。 

具体的には、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号。以下「法」という。）

第 13 条第３項第５号、同条第８項及び第 25 条第８項並びに児童福祉法施行

規則（昭和 23 年厚生省令第 11 号。以下「規則」という。）第６条第 11 号及

び第 12 号において、以下の（１）から（４）までに定める研修等の受講が義

務付けられた。 

（１）社会福祉主事から児童福祉司に任用される者については、厚生労働大

臣が定める講習会の課程の修了（法第 13 条第３項第５号、規則第６条第

11 号、同条第 12 号、平成 29 年厚生労働省告示第 130 号、同第 134 号） 

（２）児童福祉司については、厚生労働大臣が定める基準に適合する研修の

受講（法第 13 条第８項、平成 29 年厚生労働省告示第 131 号） 

（３）法第13条第５項に規定する指導及び教育を行う児童福祉司については、

厚生労働大臣が定める基準に適合する研修の受講（法第 13 条第８項、平

成 29 年厚生労働省告示第 131 号） 

（４）法第 25 条の２第６項及び第７項に規定する要保護児童対策調整機関に

置かれた調整担当者については、厚生労働大臣が定める基準に適合する

研修の受講（法第 25 条の２第８項、平成 29 年厚生労働省告示第 132 号） 

これらの研修の実施に当たっては、「児童福祉司等及び要保護児童対策調整

機関の調整担当者の研修等について」（平成 29 年３月 31 日付け雇児発 0331

第 16 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）を参照いただくとともに、

平成 29 年度子ども・子育て支援推進調査研究事業「児童福祉司等の義務研修

テキスト作成に関する調査研究」において作成した、研修の質の標準化を図

るためのテキスト案（※）を活用いただき、管内児童相談所の児童福祉司等

や要保護児童対策調整機関の調整担当者が適切に研修を受講できるよう、引

き続き、研修の実施をお願いする。 

※日本社会事業大学 HP 参照 

（URL：http://www.jcsw.ac.jp/research/kenkyujigyo/2018-0416-1605-29.html） 

また、このほか、毎年、子どもの虹情報研修センターや国立武蔵野学院等

で実施されている全国研修を積極的に活用いただくことにより、義務研修等

の講師、児童心理司、一時保護所職員、市区町村や母子保健分野における児

童虐待対応職員等の養成を図られたい。 
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３ 活用可能な予算制度 

法に規定された研修等の実施により、児童虐待に携わる職員の資質を向上

し、児童虐待の早期対応・早期発見、対応職員の専門性の強化を図る上で、

現在、活用可能な予算制度を以下に示す。 

事業の詳細な内容については、「児童虐待防止対策支援事業の実施について」

（平成 17 年５月２日付け雇児発第 0502001 号厚生労働省雇用均等・児童家庭

局長通知）を参照いただきたい。 

なお、平成 30 年度予算を前提としたものであり、厚生労働省としては、2019

年度以降の予算において、安定的な財源の確保に向けて、引き続き最大限努

力していくこととしている。 

 

（１）義務研修 

  ① 児童福祉司任用前講習会等 

ア 児童福祉司任用前講習会 

○ 都道府県、指定都市、児童相談所設置市（以下「都道府県等」と

いう。）は、法第 13 条第３項第５号又は児童福祉法施行規則第６条

第 11 号若しくは同条第 12 号に規定する者のうち、児童福祉司に任

用予定の者を対象として、法第 13 条第３項第５号に規定する厚生労

働大臣が定める講習会を実施する。 

○ なお、児童相談所職員又は市町村職員等の専門性の向上を図るた

め、対象以外の者が受講することも可能。特に、児童福祉司任用前

講習会は、児童福祉司としての業務の遂行に当たり必要な知識に関

する内容が多く含まれているため、新たに児童相談所に配置される

者についても、積極的に受講することが望ましい。 

○ 実施に当たっては、市町村に対し研修開催の周知を行うなどによ

り、要保護児童対策調整機関（以下「調整機関」という。）職員の受

講の促進を図り、児童福祉司と同様の資格を有する者が調整機関に

配置されるよう支援すること。 

【補助単価】 

１都道府県等当たり 3,063,000 円 

 

イ 厚生労働大臣が定める講習会 

○ 都道府県等は、保健師、保育士等を対象として、児童福祉法施行

規則第６条第６号から第 10 号まで及び同条第 13 号に規定する厚生

労働大臣が定める講習会（以下「指定講習会」という。）を実施する。 

○ 市町村の職員も受講可能であることから、指定講習会の内容には、

市町村の要保護児童対策地域協議会の運営等を含めた市町村子ども
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家庭支援に関する内容を含めるよう努めること。 

○ 実施に当たっては、市町村に対し研修開催の周知を行うなどによ

り、調整機関職員の受講の促進を図り、児童福祉司と同様の資格を

有する者が調整機関に配置されるよう支援すること。 

【補助単価】 

１都道府県等当たり 695,000 円  

 

  ② 児童福祉司任用後研修 

○ 都道府県等は、児童福祉司を対象として、法第 13 条第８項に規定

する厚生労働大臣が定める基準に適合する研修を実施する。 

○ 児童相談所職員又は市町村職員等の専門性の向上を図るため、対

象以外の者が受講することも可能であること。 

【補助単価】 

１都道府県等当たり 3,063,000 円  

 

③ 児童福祉司スーパーバイザー研修 

○ 都道府県等は、児童福祉司スーパーバイザー（法第 13 条第５項に

規定する指導及び教育を行う児童福祉司）を対象として、法第 13 条

第８項に規定する厚生労働大臣が定める基準に適合する研修を実施

する。 

○ 児童相談所職員の専門性の向上を図るため、対象以外の者が受講

することも可能であること。 

【補助単価】 

自主開催する場合 ：１都道府県等当たり 2,046,000 円 

研修を委託する場合：１都道府県等当たり  330,000 円 

 

④ 要保護児童対策調整機関調整担当者研修 

○ 都道府県等は、調整機関に配置される調整担当者を対象として、法

第25条の２第８項に規定する厚生労働大臣が定める基準に適合する研

修を実施する。 

○ 児童相談所職員又は市町村職員等の専門性の向上を図るため、対象

以外の者が受講することも可能であること。 

【補助単価】 

１都道府県等当たり 2,959,000 円 

 

⑤ 児童相談所長研修 

○ 都道府県等は、児童相談所長を対象として、法第 12 条の３第３項に
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規定する厚生労働大臣が定める基準に適合する研修を実施する。 

【補助単価】 

自主開催する場合 ：１都道府県等当たり 2,046,000 円 

研修を委託する場合：１都道府県等当たり  213,000 円 

 

（２）義務研修以外の研修等 

  ① 医療機関従事者研修 

〇 都道府県等、中核市及び特別区は、児童虐待の早期発見・早期対応

を図るため、地域の医療機関の医師、歯科医師、看護師、医療ソーシ

ャルワーカー等を対象として児童虐待に関する研修を実施し、医療機

関で児童虐待を発見しやすい体制を整えるとともに、地域の児童虐待

対応力の向上を図る。 

〇 総合病院に限らず診療所や歯科診療所等に対しても研修を実施する

とともに、研修を実施する際は、小児科に限らず、精神科等幅広い診

療科の医師等を対象とする。 

【補助単価】 

１都道府県等、中核市及び特別区当たり 550,000 円 

 

  ② 虐待対応関係機関専門性強化事業 

ア 協力体制整備 

    ○ 都道府県等は、地域で活動する主任児童委員、保育所職員、児童

養護施設職員、ケースワーカー、家庭相談員等（以下「主任児童委

員等」という。）の子どもの保護・育成に熱意のある者を対象として、

児童虐待等に関する専門研修を実施し、地域での児童虐待等の発見、

通告の促進、調査及び在宅指導等を行う児童相談所及び市町村への

協力体制の整備を促進する。 

○ 都道府県等又は市町村は、主任児童委員等が児童虐待に関する各

種研修等へ参加することを促進する。 

    ○ 児童相談所長は、管轄地域ごとに研修修了者を地域協力員として

登録し、児童虐待等の通告、相談、援助を円滑に進めるためのネッ

トワークを整備する。 

【補助単価】 

研修を実施した場合 

：１都道府県等当たり      306,000 円 

研修等への参加を促進した場合 

：１都道府県等及び市町村当たり 306,000 円 
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イ 専門家の養成等 

○ 都道府県等は、地域における児童虐待の予防や早期発見・早期対

応において重要な役割を担っている医師、保健師、社会福祉士等の

ソーシャルワーカー等の専門家の養成など実践的な研修を実施する

とともに、専門的対応マニュアル・ガイドラインを作成し、関係機

関に配布するなどの活用を図る。 

○ 専門家養成のための実践的な研修は、原則として年２回以上実施

する。 

【補助単価】 

１都道府県等当たり 221,000 円 

 

ウ 未成年後見制度研修 

〇 未成年後見人の対象となる法人等を対象として、未成年後見制度

等の研修を実施する。 

【補助単価】 

１都道府県等当たり 195,000 円 

 

  ③ 児童相談所及び市町村職員専門性強化事業 

〇 都道府県等又は市町村は、（１）に掲げる研修等のほか、児童虐待に

関する専門性を更に強化するため、児童福祉司、児童心理司、市町村

子ども家庭支援担当職員等を対象として、新任時研修や現任研修等を

企画し、実施する。 

〇 都道府県等又は市町村は、児童虐待に関する専門性を強化するため

の各種研修等（（１）に掲げる研修を含む。）への参加を促進する。 

【補助単価】 

研修を企画し、実施する場合 

：１都道府県等及び市町村当たり 891,000 円 

研修等への参加を促進する場合 

：１都道府県等及び市町村当たり 196,000 円 

 

  ④ 研修専任コーディネーターの配置 

〇 研修等を円滑に実施する体制を整備するため、都道府県等は、児童

福祉司任用前講習会、児童福祉司任用後研修及び調整担当者研修等を

実施する研修専任コーディネーターを配置する。 

〇 研修専任コーディネーターは、研修等の講師の依頼、場所の確保、

日程調整、修了証の作成、受講者名簿の作成及び管理等、研修等を実

施するための事務全般を行う。 
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【補助単価】 

１都道府県等当たり 4,475,000 円 

 

４ その他 

このほか、「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」にあるとおり、

児童相談所における専門性強化の取組を促進するため、以下の対策を講じる

こととしている。 

  ・平成 28 年改正児童福祉法により児童福祉司に新たに受講が義務付けられ

た都道府県における研修について、実施状況を検証する。 

・児童相談所の職員の専門性向上のため、地域の関係機関、有識者等も含

めたケース検討や、死亡事例検証結果等を活用したより実践的な研修に

ついて、ブロック単位で実施するなどきめ細かい手法で実施する。 

・地域で死亡事例等検証に携わる者についても、こうした研修も活用し、

必要な研修を行う。 

  ・児童心理司の任用資格に公認心理師が該当することを明確化する。あわ

せて、配置基準を法令上に位置付けることを検討する。 

・専門職団体等への働きかけなど、自治体における人材確保策を支援する。 
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子 発 0 7 2 0 第 ５ 号 

平成 30 年７月 20 日 

 

 

別記の団体の長宛て 

 

厚生労働省子ども家庭局長 

( 公 印 省 略 ) 

 

 

 

児童相談所における専門人材の確保等について（協力依頼） 

 

 

 児童福祉行政の推進については、平素より格別のご理解、ご協力を賜り、厚

く御礼申し上げます。 

児童相談所への児童虐待相談対応件数は平成 28 年度には 12 万件を超えてお

り、５年前と比べて倍増しているほか、子どもの心理、健康・発達や、法律に

関する専門的知識・技術等を要する複雑・困難なケースも増加しています。ま

た、児童虐待により年間約 80 人もの子どもの命が失われています。 

児童虐待に対応する専門機関である児童相談所は、受け付けた虐待通告等に

基づく調査・診断・判定・見立て、一時保護などによる緊急介入を行うための

危機状態及び緊急度の判断、親子分離の必要性の判断、個々の子どもの状況に

応じた適切かつ具体的な援助指針（援助方針）の策定、市町村を始めとする関

係機関との連携、必要となる法的対応への適切な対応など、極めて高度な専門

的知識と技術を必要とする業務を担っています。 

このような現状のもと、虐待を受けた子ども等の安全を確保するとともに、

子どもの最善の利益を考慮した支援が展開されるためには、こうした児童相談

所の業務が適切に遂行されるよう、児童相談所の専門性の確保・向上を図るこ

とが必要となっております。 

このため、これまで、 

・ 児童相談所の体制強化を図るため、平成 28 年に決定した「児童相談所強化

プラン」に基づき、平成 31 年度までの目標を設定し、児童福祉司等の専門職

の増員を図るとともに、 

・ 平成 29 年４月から児童福祉司等の研修の受講を義務化し、研修カリキュラ

ム等を策定・周知するなどにより、児童相談所職員の専門性の向上 
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を図ってきたところです。また、増加し続ける児童虐待への対応をさらに強化

するため、「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」（平成 30 年７月 20

日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定）において、当該プランを前倒

しして見直すとともに、新たに市町村の体制強化を盛り込んだ、「児童虐待防止

対策体制総合強化プラン」（新プラン）を年内に策定することとしています。 

引き続き、各都道府県知事、指定都市市長及び児童相談所設置市市長（以下

「都道府県知事等」といいます。）に対してこれらに対する積極的な取組をお願

いしているところですが、これを進めていくに当たっては、児童相談所におけ

る専門人材の確保が不可欠となっております。 

現在、児童相談所の児童福祉司については、 

・ 社会福祉士 

・ 精神保健福祉士 

 ・ 医師 

 ・ 保健師・保育士等の一定の資格を有し、講習終了などの要件を満たした

者 

等がその任用資格として法令上定められています。（別添１参照） 

また、児童心理司については、今般、「児童相談所運営指針の改正について」

（平成 30 年７月 20 日付け子発第 0720 第３号）により、平成 27 年９月に議員

立法により成立し、平成 29 年９月に施行された公認心理師法（平成 27 年法律

第 68 号）に基づく公認心理師が、その任用資格を有する者として該当すること

を明確化したところです。（別添２参照） 

つきましては、貴職におかれましては、児童相談所の児童虐待対応の強化の

ため、貴会会員への周知など、児童相談所の専門人材の確保への特段の御協力、

御支援を賜るようお願いいたします。 

また、貴会における児童虐待分野に関する研修などによる知識の向上にかか

る取組の推進や、障害分野・高齢者分野などに携わる貴会会員におかれても、

特に、複合的な課題がある家庭において、子どもが関連する場合には、市町村

や児童相談所などと速やかに連携いただくなど児童虐待対応の推進に引き続き

御配意をいただきますようお願いいたします。 

 なお、本件に関連し、別紙のとおり各都道府県知事等に対し通知しておりま

すので申し添えます。 
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（別記団体） 

公益社団法人日本医師会 

公益社団法人日本看護協会 

公益社団法人日本社会福祉士会 

公益社団法人全国私立保育園連盟  

公益社団法人日本医療社会福祉協会  

公益社団法人日本精神保健福祉士協会  

公益財団法人日本臨床心理士資格認定協会 

社会福祉法人日本保育協会        

社会福祉法人全国社会福祉協議会全国保育協議会 

一般社団法人日本心理学諸学会連合 

一般社団法人日本ソーシャルワーク教育学校連盟 

特定非営利活動法人日本ソーシャルワーカー協会 

公認心理師養成機関連盟 

日本臨床心理士養成大学院協議会 

臨床心理職国家資格推進連絡協議会 

医療心理師国家資格制度推進協議会 
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児童福祉法
第１３条第３項

内容

１号
都道府県知事の指定する児童福祉司若しくは児童福祉施設の職員を養成する学校その他の施設を卒業し、又は都道府県知事の指定する講習会の課程を
修了した者

２号
学校教育法に基づく大学又は旧大学令に基づく大学において、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業
した者であって、厚生労働省令で定める施設において１年以上児童その他の者の福祉に関する相談に応じ、助言、指導その他の援助を行う業務に従事
したもの

３号 医師

４号 社会福祉士

５号 社会福祉主事として、２年以上児童福祉事業に従事した者であって、厚生労働大臣が定める講習会の課程を修了したもの

６号 前各号に掲げる者と同等以上の能力を有すると認められる者であって、厚生労働省令で定めるもの

児童福祉司の各任用区分について

➀児童福祉司の各任用区分

➁児童福祉司の各任用区分（児童福祉法第１３条第３項第６号に該当する者の区分）

児童福祉法
施行規則第６条

内容

１号
学校教育法による大学において、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科又はこれらに相当する課程において優秀な成績で単位を修得したことにより、同法第百

二条第二項の規定により大学院への入学を認められた者であつて、指定施設において一年以上児童その他の者の福祉に関する相談に応じ、助言、指導その他の援助を行う
業務（以下この条において「相談援助業務」という。）に従事したもの

２号
学校教育法による大学院において、心理学、教育学若しくは社会学を専攻する研究科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者であつて、指定施設において一年以

上相談援助業務に従事したもの

３号
外国の大学において、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者であつて、指定施設において一年以上相談援助業務

に従事したもの

４号 社会福祉士となる資格を有する者（法第十三条第三項第三号の二に規定する者を除く。）

５号 精神保健福祉士となる資格を有する者

６号
保健師であつて、指定施設において一年以上相談援助業務に従事したものであり、かつ、厚生労働大臣が定める講習会（以下この条において「指定講習会」という。）

の課程を修了したもの

７号 助産師であつて、指定施設において一年以上相談援助業務に従事したものであり、かつ、指定講習会の課程を修了したもの

８号 看護師であつて、指定施設において二年以上相談援助業務に従事したものであり、かつ、指定講習会の課程を修了したもの

９号 保育士（特区法第十二条の四第五項に規定する事業実施区域内にある児童相談所にあつては、保育士又は当該事業実施区域に係る国家戦略特別区域限定保育士）であつ
て、指定施設において二年以上相談援助業務に従事したものであり、かつ、指定講習会の課程を修了したもの

１０号 教育職員免許法（昭和二十四年法律第百四十七号）に規定する普通免許状を有する者であつて、指定施設において一年以上（同法 に規定する二種免許状を有する者に
あつては二年以上）相談援助業務に従事したものであり、かつ、指定講習会の課程を修了したもの

１１号 社会福祉主事たる資格を得た後の次に掲げる期間の合計が二年以上である者
イ 社会福祉主事として児童福祉事業に従事した期間 ロ 児童相談所の所員として勤務した期間

１２号 社会福祉主事たる資格を得た後三年以上児童福祉事業に従事した者（前号に規定する者を除く。）

１３号
児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和二十三年厚生省令第六十三号）第二十一条第六項に規定する児童指導員であつて、指定施設において二年以上相談援助

業務に従事したものであり、かつ、指定講習会の課程を修了したもの

別添１
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児童福祉法第１２
条の３第６項

内容

１号
心理に関する専門的な知識及び技術を必要とする指導 第二項第一号に該当する者若しくはこれに

準ずる資格を有する者又は同項第二号に該当する者若しくはこれに準ずる資格を有する者

児童心理司の各任用区分について

➀児童心理司の各任用区分

児童相談所
運営指針

内容

公認心理師法（平成27年法律第68号）に規定する公認心理師となる資格を有する者

学校教育法（昭和22年法律第26号）による大学において、心理学を専修する学科又はこれに相当する課程
において優秀な成績で単位を修得したことにより、同法第102条第２項の規定により大学院への入学を認めら
れた者

学校教育法による大学院において、心理学を専攻する研究科又はこれに相当する課程を修めて卒業した者

外国の大学において、心理学を専修する学科又はこれに相当する課程を修めて卒業した者

②児童心理司の各任用区分（児童福祉法第１２条の３第６項第１号に規定する「準ずる資格を有する者」の例）

別添２
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子発 0720 第３号 

平成 30 年７月 20 日 

  都 道 府 県 知 事 

各 指 定 都 市 市 長 殿  

児童相談所設置市市長 

 

厚生労働省子ども家庭局長  

(公 印 省 略)    

 

 

児童相談所運営指針の改正について 

 

 

児童相談所の運営及び活動については、児童福祉法、児童福祉法施行令及び

児童福祉法施行規則に定めるほか、基本的な業務の在り方等については、従前

より「児童相談所運営指針について」（平成２年３月５日付け児発第 133 号厚生

省児童家庭局長通知）において具体的に示しているところである。  

また、児童虐待については、「「児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議」の

開催について」（平成 30 年６月 15 日付け子発 0615 第１号厚生労働省子ども家

庭局長通知）でお示ししたように、平成 30 年６月 15 日の「児童虐待防止対策

に関する関係閣僚会議」において、子どもの命を守ることを何より第一に据え、

全ての行政機関が、あらゆる手段を尽くすよう、緊急に対策を講じることとさ

れたことを受けて、本日、「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」（平

成 30 年７月 20 日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定。以下「緊急総

合対策」という。）が取りまとめられた。 

緊急総合対策では、緊急に実施する重点対策として「転居した場合の児童相

談所間における情報共有の徹底」、「子どもの安全確認ができない場合の対応の

徹底」が盛り込まれたこと等に伴い、「児童相談所運営指針」の一部を別添のと

おり改正することとしたので、改正の内容について御了知いただくとともに、

児童相談所はじめ管内の市区町村、関係機関、関係団体に対し周知を図られた

い。  

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項

の規定に基づく技術的助言である。 

（参考） 
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児童相談所運営指針 新旧対照表（抄） 

 

新 旧 

児童相談所運営指針 

 

第２章 児童相談所の組織と職員 

第１節～第４節 （略） 

第５節 職員の資格、研修等 

１．職員の資格 

  (1)・(2) （略） 

(3) 児童心理司は法第 12 条の３第６項第１号に定める「第２項第１号

に該当する者若しくはこれに準ずる資格を有する者又は同項第２号

に該当する者若しくはこれに準ずる資格を有する者」であることが必

要である。ここでいう「これに準ずる資格を有する者」には、以下の

者が含まれること。 

① 公認心理師法（平成 27 年法律第 68 号）に規定する公認心理師と

なる資格を有する者 

② 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）による大学において、心理

学を専修する学科又はこれに相当する課程において優秀な成績で

単位を修得したことにより、同法第 102 条第２項の規定により大学

院への入学を認められた者 

③ 学校教育法による大学院において、心理学を専攻する研究科又は

これに相当する課程を修めて卒業した者 

④ 外国の大学において、心理学を専修する学科又はこれに相当する

課程を修めて卒業した者 

(4) （略） 

２・３ （略） 

児童相談所運営指針 

 

第２章 児童相談所の組織と職員 

第１節～第４節 （略） 

第５節 職員の資格、研修等 

１．職員の資格 

(1)・(2) （略） 

(3) 児童心理司は法第 12 条の３第６項第１号に定める「第２項第１号

に該当する者若しくはこれに準ずる資格を有する者又は同項第２号

に該当する者若しくはこれに準ずる資格を有する者」であることが必

要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (4) （略） 

２・３ （略） 
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子 発 0 7 2 0 第 ４ 号 

平 成 30 年 ７月 20 日 

 

  都 道 府 県 知 事 

各 指 定 都 市 市 長  殿 

  児童相談所設置市市長 

厚生労働省子ども家庭局長 

( 公 印 省 略 ) 

 

 

児童相談所等における専門性強化の取組促進について 

 

 

 児童福祉行政の推進については、平素よりご尽力いただき厚く御礼申し上げ

る。 

児童相談所への児童虐待相談対応件数は平成 28 年度には 12 万件を超えてお

り、５年前と比べて倍増しているほか、子どもの心理、健康・発達や、法律に

関する専門的知識・技術等を要する複雑・困難なケースも増加している。また、

児童虐待により年間約 80 人もの子どもの命が失われている。 

児童虐待については、「「児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議」の開催

について」（平成 30 年６月 15 日付け子発 0615 第１号厚生労働省子ども家庭局

長通知）でお示ししたように、平成 30 年６月 15 日の「児童虐待防止対策に関

する関係閣僚会議」において、子どもの命を守ることを何より第一に据え、全

ての行政機関が、あらゆる手段を尽くすよう、緊急に対策を講じることとされ

たことを受けて、本日、「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」（平

成 30 年７月 20 日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定。以下「緊急総

合対策」という。）が取りまとめられた。 

児童虐待対策を進めていくためには、児童虐待に対応する専門機関である児

童相談所の体制、専門性の更なる強化が求められている。 

このため、児童相談所の体制、専門性の強化に向けた取組が促進されるよう、

下記のとおり、児童相談所における職員の専門性確保の重要性、義務化された

研修の着実な実施、民間等で実施されている全国研修の活用、研修実施等の際

に活用可能な予算制度等について整理したので通知する。 

貴職におかれては､内容について御了知いただき、児童相談所をはじめ管内の

市町村のほか地域において児童虐待対応に携わる関係機関にも周知を図るとと

もに、児童相談所の体制、専門性の強化に向けて、一層の取組をお願いする。 

 

別紙 

＜60＞



2 
 

記 

 

 

１ 児童相談所における職員の専門性確保の重要性 

児童相談所は、受け付けた虐待通告等に基づく調査・診断・判定・見立て、

一時保護などによる緊急介入を行うための危機状態及び緊急度の判断、親子

分離の必要性の判断、個々の子どもの状況に応じた適切かつ具体的な援助指

針（援助方針）の策定、市町村を始めとする関係機関との連携、必要となる

法的対応への適切な対応など、極めて高度な専門的知識と技術を必要とする

業務を担っている。 

虐待を受けた子ども等の安全を確保するとともに、子どもの最善の利益を

考慮した支援が展開されるためには、こうした児童相談所の業務が適切に遂

行される必要があり、そのためには、児童相談所の専門性の確保、向上を図

ることが不可欠である。 

こうした状況に対応するため、 

・児童相談所の体制強化を図るため、平成 28 年に決定した「児童相談所強

化プラン」に基づき、平成 31 年度までの目標を設定し、児童福祉司等の

専門職の増員を図るとともに、 

・平成 29 年 4 月から児童福祉司等の研修受講を義務化し、研修カリキュラ

ム等を策定・周知するなどにより、児童相談所職員の専門性の向上 

を図ってきたところである。増加し続ける児童虐待への対応をさらに強化す

るため、当該プランを前倒しして見直すとともに、新たに市町村の体制強化

を盛り込んだ、「児童虐待防止対策体制総合強化プラン」（新プラン）を年内

に策定することとしているが、引き続き、積極的な取組を進めていただくと

ともに、義務化された研修の着実な実施をお願いする。 

このほか、児童相談所のさらなる専門性の確保・向上を図るためには、 

・福祉系の大学や専門学校等の就職担当者と連携を図り業務紹介の機会を

設けるなど、早い段階からの学生への働きかけ 

・専門職団体等への働きかけによる人材掘り起こし 

・人事当局への積極的な働きかけによる専門職採用の推進 

・将来的に指導・教育的立場に立つ職員（スーパーバイザー）の計画的な

育成 

・個々の児童福祉司等が必要な専門性を確保できるよう人事異動サイクル

の見直し 

などにより、職員個人の専門性を確保することにとどまらず、組織としての

経験が蓄積され、引き継がれていくことが重要であることから、こうしたこ

とに留意し、計画的な人材確保・育成策を講じるようお願いする。 
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２ 受講が義務化された研修の着実な実施等について 

  平成 28 年５月 27 日に成立した「児童福祉法等の一部を改正する法律」（平

成 28 年法律第 63 号。以下「平成 28 年改正児童福祉法」という。）では、児

童相談所及び市町村（指定都市、児童相談所設置市を除き、特別区を含む。

以下同じ。）の専門性強化を図る観点から、児童福祉司等について、厚生労働

大臣が定める基準に適合する研修等の受講が義務付けられたところである。 

具体的には、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号。以下「法」という。）

第 13 条第３項第５号、同条第８項及び第 25 条第８項並びに児童福祉法施行

規則（昭和 23 年厚生省令第 11 号。以下「規則」という。）第６条第 11 号及

び第 12 号において、以下の（１）から（４）までに定める研修等の受講が義

務付けられた。 

（１）社会福祉主事から児童福祉司に任用される者については、厚生労働大

臣が定める講習会の課程の修了（法第 13 条第３項第５号、規則第６条第

11 号、同条第 12 号、平成 29 年厚生労働省告示第 130 号、同第 134 号） 

（２）児童福祉司については、厚生労働大臣が定める基準に適合する研修の

受講（法第 13 条第８項、平成 29 年厚生労働省告示第 131 号） 

（３）法第13条第５項に規定する指導及び教育を行う児童福祉司については、

厚生労働大臣が定める基準に適合する研修の受講（法第 13 条第８項、平

成 29 年厚生労働省告示第 131 号） 

（４）法第 25 条の２第６項及び第７項に規定する要保護児童対策調整機関に

置かれた調整担当者については、厚生労働大臣が定める基準に適合する

研修の受講（法第 25 条の２第８項、平成 29 年厚生労働省告示第 132 号） 

これらの研修の実施に当たっては、「児童福祉司等及び要保護児童対策調整

機関の調整担当者の研修等について」（平成 29 年３月 31 日付け雇児発 0331

第 16 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）を参照いただくとともに、

平成 29 年度子ども・子育て支援推進調査研究事業「児童福祉司等の義務研修

テキスト作成に関する調査研究」において作成した、研修の質の標準化を図

るためのテキスト案（※）を活用いただき、管内児童相談所の児童福祉司等

や要保護児童対策調整機関の調整担当者が適切に研修を受講できるよう、引

き続き、研修の実施をお願いする。 

※日本社会事業大学 HP 参照 

（URL：http://www.jcsw.ac.jp/research/kenkyujigyo/2018-0416-1605-29.html） 

また、このほか、毎年、子どもの虹情報研修センターや国立武蔵野学院等

で実施されている全国研修を積極的に活用いただくことにより、義務研修等

の講師、児童心理司、一時保護所職員、市区町村や母子保健分野における児

童虐待対応職員等の養成を図られたい。 
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３ 活用可能な予算制度 

法に規定された研修等の実施により、児童虐待に携わる職員の資質を向上

し、児童虐待の早期対応・早期発見、対応職員の専門性の強化を図る上で、

現在、活用可能な予算制度を以下に示す。 

事業の詳細な内容については、「児童虐待防止対策支援事業の実施について」

（平成 17 年５月２日付け雇児発第 0502001 号厚生労働省雇用均等・児童家庭

局長通知）を参照いただきたい。 

なお、平成 30 年度予算を前提としたものであり、厚生労働省としては、2019

年度以降の予算において、安定的な財源の確保に向けて、引き続き最大限努

力していくこととしている。 

 

（１）義務研修 

  ① 児童福祉司任用前講習会等 

ア 児童福祉司任用前講習会 

○ 都道府県、指定都市、児童相談所設置市（以下「都道府県等」と

いう。）は、法第 13 条第３項第５号又は児童福祉法施行規則第６条

第 11 号若しくは同条第 12 号に規定する者のうち、児童福祉司に任

用予定の者を対象として、法第 13 条第３項第５号に規定する厚生労

働大臣が定める講習会を実施する。 

○ なお、児童相談所職員又は市町村職員等の専門性の向上を図るた

め、対象以外の者が受講することも可能。特に、児童福祉司任用前

講習会は、児童福祉司としての業務の遂行に当たり必要な知識に関

する内容が多く含まれているため、新たに児童相談所に配置される

者についても、積極的に受講することが望ましい。 

○ 実施に当たっては、市町村に対し研修開催の周知を行うなどによ

り、要保護児童対策調整機関（以下「調整機関」という。）職員の受

講の促進を図り、児童福祉司と同様の資格を有する者が調整機関に

配置されるよう支援すること。 

【補助単価】 

１都道府県等当たり 3,063,000 円 

 

イ 厚生労働大臣が定める講習会 

○ 都道府県等は、保健師、保育士等を対象として、児童福祉法施行

規則第６条第６号から第 10 号まで及び同条第 13 号に規定する厚生

労働大臣が定める講習会（以下「指定講習会」という。）を実施する。 

○ 市町村の職員も受講可能であることから、指定講習会の内容には、

市町村の要保護児童対策地域協議会の運営等を含めた市町村子ども
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家庭支援に関する内容を含めるよう努めること。 

○ 実施に当たっては、市町村に対し研修開催の周知を行うなどによ

り、調整機関職員の受講の促進を図り、児童福祉司と同様の資格を

有する者が調整機関に配置されるよう支援すること。 

【補助単価】 

１都道府県等当たり 695,000 円  

 

  ② 児童福祉司任用後研修 

○ 都道府県等は、児童福祉司を対象として、法第 13 条第８項に規定

する厚生労働大臣が定める基準に適合する研修を実施する。 

○ 児童相談所職員又は市町村職員等の専門性の向上を図るため、対

象以外の者が受講することも可能であること。 

【補助単価】 

１都道府県等当たり 3,063,000 円  

 

③ 児童福祉司スーパーバイザー研修 

○ 都道府県等は、児童福祉司スーパーバイザー（法第 13 条第５項に

規定する指導及び教育を行う児童福祉司）を対象として、法第 13 条

第８項に規定する厚生労働大臣が定める基準に適合する研修を実施

する。 

○ 児童相談所職員の専門性の向上を図るため、対象以外の者が受講

することも可能であること。 

【補助単価】 

自主開催する場合 ：１都道府県等当たり 2,046,000 円 

研修を委託する場合：１都道府県等当たり  330,000 円 

 

④ 要保護児童対策調整機関調整担当者研修 

○ 都道府県等は、調整機関に配置される調整担当者を対象として、法

第25条の２第８項に規定する厚生労働大臣が定める基準に適合する研

修を実施する。 

○ 児童相談所職員又は市町村職員等の専門性の向上を図るため、対象

以外の者が受講することも可能であること。 

【補助単価】 

１都道府県等当たり 2,959,000 円 

 

⑤ 児童相談所長研修 

○ 都道府県等は、児童相談所長を対象として、法第 12 条の３第３項に
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規定する厚生労働大臣が定める基準に適合する研修を実施する。 

【補助単価】 

自主開催する場合 ：１都道府県等当たり 2,046,000 円 

研修を委託する場合：１都道府県等当たり  213,000 円 

 

（２）義務研修以外の研修等 

  ① 医療機関従事者研修 

〇 都道府県等、中核市及び特別区は、児童虐待の早期発見・早期対応

を図るため、地域の医療機関の医師、歯科医師、看護師、医療ソーシ

ャルワーカー等を対象として児童虐待に関する研修を実施し、医療機

関で児童虐待を発見しやすい体制を整えるとともに、地域の児童虐待

対応力の向上を図る。 

〇 総合病院に限らず診療所や歯科診療所等に対しても研修を実施する

とともに、研修を実施する際は、小児科に限らず、精神科等幅広い診

療科の医師等を対象とする。 

【補助単価】 

１都道府県等、中核市及び特別区当たり 550,000 円 

 

  ② 虐待対応関係機関専門性強化事業 

ア 協力体制整備 

    ○ 都道府県等は、地域で活動する主任児童委員、保育所職員、児童

養護施設職員、ケースワーカー、家庭相談員等（以下「主任児童委

員等」という。）の子どもの保護・育成に熱意のある者を対象として、

児童虐待等に関する専門研修を実施し、地域での児童虐待等の発見、

通告の促進、調査及び在宅指導等を行う児童相談所及び市町村への

協力体制の整備を促進する。 

○ 都道府県等又は市町村は、主任児童委員等が児童虐待に関する各

種研修等へ参加することを促進する。 

    ○ 児童相談所長は、管轄地域ごとに研修修了者を地域協力員として

登録し、児童虐待等の通告、相談、援助を円滑に進めるためのネッ

トワークを整備する。 

【補助単価】 

研修を実施した場合 

：１都道府県等当たり      306,000 円 

研修等への参加を促進した場合 

：１都道府県等及び市町村当たり 306,000 円 
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イ 専門家の養成等 

○ 都道府県等は、地域における児童虐待の予防や早期発見・早期対

応において重要な役割を担っている医師、保健師、社会福祉士等の

ソーシャルワーカー等の専門家の養成など実践的な研修を実施する

とともに、専門的対応マニュアル・ガイドラインを作成し、関係機

関に配布するなどの活用を図る。 

○ 専門家養成のための実践的な研修は、原則として年２回以上実施

する。 

【補助単価】 

１都道府県等当たり 221,000 円 

 

ウ 未成年後見制度研修 

〇 未成年後見人の対象となる法人等を対象として、未成年後見制度

等の研修を実施する。 

【補助単価】 

１都道府県等当たり 195,000 円 

 

  ③ 児童相談所及び市町村職員専門性強化事業 

〇 都道府県等又は市町村は、（１）に掲げる研修等のほか、児童虐待に

関する専門性を更に強化するため、児童福祉司、児童心理司、市町村

子ども家庭支援担当職員等を対象として、新任時研修や現任研修等を

企画し、実施する。 

〇 都道府県等又は市町村は、児童虐待に関する専門性を強化するため

の各種研修等（（１）に掲げる研修を含む。）への参加を促進する。 

【補助単価】 

研修を企画し、実施する場合 

：１都道府県等及び市町村当たり 891,000 円 

研修等への参加を促進する場合 

：１都道府県等及び市町村当たり 196,000 円 

 

  ④ 研修専任コーディネーターの配置 

〇 研修等を円滑に実施する体制を整備するため、都道府県等は、児童

福祉司任用前講習会、児童福祉司任用後研修及び調整担当者研修等を

実施する研修専任コーディネーターを配置する。 

〇 研修専任コーディネーターは、研修等の講師の依頼、場所の確保、

日程調整、修了証の作成、受講者名簿の作成及び管理等、研修等を実

施するための事務全般を行う。 
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【補助単価】 

１都道府県等当たり 4,475,000 円 

 

４ その他 

このほか、「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」にあるとおり、

児童相談所における専門性強化の取組を促進するため、以下の対策を講じる

こととしている。 

  ・平成 28 年改正児童福祉法により児童福祉司に新たに受講が義務付けられ

た都道府県における研修について、実施状況を検証する。 

・児童相談所の職員の専門性向上のため、地域の関係機関、有識者等も含

めたケース検討や、死亡事例検証結果等を活用したより実践的な研修に

ついて、ブロック単位で実施するなどきめ細かい手法で実施する。 

・地域で死亡事例等検証に携わる者についても、こうした研修も活用し、

必要な研修を行う。 

  ・児童心理司の任用資格に公認心理師が該当することを明確化する。あわ

せて、配置基準を法令上に位置付けることを検討する。 

・専門職団体等への働きかけなど、自治体における人材確保策を支援する。 

＜67＞



子 発 0 7 2 0 第 ６ 号 

平成 30 年７月 20 日 

 

  都 道 府 県 知 事 

  指 定 都 市 市 長 

 児童相談所設置市市長 

  中 核 市 市 長 

  施 行 時 特 例 市 市 長 

  特 別 区 区 長 

 

厚生労働省子ども家庭局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

児童相談所設置に向けた検討及び児童相談所設置自治体の 

拡大に向けた協力について（依頼） 

 

 

児童相談所の児童虐待相談対応件数は一貫して増加を続け、複雑・困難なケ

ースも増加しており、特に都市部においては、支援の網の目を細かくし、関係

機関が連携して迅速に対応する必要があります。 

児童相談所の設置に関しては、「児童相談所設置自治体の拡大に向けた協力に

ついて（依頼）」（平成 29 年３月 22 日付け雇児発 0322 第 11 号厚生労働省雇用

均等・児童家庭局長通知）により拡大に向けた協力を依頼するととともに、「児

童相談所設置に向けた検討及び都道府県との協議について（依頼）」（平成 29 年

３月 22 日付け雇児発 0322 第 12 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）に

より児童相談所設置に向けた都道府県との協議を依頼してきたところです。 

平成 28 年６月に公布された「児童福祉法等の一部を改正する法律」（平成 28

年法律第 63 号。以下「平成 28 年児童福祉法等改正法」という。）において、中

核市に加え特別区についても児童相談所を設置できるよう、児童相談所設置自

治体の拡大が図られ、同法の附則において「政府は、この法律の施行後５年を

目途として、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252 条の 22 第１項の中核

市及び特別区が児童相談所を設置することができるよう、その設置に係る支援

その他の必要な措置を講ずるものとする。」と規定されました。 

厚生労働省においては、平成 29 年度、平成 30 年度予算をはじめ、これまで

も財政面・制度面における必要な支援を行ってきたところですが、引き続き各

市区との情報共有を密に図るとともに、児童相談所設置に向けた課題を整理し、

必要な支援を検討することとしています。 

現行の支援策の具体的な内容については、下記を参照の上、各市区におかれ

ては、児童相談所設置に向けた検討を進めていただくとともに、都道府県との

児童相談所設置に向けた協議を実施していただくようお願い致します。また、

都道府県等におかれては、市区において児童相談所設置に向けた検討が行われ

各            殿 
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る際には、下記を踏まえて、必要な支援を行っていただくとともに、児童福祉

法等改正法において児童相談所を設置できる自治体の拡大を行った趣旨をご理

解いただき、市区と児童相談所設置に向けた協議を実施していただくようお願

い致します。 

なお、本通知は、地方自治法第 245 条の４第１項の規定に基づく技術的助言

です。 

 

記 

 

１．児童相談所設置自治体の拡大の趣旨・経緯 

平成 16 年の児童福祉法（平成 16 年法律第 153 号）の改正により、中核市

は、政令で個別に指定を受けることにより、児童相談所を設置することがで

きることとされました。この改正の背景としては、児童と家庭に関する相談

について市町村の役割を強化する中で、中核市程度の人口規模等を有する自

治体について児童相談所を設置することにより、 

・ 子育て支援から要保護児童施策まで一貫した児童福祉施策の実施が可能

となること 

・ 中核市は保健所設置市でもあり、保健福祉にわたる総合的サービスの提

供も可能となること 

から、その設置を図ることが適当であるとされた一方、こうした自治体にお

ける児童相談所の設置については、専門性の確保等の課題があること等から、

地域の実情に応じ、段階的に進めていくことが必要であることを踏まえ、政

令で指定した市は児童相談所を設置できることとしたものです。 

平成 28 年児童福祉法等改正法においては、特別区についても、 

・ 多くの特別区が人口について中核市と同様の規模を有しており、児童と

家庭に関する重篤な問題の発生も多いこと 

・ 子育て支援から要保護児童施策まで一貫した児童福祉施策の実施が可能

となり、かつ、保健所を設置する主体であり保健福祉にわたる総合的なサ

ービスの提供が可能となること 

から、事務遂行体制等が確保されるものであれば、児童相談所の設置を目指

す特別区についても、市と同様、国が政令で指定できることとされました。 

 

２．児童相談所設置に向けた都道府県等における支援について 

現在中核市において児童相談所を設置しているのは横須賀市・金沢市の２

市にとどまっております。この背景として、 

（１）児童相談所の設置に係る人材確保・育成 

（２）児童相談所及び一時保護所の整備 

（３）その他児童相談所の設置に係る事務手続 

に課題があると考えられますが、市区において児童相談所の設置を検討する

場合は、課題解決に向けて都道府県等の支援が必要であることから、主に以

下の事項について、市区と調整の上、必要な支援を実施していただきますよ

うお願い致します。 
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（１）児童相談所の設置に係る人材確保・育成 

① 児童相談所設置準備から設置後に至るまで、都道府県等と市区間の人

事交流の実施 

② 都道府県等が開催する研修（児童福祉司任用前講習会を含む。）への

市区職員の参加要請 

（２）児童相談所及び一時保護所の整備 

① 児童相談所及び一時保護所の組織体制に関する情報提供の実施 

② 市区が一時保護所を設置するまでの間の都道府県等が設置する一時

保護所の共同利用の実施 

（３）その他児童相談所設置に係る事務手続 

① 都道府県等と市区合同の協議体を設置するなど、市区における児童相

談所設置に向けた協議の実施 

② 児童相談所設置に伴い移譲される業務内容の整理 

③ 児童福祉施設の都道府県等と市区の相互利用に向けた調整 

 

３．児童相談所設置に向けた主な支援策について（別紙） 

厚生労働省における児童相談所設置に向けた主な支援策としては、以下の

財政面、制度・運用面における必要な支援を行っており、市区においては、

これらを活用し、児童相談所設置に向けた検討を進めていただくとともに、

都道府県との児童相談所設置に向けた協議を実施していただくようお願い致

します。 

【財政面における支援】 

◆人材確保・育成支援 

① 市区における事務量の増加に対応するための補助職員の配置 

（市区対象事業） 

② 研修専任コーディネーターの配置（都道府県等・市区対象事業） 

③ 市区の職員が、都道府県等の児童相談所の業務を学ぶ間の代替職員

の配置（都道府県等対象事業） 

④ 都道府県等職員（SV 等）を市区へ派遣した場合の代替職員（都道府

県等）の配置（都道府県等対象事業） 

◆施設整備への支援（一時保護所） 

① 一時保護所の創設（都道府県等・市区対象事業） 

② 個々の子どもの特性に配慮した処遇が可能となるような場合につい

て①に加算（市区対象事業） 

【制度・運用面における支援】 

◆人材確保・育成支援 

① 各都道府県等に対し、中核市や特別区への人材派遣を含めた児童相

談所設置自治体の拡大に向けた協力依頼を実施 

② 児童福祉司等の義務化された研修のカリキュラム等の作成 

③ 児童福祉司の任用資格要件を見直し、資格取得に必要な実務経験の

対象に市町村等における児童家庭相談業務を追加 

◆手続き面の整理 
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① 児童相談所の設置準備から開設までに必要な事項をまとめたマニュ

アルの作成 

② 児童相談所設置市の政令指定の仕組みの提示 

 

４．留意事項 

本通知中の「３．児童相談所設置に向けた主な支援策について」において

記載している支援策は、市区における児童相談所の設置促進を図るための現

在の支援等をまとめたものであり、今後、市区と意見交換等を実施し、児童

相談所設置に向けた課題等を整理した上で、必要な支援策を検討したいと考

えております。 

なお、児童相談所設置に向けた検討状況につきましては、引き続き定期的

に報告を依頼させていただく予定ですので、ご協力をお願い致します。 

また、人材確保・育成や一時保護所の整備については、児童虐待・ＤＶ対

策総合支援事業国庫補助金及び次世代育成支援対策施設整備交付金を積極的

に活用いただきますようお願い致します。 

 

以上 
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子家発 0720 第５号 

子母発 0720 第３号 

平成 30 年７月 20 日 

 

 

   都 道 府 県 

   指 定 都 市 

各  中 核 市  児童福祉・母子保健主管部（局）長 殿 

   保健所設置市 

   特 別 区 

 

 

  

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長 

（公印省略） 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課長 

（公印省略） 

 

 

養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援の更なる徹底について 

 

 

 児童虐待防止対策の推進に当たって、平素よりご尽力を賜り感謝申し上げる。 

児童虐待については、児童相談所への児童虐待相談対応件数が年々増加の一

途をたどっており、重篤な児童虐待事件も後を絶たないなど依然として深刻な

社会問題となっている。 

こうした中、本年３月に東京都目黒区で発生した児童虐待事案を受けて、６月

15 日に「児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議」が開催され、子どもの命を

守ることを何より第一に据え、すべての行政機関が、あらゆる手段を尽くすよう、

緊急に対策を講じることとされたことを受けて、本日、「児童虐待防止対策の強

化に向けた緊急総合対策」（平成 30 年７月 20 日児童虐待防止対策に関する関係

閣僚会議決定）が取りまとめられたところである。 

今回のような痛ましい事件が二度と繰り返されないよう、事態が深刻化・重篤

化する前に、孤立しがちな子育て家庭を早期に発見し、必要な支援策につなげる

ことが重要である。 

児童虐待の早期発見・早期対応については、これまで各都道府県・市区町村の
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児童福祉・母子保健主管部局長あてに「養育支援を特に必要とする家庭の把握及

び支援の徹底について」（平成 25 年６月 11 日付け厚生労働省雇用均等・児童家

庭局総務課長、母子保健課長通知）及び「養育支援を特に必要とする家庭の把握

及び支援について」（平成 24 年 11 月 30 日付け厚生労働省雇用均等・児童家庭

局総務課長、母子保健課長通知）により留意点をお示ししているところであるが、

今回の痛ましい事件を重く受け止め、改めてこれらの通知に基づく取組の推進

をお願いするとともに、下記の児童虐待の発生予防に係る取組を徹底するよう

お願いする。 

また、都道府県においては管内市区町村及び関係機関に対して周知いただき

たい。 

さらに、本通知については、文部科学省と協議済みであることを申し添える。 

なお、本通知は地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の

規定に基づく技術的助言である。 

 

 

記 

 

 

１ 保健・福祉サービスや学校保健を受けていない家庭など虐待発生リスクが

高い家庭への対応 

乳幼児健康診査、予防接種などの保健・福祉サービスや、就学時の健康診

断などの学校保健において、受診勧奨を行っても未受診であるなど合理的理

由なく受診しない子どもの家庭（兄弟姉妹が未受診の家庭も含む）について

は、虐待発生のリスクが高く、支援について検討が必要な家庭と考えられる。

このため、市区町村の母子保健担当部署及び教育委員会においては、こうし

た家庭への対応に関し、「養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援に

ついて」（平成 24 年 11 月 30 日付け厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課

長、母子保健課長連名通知）及び「養育支援を特に必要とする家庭の把握及

び支援の徹底について」（平成 25 年 6 月 11 日付け厚生労働省雇用均等・児

童家庭局総務課長、母子保健課長連名通知）に基づく、児童虐待担当部署と

の情報共有、連携した支援について今一度点検・確認を行い、万全の体制を

構築するようお願いする。 

なお、児童虐待の早期発見の観点から、乳幼児健診の機会に子どもと会え

なかった家庭に対して民生児童委員が訪問して子どもを現認し、それでも子

どもと会えなかった場合には、保健師等による家庭訪問を継続して、全ての

子どもの安全を現認し、必要に応じて、保健相談や子育て支援サービスにつ
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なぐ取組を実施している自治体の事例を（別添３）に添付しているので、こ

うした取組も参考とされたい。 

 

２ 転居への対応等 

○ 支援を行っている家庭が他の自治体に転出する際には、次の点に留意する

こと 

・ 転居の場合、子どもの権利侵害に関する危機感が伝わらない危険がある

ため、必要に応じて児童相談所も同席の上で引継ぎを行うこと。さらに、

必要に応じて、移管先の児童相談所間に引継ぎ状況の確認を行うこと。 

・ 転出元市町村の要保護児童対策地域協議会において、対象となる子ども

のケース管理を行っていた場合は、転出先市町村の要保護児童対策地域協

議会においてもケース登録し、関係機関の連携・協力の下、必要な援助を

継続すること。自治体間の危険度の認識の差をなくすため、ケース移管後、

少なくとも１か月間は転出元の市町村の支援方針を継続する。１か月を経

た時点で、転出先の市町村は新たな環境下での家族の状況等をアセスメン

トし、支援方針の継続・見直しについて検討すること。 

○  通告後、48 時間以内に対象となる子どもの目視確認ができず関係機関に

おいても安全確認が行うことができないケースについては、児童福祉法第

25 条の７第１項第１号及び同条第２項第１号に基づく児童相談所への事

案送致を行うこと。 

 

 

（別添１） 

「養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援の徹底について」（平成 25

年６月 11 日付け厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、母子保健課長通

知） 

 

（別添２） 

「養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援について」（平成 24 年 11 月

30 日付け厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、母子保健課長通知） 

 

（別添３） 

こどもスマイル１００％プロジェクトの取組（兵庫県明石市） 
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KKRMR
テキスト ボックス
（別添２）
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子ども本人に必ず会う

こどもスマイル１００％プロジェクトの取組（兵庫県明石市）

（平成26年度から実施）

乳幼児健診時の確認など

「こんにちは赤ちゃん事業」による家庭訪問（生後速やかに）
民生児童委員が子どもが生まれたすべての家庭を訪問

乳幼児健診
健診の種類 受診率（29年度）

４か月児健診 98.5％

１歳６か月児健診 97.5％

３歳児健診 94.6％

保健師等による家庭訪問

①保健師が訪問（夜間・休日も）
・本プロジェクト実施に伴い保健師数を増
・１３中学校区に１５人を配置（うち１人は未受診家庭対応担当）

子どもの健康を１００％確認

この機会に会えない場合は、子どもと接点を持ち得る関係機関（保育所、
医療機関、生活福祉課等）と連携し確認

それでも会えない → 平成29年度は250人存在

②地域の民生児童委員が訪問
・保健師が何度行っても不在の場合は近隣の民生児童委員に訪問を依頼

それでも会えない → 平成29年度は１人存在

要対協担当課職員による調査・訪問

入国管理局へ出国状況を確認するほか、必要に応じて警察・児相と連携

※なお、現時点で子ども確認のために児童手当の振込手続き停止を行った事例はない

（別添３）
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子どもの健康100％確認の意義

子どもを確認する ＝ 子ども視点での支援

支援を必要とする子どもの早期発見 = 虐待予防

個々の状況に寄り添い、継続的な支援へつながる

【健診未受診家庭への訪問後の対応】

訪問の結果、大半の家庭は勧奨に応じて健診を受診。また、養育
上の課題が見受けられる場合は、必要な支援につなげている。

訪問の結果継続的支援につながった人数（29年度）

このほか、子育て世代包括支援センターにおいて妊婦全数面接も
実施（担当保健師等６名配置）。
来所できない方に対しては家庭訪問で対応。

健診の種類 人数

４か月児健診 ７人

１歳６か月児健診 ９人

３歳児健診 ２０人

支援事例

子どもに発達上の課題が見受けられたため、保健相談対応を継
続的に実施

療育が必要な子どもと判断されたため、障害児通所サービスに
つなげる

在留資格が切れていた外国人家庭であったため、関係機関につ
なげる
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子家発 0720 第４号 

子母発 0720 第４号 

平成 30 年７月 20 日 

 

 

   都 道 府 県 

  指 定 都 市 
各 中 核 市 児童福祉・母子保健主管部（局）長 殿  

保健所設置市 

特 別 区 
 

                  
厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長 

（公印省略） 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課長 

（公印省略） 

 

 

「要支援児童等（特定妊婦を含む）の情報提供に係る保健・医療・福祉・教育

等の連携の一層の推進について」の一部改正について 

 

 

児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 21 条の 10 の５の規定に基づき、病

院、診療所、児童福祉施設、学校等が、要支援児童等（特定妊婦を含む）と思わ

れる者を把握した場合の市町村への情報提供に関する取扱いについては、「要支

援児童等（特定妊婦を含む）の情報提供に係る保健・医療・福祉・教育等の連携

の一層の推進について」（平成 28 年 12 月 16 日付け雇児総発 1216 第２号、雇児

母発 1216 第２号厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、母子保健課長連名通

知）に基づき、その取組を推進していただいているところであるが、今般、「児童

虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」（平成 30 年７月 20 日児童虐待防止対

策に関する関係閣僚会議決定）が取りまとめられたことから、別添新旧対照表の

とおり一部改正し、本日から適用することとしたので御了知いただくとともに、

管内市町村への周知をお願いする。 

さらに、本通知については、文部科学省と協議済みであることを申し添える。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の

規定に基づく技術的助言である。 
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新旧対照表 

 

「要支援児童等（特定妊婦を含む）の情報提供に係る保健・医療・福祉・教育等の連携の一層の推進について 

改正後 改正前 

 

前文 （略） 

１・２ （略） 

３ 各個別分野の留意事項 

（１） 市町村 

① 母子保健所管部局 

妊娠の届出及び母子健康手帳の交付、低体重児の届出、新生

児の訪問指導、乳幼児健康診査などに携わる市町村の母子保健

所管部局は、広く妊産婦、乳幼児及びその保護者等と接触する

機会が多いことから、以下のことに留意して取り組むこと。 

ア （略） 

イ 乳幼児健康診査では、疾病、運動機能、視聴覚等の障害、

精神発達の遅滞等障害を持った子どもを早期に発見し、適切

な指導を行い、心身障害の進行を未然に防止するとともに、

生活習慣の自立、むし歯の予防、幼児の栄養及び育児に関す

る指導を行い、もって子どもの健康の保持及び増進を図るこ

と。また、家族の育児面での情緒を養い、子どもに対する虐

待防止等が図られるよう、十分留意した指導を行うこと。 

ウ・エ （略） 

②・③ （略） 

④ 教育委員会 

各市町村の教育委員会は、各学校を通じ、要支援児童等と思

われる者を把握した場合や、他機関を通じてその情報を得た場

 

前文 （略） 

１・２ （略） 

３ 各個別分野の留意事項 

（１） 市町村 

① 母子保健所管部局 

妊娠の届出及び母子健康手帳の交付、低体重児の届出、新生

児の訪問指導、乳幼児健康診査などに携わる市町村の母子保健

所管部局は、広く妊産婦、乳幼児及びその保護者等と接触する

機会が多いことから、以下のことに留意して取り組むこと。 

ア （略） 

イ 乳幼児健康診査では、運動機能、視聴覚等の障害、精神発

達の遅滞等障害を持った子どもを早期に発見し、適切な指導

を行い、心身障害の進行を未然に防止するとともに、生活習

慣の自立、むし歯の予防、幼児の栄養及び育児に関する指導

を行い、もって子どもの健康の保持及び増進を図ること。ま

た、家族の育児面での情緒を養い、子どもに対する虐待防

止等が図られるよう、十分留意した指導を行うこと。 

ウ・エ （略） 

②・③ （略） 

④ 教育委員会事務局 

  各市町村の教育委員会事務局には、学校に対する専門的な指

導を行う指導主事が配置されている場合もあり、教育課程、学

（別添） 
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合には、以下のことに留意して、適切に対応すること。 

また、各市町村の教育委員会は、学校保健安全法（昭和 33年

法律第 56号）第 11 条に基づき、当該市町村の区域内に住所を

有するものの就学に当たって、その健康診断（以下「就学時健

診」という。）を行わなければならないこととされている。 

  就学時健診では、低栄養などの栄養状態、外傷・火傷の痕

跡、むし歯治療の放置、子どもの行動・態度などから、子ども

の心身の問題を把握しやすいことから、要支援児童等を把握し

た場合は、以下のことに留意して、適切に対応すること。 

 

 ア 学校が要支援児童等と思われる者を把握した場合には、必

要な支援につなげるために、学校から当該児童が居住する市

町村に相談し、情報提供を行うよう指導すること。 

イ 就学時健診を通じて要支援児童等と思われる者を把握する

に当たっては、主に別表２を参考にすること。就学時健診で

当該児童を把握した場合には、必要な支援につなげるため

に、関係部局に情報提供を行うこと。 

ウ 関係部局への情報提供の際は、当該要支援児童等と思われ

る者の保護者等に対し、原則として、情報提供の概要を説明

し、居住する市町村による支援を受けることが、当該対象者

の身体的・精神的負担を軽減し、養育の支援となり得ること

を説明すること。 

エ なお、説明することが困難な場合においても、要支援児童

等と思われる者に必要な支援がつながるよう、居住する市町

村への情報提供を行うこと。 

また、当該情報提供は、児童福祉法第 21条の 10の５第１

項の規定に基づくものであるため、同規定の趣旨に沿って行

われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関する法律の規

習指導その他学校教育に関する事項の指導に当たっている。教

育委員会事務局は、各学校から指導主事への様々な相談や指導

依頼を通じ、要支援児童等を把握した場合や、他機関を通じて

その情報を得た場合には、以下のことに留意して、適切に対応

するよう指導すること。 

 

 

 

 

 

 ア 主に別表３を参考に、学校が要支援児童等と判断した場合

には、必要な支援につなげるために、学校から要支援児童等

が居住する市町村に相談し、情報提供を行うよう指導するこ

と。 

 

 

 

イ 情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報

提供の概要及び要支援児童等が居住する市町村による支援を

受けることが、当該対象者の身体的・精神的負担を軽減し、

養育の支援となり得ることを説明することが必要である旨を

指導すること。 

ウ なお、説明することが困難な場合においても、要支援児童

等に必要な支援がつながるよう、要支援児童等が居住する市

町村への情報提供を行うよう指導すること。 

また、当該情報提供は、児童福祉法第 21条の 10の５第１

項の規定に基づくものであるため、同規定の趣旨に沿って行

われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関する法律の規
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定に抵触するものではないことに留意されたい。 

オ 必要な場合には、協議会の一員として、その支援方針等に

ついて共に協議し、継続的な支援を行うこと。 

⑤ （略） 

（２）～（４） （略） 

（５）学校 

① （略） 

② 小学校及び中学校等 

学校は、学級担任や養護教諭を中心に行われる朝の健康観察

をはじめ、学校生活全般を通して健康観察を行うことで、子ど

もの心身の健康状態を把握する役割を担っており、その取組

は、子ども虐待の早期発見・早期対応にもつながるため、以下

のことに留意して取り組むこと。 

ア 主に別表３を参考に、要支援児童等と思われる者を把握し

た場合には、必要な支援につなげるために、居住する市町村

に相談し、情報提供を行うこと。当該情報提供に際しては、

市町村との連絡等の窓口となる担当者を事前に決めておくこ

とが望ましい。 

イ 関係部局への情報提供の際は、要支援児童等と思われる者

の保護者等に対し、原則として、情報提供の概要を説明し、

居住する市町村による支援を受けることが、身体的・精神的

負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説明すること。 

ウ なお、説明することが困難な場合においても、要支援児童

等と思われる者に必要な支援がつながるよう、居住する市町

村への情報提供に努めること。また、当該情報提供は、児童

福祉法第 21 条の 10 の５第１項の規定に基づくものであるた

め、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪

や守秘義務に関する法律の規定に抵触するものではないこと

定に抵触するものではないことに留意されたい。 

エ 必要な場合には、協議会の一員として、その支援方針等に

ついて共に協議し、継続的な支援を行うこと。 

⑤ （略） 

（２）～（４） （略） 

（５）学校 

① （略） 

② 小学校及び中学校等 

学校及び学校の教職員等は、子ども虐待を発見しやすい立場

にあることを自覚し、子ども虐待の早期発見・早期対応に努め

る必要があることから、以下のことに留意して取り組むこと。 

 

 

ア 主に別表３を参考に、要支援児童等と判断した場合には、

必要な支援につなげるために、居住する市町村に相談し、情

報提供を行うこと。当該情報提供に際しては、市町村との連

絡等の窓口となる担当者を事前に決めておくことが望まし

い。 

イ 情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報

提供の概要及び要支援児童等が居住する市町村による支援を

受けることが、当該対象者の身体的・精神的負担を軽減し、

養育の支援となり得ることを説明することが必要である。 

ウ なお、説明することが困難な場合においても、要支援児童

等に必要な支援がつながるよう、要支援児童等が居住する市

町村への情報提供に努めること。また、当該情報提供は、児

童福祉法第 21 条の 10の５第１項の規定に基づくものである

ため、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示

罪や守秘義務に関する法律の規定に抵触するものではないこ
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に留意されたい。 

エ～カ （略） 

（６）・（７） （略） 

 

 

別表１～３ （略） 

別添１・２ （略） 

参考資料１～３ （略） 

とに留意されたい。 

エ～カ （略） 

（６）・（７） （略） 

 

 

別表１～３ （略） 

別添１・２ （略） 

参考資料１～３ （略） 
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（改正後全文） 

1 

 

雇児総発１２１６第２号 

雇児母発１２１６第２号 

平成２８年１２月１６日 

（改正経過） 

雇児総発０３３１第９号 

雇児母発０３３１第２号 

平成２９年３月３１日 

 子家発０７２０第４号 

子母発０７２０第４号 

平成３０年７月２０日 

 

都 道 府 県 

指 定 都 市 

各 中  核  市  児童福祉・母子保健主管部（局）長 殿 

保健所設置市 

特  別  区 

 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長 

（公印省略） 

母子保健課長 

（公印省略） 

 

 

要支援児童等（特定妊婦を含む）の情報提供に係る 

保健・医療・福祉・教育等の連携の一層の推進について 

 

 

 「児童福祉法等の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 63 号。以下「改正法」とい

う。）が、平成 28 年６月３日をもって公布され、改正法により新設された児童福祉法（昭

和 22 年法律第 164 号）第 21 条の 10 の５の規定が、10 月１日に施行された。これにより、

児童福祉法第６条の３第５項に規定する、保護者の養育を支援することが特に必要と認め

られる児童（以下「要支援児童」という。）若しくは保護者に監護させることが不適当であ

ると認められる児童及びその保護者又は出産後の養育について出産前において支援を行う

ことが特に必要と認められる妊婦（以下「特定妊婦」という。）（以下「要支援児童等」と

いう。）と思われる者に日頃から接する機会の多い、病院、診療所、児童福祉施設、学校等

が、要支援児童等と思われる者を把握した場合には、当該者の情報を現在地の市町村に提

供するよう努めなければならないこととされたところである。 

 また、社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会（以下

「専門委員会」という。）において、「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について

（第 12 次報告）」（以下「第 12 次報告」という。）がとりまとめられた。第 12 次報告で

は、虐待による死亡事例のうち、０歳児の割合が約６割（第１次～第 12 次報告全体では、
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2 

同割合が約４割）を占め、妊娠期から切れ目のない支援体制の整備の必要性と、学校内で

の虐待に関する理解の向上と要保護児童対策地域協議会（以下「協議会」という。）を活用

した支援体制づくりの重要性等が提言として公表された。 

 ついては、これらを踏まえ、各地方自治体におかれては、下記の趣旨及び留意事項を十

分にご理解の上、要支援児童等を早期に把握し、速やかに支援を開始するために保健・医

療・福祉・教育等の連携体制の構築とより一層の連携に取り組んでいただきたい。 

都道府県におかれては、管内の市町村や病院、診療所、児童福祉施設、学校等の関係機関

に周知を図られたい。 

また、病院、診療所との連携には、管内の関係機関・関係団体等の協力を得る必要があ

ることから、日本医師会、日本産婦人科医会、日本小児科医会、日本歯科医師会、日本看

護協会、日本助産師会の関係団体に別途協力を依頼している。 

さらに、本通知については、文部科学省と協議済みであり、文部科学省からも、各都道

府県・指定都市教育委員会教育長、各都道府県知事、附属学校を置く各国立大学法人学長

に対し、通知されているので念のために申し添える。 

本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定に基づく技術

的な助言である。 

 

 

（参  考） 

 ○児童福祉法（抄）  

第 21 条の 10 の５ 病院、診療所、児童福祉施設、学校その他児童又は妊産婦の医

療、福祉又は教育に関する機関及び医師、看護師、児童福祉施設の職員、学校の教

職員その他児童又は妊産婦の医療、福祉又は教育に関連する職務に従事する者は、

要支援児童等（＊１）と思われる者を把握したときは、当該者の情報をその現在地の

市町村に提供するよう努めなければならない。 

② 刑法の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前項の規定に

よる情報の提供をすることを妨げるものと解釈してはならない。 

 

（＊１）要保護児童、要支援児童及び特定妊婦の定義 

【児童福祉法 第６条の３第５項及び第８項】 

・要保護児童：保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適当であると認められる児童 

・要支援児童：保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童（要保護児童を除く。） 

・特定妊婦：出産後の養育について出産前において支援を行うことが特に必要と認められる妊婦 

 

 

記 

 

１ 法改正の趣旨 

これまでに専門委員会がとりまとめた「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等に

ついて（第１次～第 12 次報告）」によると、心中以外の虐待による子どもの死亡事例に

ついては、０歳児の割合が約４割を占めており、この背景としては、母親が妊娠期から
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一人で悩みを抱えているケースや、産前産後の心身の不調、家庭環境の問題などがある

と考えられている。また、妊娠の届出がなく母子健康手帳が未交付である、妊婦健診が

未受診であるといった妊婦については、市町村（特別区を含む。以下同じ。）で状況が把

握できない場合がある。 

こうした課題に対応するためには、妊婦等自身からの相談を待つだけでなく、特定妊

婦に積極的にアプローチすることが必要であり、その前提として、そうした妊婦等を把

握しやすい機関等からの連絡を受けて、市町村がその状況を把握し、妊娠期からの必要

な支援につなぐことが重要である。 

また、児童相談所における虐待相談の対応件数は毎年増加しており、平成 27 年度は

103,286 件で過去最多となった。子ども虐待は、特別な家庭だけに発生するものではな

く、学齢期以降の子どもを含め、すべての子育て家庭で起こり得る可能性があり、協議

会を通じた関係機関との情報共有等を密に行い、虐待が深刻化する前の早期発見、早期

対応が重要である。 

このため、改正法においては、要支援児童等に日頃から接する機会が多い、病院、診

療所、児童福祉施設、学校等が、要支援児童等と思われる者を把握した場合には、当該

者の情報を現在地の市町村に提供するよう努めなければならないこととされ、関係機関

からの情報提供を基に、早い段階から市町村の支援につなげていくことが期待されてい

る。 

さらに、各分野での取組を通じた一層の連携を図るため、分野ごとの留意事項を３の

とおりまとめたので、十分ご配慮願いたい。 

 

２ 情報提供に当たっての共通の留意事項 

個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号。以下「個人情報保護法」とい

う。）第 16 条及び第 23 条においては、あらかじめ本人の同意を得ないで、①特定された

利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない、②個人デー

タを第三者に提供してはならない、こととされているところであるが、今般の改正法に

より、児童福祉法第 21 条の 10 の５第１項に規定されたことから、関係機関が要支援児

童等に関する知り得た情報を市町村に提供することは、個人情報保護法第 16 条第３項第

１号及び第 23 条第１項第１号に規定する「法令に基づく場合」に該当し、例外的に、本

人の同意を得ないで情報を提供しても個人情報保護法違反にならないことに留意された

い。 

また、地方公共団体の機関からの情報提供については、各地方公共団体の個人情報保

護条例において、個人情報の目的外利用又は提供禁止の例外規定として、「法令に定めが

あるとき」等が定められていることが一般的であり、児童福祉法第 21 条の 10 の５第１

項に基づく情報提供は「法令に定めがあるとき」に該当するため、条例にこのような例

外規定がある場合には条例違反とはならないと考えられる。 

ただし、対象となる者に対しては、原則として、情報提供の概要及び要支援児童等が

居住する市町村による支援を受けることが、当該対象者の身体的・精神的負担を軽減

し、養育の支援となりうることを説明することが必要である。 

なお、説明することが困難な場合においても、要支援児童等に必要な支援がつながる

よう、要支援児童等が居住する市町村への情報提供に努めること。 
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また、当該情報提供は、児童福祉法第 21 条の 10 の５第１項の規定に基づくものであ

るため、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関する法

律の規定に抵触するものではないことに留意されたい。 

 

（参  考） 

 ○個人情報の保護に関する法律（抄）  

（利用目的による制限）   

第十六条 個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定に

より特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはな

らない。  

２ 個人情報取扱事業者は、合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者から事

業を承継することに伴って個人情報を取得した場合は、あらかじめ本人の同意を得

ないで、承継前における当該個人情報の利用目的の達成に必要な範囲を超えて、当

該個人情報を取り扱ってはならない。  

３   前二項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。  

一 法令に基づく場合  

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意

を得ることが困難であるとき。  

三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であ

って、本人の同意を得ることが困難であるとき。  

四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を

遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ること

により当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

 

（第三者提供の制限）  

第二十三条 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同

意を得ないで、個人データを第三者に提供してはならない。  

一 法令に基づく場合  

二  人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意

を得ることが困難であるとき。  

三  公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であ

って、本人の同意を得ることが困難であるとき。  

四  国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を

遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ること

により当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

  ２～５  （略） 

 

３ 各個別分野の留意事項 

（１）市町村 

情報提供を受けた市町村は、保健・医療・福祉・教育等の関係機関から提供された

情報を基に、必要な実情の把握を行うとともに、関係機関に協力を求め、家庭の生活

＜109＞



5 

状況や虐待の事実把握等の必要な調査を行う。 

また、協議会調整機関として、必要に応じて、把握した内容について協議会に必要

な情報の提供を行い、関係機関との情報共有、支援の要否及び支援内容の協議を行

う。       

協議後は、市町村の担当課と関係機関が連携を図りながら必要な支援を行うこと。 

なお、関係機関から情報提供に関する説明が行われていない場合、市町村が必要な

支援を行う際に、情報提供元が特定されないよう、保護者への説明内容や関わる時期

等について、関係機関との事前の協議（＊２）が必要である。 

さらに、連携の促進を図るためには、訪問指導等の必要な支援を行った市町村が、

その結果を記録し、速やかに情報提供元の関係機関に報告することが必要である。 

なお、文書で報告する際の様式（参考資料１）を定めたので、参考とされたい。 

 

（＊２）関係機関との事前の協議（例） 

市町村が必要な支援を行う際に、「乳幼児健康診査の相談内容やその後の子どもの様子を

伺うため」「この周辺の子育て中の家庭を訪問し、子育ての悩みなどを尋ねている」など、

保護者向けの説明内容を事前に関係機関と協議すること。 

  

  ① 母子保健所管部局 

    妊娠の届出及び母子健康手帳の交付、低体重児の届出、新生児の訪問指導、乳幼

児健康診査などに携わる市町村の母子保健所管部局は、広く妊産婦、乳幼児及びそ

の保護者等と接触する機会が多いことから、以下のことに留意して取り組むこと。 

ア 妊娠の届出及び母子健康手帳の交付時には、保健師や助産師等が妊婦の身体

的・精神的・経済的状態などの把握に努めるとともに、母子保健施策以外の経済

的問題や里親制度等に関する相談については、ひとり親担当や生活保護、児童相

談所等の適切な窓口等を紹介すること。 

イ 乳幼児健康診査では、疾病、運動機能、視聴覚等の障害、精神発達の遅滞等障

害を持った子どもを早期に発見し、適切な指導を行い、心身障害の進行を未然に

防止するとともに、生活習慣の自立、むし歯の予防、幼児の栄養及び育児に関す

る指導を行い、もって子どもの健康の保持及び増進を図ること。また、家族の育

児面での情緒を養い、子どもに対する虐待防止等が図られるよう、十分留意した

指導を行うこと。 

ウ また、平成 28 年度に母子保健法（昭和 40 年法律第 141 号）の一部を改正し、

母子保健施策は子ども虐待の予防や早期発見に資するものであることに留意する

よう明確化された。このため、乳幼児健康診査等の様々な機会・事業を通じて、

特定妊婦及び要支援児童の把握に努め、母子保健施策が子ども虐待の予防や早期

発見に資するものであることに留意し、母子保健施策と児童虐待防止施策との連

携により一層努めること。 

エ  特定妊婦及び要支援児童と判断される場合には、協議会に情報提供を行うとと

もに、その支援方針等について共に協議し、継続的な支援を行うこと。 

 

  ② 子育て世代包括支援センター 
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    子育て世代包括支援センターは、妊産婦及び乳幼児等の実情を把握すること、妊

娠・出産・子育てに関する各種の相談に応じ、必要な情報提供・助言・保健指導を

行うこと、支援プランを策定すること、保健医療又は福祉の関係機関との連絡調整

を行うことが必須の事業とされており、広く妊産婦、乳幼児及びその保護者等と接

触する機会が多いことから、以下のことに留意して取り組むこと。 

   ア 妊娠の届出及び母子健康手帳の交付時には、保健師や助産師等が妊婦の身体

的・精神的・経済的状態などの把握に努めるとともに、母子保健施策以外の経済

的問題や里親制度等に関する相談については、ひとり親担当や生活保護、児童相

談所等の適切な窓口等を紹介すること。 

   イ 母子健康手帳の交付等の母子保健施策は乳幼児に対する虐待の予防や早期発見

に資するものであることに留意するよう明確化されたことを踏まえ、様々な機

会・事業を通じて、特定妊婦及び要支援児童の把握に努め、母子保健施策と児童

虐待防止施策との連携により一層努めること。  

ウ 特定妊婦及び要支援児童と判断される場合には、協議会に情報提供を行うとと

もに、その支援方針等について協議し、継続的な支援を行うこと。 

 

③ 市区町村子ども家庭総合支援拠点 

市区町村子ども家庭総合支援拠点は、コミュニティを基盤にしたソーシャルワー

クの機能を担い、子どもとその家庭及び妊産婦等を対象として、その福祉に関し必

要な支援に係る業務全般を行うとともに、その支援に当たっては、子どもの自立を

保障する観点から、妊娠期から子どもの社会的自立に至るまでの包括的・継続的な

支援に努めることとされ、広く妊産婦、乳幼児及びその保護者等と接触する機会が

多いことから、以下のことに留意して取り組むこと。 

ア 子どもとその家庭及び妊産婦等に関し、母子保健事業に基づく状況、親子関

係、夫婦関係、きょうだい関係、家庭の環境及び経済状況、保護者の心身の状

態、子どもの特性などの養育環境全般について、家庭全体の問題として捉え、関

係機関等から必要な情報を収集するとともに、インフォーマルなリソースも含め

た地域全体の社会資源の情報等の実情の把握を継続的に行うこと。 

イ 子どもとその家庭及び妊産婦等が自主的に活用できるように、当該地域の実情

や社会資源等に関する情報の提供を行うとともに、関係機関にも連携に資するそ

の福祉に関する資源や支援等に関する情報の提供を行うこと。  

ウ 子どもとその家庭及び妊産婦等や関係機関等から、一般子育てに関する相談か

ら養育困難な状況や児童虐待等に関する相談まで、また妊娠期から子どもの自立

に至るまでの子ども家庭等に関する相談全般に応じること。 

エ 個々のニーズ、家庭の状況等に応じて最善の方法で課題解決が図られるよう、

支援を行うことと併せ、関係機関等と緊密に連携し、地域における子育て支援の

様々な社会資源を活用して、適切な支援に有機的につないでいくため、支援内容

やサービスの調整を行い、包括的な支援に結び付けていく適切な支援を行うこ

と。 

オ  特定妊婦及び要支援児童と判断される場合には、協議会に情報提供を行うとと

もに、必要に応じた関係機関等との連携を行い、支援方針や支援の内容を具体的
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に実施していくための支援計画を作成し、継続的な支援を行うこと。 

 

④ 教育委員会 

  各市町村の教育委員会は、各学校を通じ、要支援児童等と思われる者を把握した

場合や、他機関を通じてその情報を得た場合には、以下のことに留意して、適切に

対応すること。 

また、各市町村の教育委員会は、学校保健安全法（昭和 33 年法律第 56 号）第 11

条に基づき、当該市町村の区域内に住所を有するものの就学に当たって、その健康

診断（以下「就学時健診」という。）を行わなければならないこととされている。 

  就学時健診では、低栄養などの栄養状態、外傷・火傷の痕跡、むし歯治療の放

置、子どもの行動・態度などから、子どもの心身の問題を把握しやすいことから、

要支援児童等を把握した場合は、以下のことに留意して、適切に対応すること。 

 

 ア 学校が要支援児童等と思われる者を把握した場合には、必要な支援につなげる

ために、学校から当該児童が居住する市町村に相談し、情報提供を行うよう指導

すること。 

イ 就学時健診を通じて要支援児童等と思われる者を把握するに当たっては、主に

別表２を参考にすること。就学時健診で当該児童を把握した場合には、必要な支

援につなげるために、関係部局に情報提供を行うこと。 

ウ 関係部局への情報提供の際は、当該要支援児童等と思われる者の保護者等に対

し、原則として、情報提供の概要を説明し、居住する市町村による支援を受ける

ことが、当該対象者の身体的・精神的負担を軽減し、養育の支援となり得ること

を説明すること。 

エ なお、説明することが困難な場合においても、要支援児童等と思われる者に必

要な支援がつながるよう、居住する市町村への情報提供を行うこと。 

また、当該情報提供は、児童福祉法第 21 条の 10 の５第１項の規定に基づくも

のであるため、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義

務に関する法律の規定に抵触するものではないことに留意されたい。 

オ 必要な場合には、協議会の一員として、その支援方針等について共に協議し、

継続的な支援を行うこと。 

 

⑤ 要保護児童対策地域協議会 

協議会は、その対象ケースについて個別ケース検討会議を行い、養育に関する問題

を明らかにするとともに、関係機関が連携して当該家庭に必要な支援を行うこと。ま

た、病院、診療所、児童福祉施設、学校等の関係機関と情報共有及び支援内容の協議

を行い、支援内容の見直しを行う。特に要支援児童等が、複数の関係機関に関わって

いる場合などには、関係機関間での情報共有・連携ができるよう調整をすること。 

 

（２）病院、診療所 

病院、診療所は、妊産婦や子ども、保護者の心身の問題に対応することにより、要

支援児童等を把握しやすい立場にあり、子ども虐待の早期発見・早期対応において重
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要な役割を担っていることから、以下のことに留意して取り組むこと。 

① 産科、新生児科、小児科、精神科、歯科等をはじめとする病院、診療所が、別表

１～３を参考に要支援児童等と判断した場合は、必要な支援につなげるために、要

支援児童等が居住する市町村に相談し、情報提供を行うこと。 

② 情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報提供の概要及び要支援

児童等が居住する市町村による支援を受けることが、当該対象者の身体的・精神的

負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説明することが必要である。 

なお、説明することが困難な場合においても、要支援児童等に必要な支援がつな

がるよう、要支援児童等が居住する市町村への情報提供に努めること。 

③ また、従前から情報提供に際しては、別添１「養育支援を必要とする家庭に関す

る医療機関から市町村に対する情報提供について」（平成 16 年３月 10 日付け雇児総

発第 0310001 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長通知）に基づき、対象と

なる者の同意を得て市町村に情報提供を行った病院、診療所は、診療情報提供料と

して診療報酬上の算定ができることになっている。この算定に係る「診療報酬の算

定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について」（平成 28 年３月４日付け保医

発 0304 第３号厚生労働省保険局医療課長・歯科医療管理官通知）の関連する事項に

ついては、別添２のとおりである。 

④ 病院、診療所は市町村への情報提供後、市町村と情報を共有するとともに、連携

して妊産婦や子どもに対する医療の提供を行う。その際、市町村との連絡等の窓口

となる部署や担当者を事前に決めておくことが望ましい。 

⑤ 当該情報提供は、児童福祉法第 21 条の 10 の５第１項の規定に基づくものであ

り、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関する法

律の規定に抵触するものではないことに留意されたい。 

⑥ 児童相談所及び市町村の児童福祉・母子保健等、協議会の調整機関における病

院、診療所との連携強化に関するより具体的な留意事項については、「児童虐待の防

止等のための医療機関との連携強化に関する留意事項について」（平成 24 年 11 月 30

日付け雇児総発 1130 第２号・雇児母発 1130 第２号厚生労働省雇用均等・児童家庭

局総務課長・母子保健課長通知）を参考とすること。 

 

（３）助産所 

助産所は、妊産婦や子ども、保護者の心身の問題に対応することにより、特定妊婦

及び要支援児童等を把握しやすい立場にあり、子ども虐待の早期発見・早期対応にお

いて重要な役割を担っていることから、以下のことに留意して取り組むこと。 

① 主に別表１～２を参考に、特定妊婦及び要支援児童と判断した場合は、必要な支援

につなげるために、特定妊婦及び要支援児童が居住する市町村に相談し、情報提供を

行うこと。 

② 情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報提供の概要及び特定妊

婦、要支援児童が居住する市町村による支援を受けることが、当該対象者の身体

的・精神的負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説明することが必要であ

る。 

③ なお、説明することが困難な場合においても、特定妊婦及び要支援児童に必要な支
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援がつながるよう、特定妊婦及び要支援児童が居住する市町村への情報提供に努め

ること。また、当該情報提供は、児童福祉法第 21 条の 10 の５第１項の規定に基づ

くものであるため、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘

義務に関する法律の規定に抵触するものではないことに留意されたい。 

④ 情報提供を適切に行うためには、職員一人ひとりの子ども虐待の早期発見・早期対

応の意識の向上を図るとともに、施設全体の共通認識の下に、組織的に対応するこ

と。 

⑤ 市町村をはじめとする関係機関とも密接な連携を図ることが必要であり、協議会と

の関係を深めるなど連携体制の構築に取り組むこと。特に、具体的な支援策を協議

する個別ケース検討会議には、積極的に参加し、関わりをもつこと。 

 

 

（４）児童福祉施設等 

① 助産施設 

助産施設は、保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により、入院助産を

受けることができない妊産婦を入所させて、助産を受けさせることを目的とする施

設であり、妊産婦等の出産前後の健康管理、母乳指導、新生児の保健指導等に対応

することで、特定妊婦及び要支援児童を把握しやすい立場にあるため、子ども虐待

の発生予防において重要な役割を担っていることから、以下のことに留意して取り

組むこと。 

ア 主に別表１～２を参考に、特定妊婦及び要支援児童と判断した場合は、必要な

支援につなげるために、特定妊婦及び要支援児童が居住する市町村に相談し、情

報提供を行うこと。 

イ 情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報提供の概要及び特定

妊婦、要支援児童が居住する市町村による支援を受けることが、当該対象者の身

体的・精神的負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説明することが必要で

ある。 

ウ なお、説明することが困難な場合においても、特定妊婦及び要支援児童に必要

な支援がつながるよう、特定妊婦及び要支援児童が居住する市町村への情報提供

に努めること。また、当該情報提供は、児童福祉法第 21 条の 10 の５第１項の規

定に基づくものであるため、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏

示罪や守秘義務に関する法律の規定に抵触するものではないことに留意された

い。 

エ 情報提供を適切に行うためには、職員一人ひとりの子ども虐待の早期発見・早

期対応の意識の向上を図るとともに、施設全体の共通認識の下に、組織的に対応

すること。 

オ 市町村をはじめとする関係機関とも密接な連携を図ることが必要であり、協議

会との関係を深めるなど連携体制の構築に取り組むこと。特に、具体的な支援策

を協議する個別ケース検討会議には、積極的に参加し、関わりをもつこと。 

 

② 保育所及び幼保連携型認定こども園 
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保育所及び幼保連携型認定こども園は、子どもの心身の状態や家庭での生活、養

育の状態等及び保護者の状況などの把握ができ、保護者から相談を受け、支援を行

うことが可能な機関であり、その取組は、子ども虐待の発生予防、早期発見・早期

対応にもつながるため、以下のことに留意して取り組むこと。 

ア 主に別表１～２を参考に、要支援児童等と判断した場合は、必要な支援につな

げるために、要支援児童等が居住する市町村に相談し、情報提供を行うこと。 

イ 情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報提供の概要及び要支

援児童等が居住する市町村による支援を受けることが、当該対象者の身体的・精

神的負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説明することが必要である。 

ウ なお、説明することが困難な場合においても、要支援児童等に必要な支援がつ

ながるよう、要支援児童等が居住する市町村への情報提供に努めること。また、

当該情報提供は、児童福祉法第 21 条の 10 の５第１項の規定に基づくものである

ため、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関す

る法律の規定に抵触するものではないことに留意されたい。 

エ 情報提供を適切に行うためには、職員一人ひとりの子ども虐待の早期発見・早

期対応の意識の向上を図るとともに、施設全体の共通認識の下に、組織的に対応

すること。 

オ 市町村をはじめとする関係機関とも密接な連携を図ることが必要であり、協議

会との関係を深めるなど連携体制の構築に取り組むこと。特に、具体的な支援策

を協議する個別ケース検討会議には、積極的に参加し、関わりをもつこと。 

 

③ 地域子育て支援拠点 

地域子育て支援拠点は、乳幼児及びその保護者が相互に交流する場所を開設し、

子育ての相談、情報提供、助言その他の援助を実施しており、その取組は、子ども

虐待の発生予防、早期発見・早期対応にもつながるため、以下のことに留意して取

り組むこと。 

ア 子育て親子の交流の場の提供や子育て等に関する相談、援助などを通じ、主に

別表１～２を参考に、要支援児童等と判断した場合は、必要な支援につなげるた

めに、要支援児童等が居住する市町村に相談し、情報提供を行うこと。 

イ 情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報提供の概要及び要支

援児童等が居住する市町村による支援を受けることが、当該対象者の身体的・精

神的負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説明することが必要である。 

ウ なお、説明することが困難な場合においても、要支援児童等に必要な支援がつ

ながるよう、要支援児童等が居住する市町村への情報提供に努めること。また、

当該情報提供は、児童福祉法第 21 条の 10 の５第１項の規定に基づくものである

ため、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関す

る法律の規定に抵触するものではないことに留意されたい。 

エ 情報提供を適切に行うためには、職員一人ひとりの子ども虐待の早期発見・早

期対応の意識の向上を図るとともに、施設全体の共通認識の下に、組織的に対応

すること。 

オ 市町村をはじめとする関係機関とも密接な連携を図ることが必要であり、協議
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会との関係を深めるなど連携体制の構築に取り組むこと。特に、具体的な支援策

を協議する個別ケース検討会議には、積極的に参加し、関わりをもつこと。 

 

④ 児童館 

児童館は、地域のすべての子どもを対象とし、遊び及び生活の援助と地域におけ

る子育て支援を行い、子どもを心身とも健やかに育成することを目的に、子育て家

庭に対する相談・援助、交流の場や放課後児童クラブの実施などに取り組んでお

り、その取組は、子ども虐待の発生予防、早期発見・早期対応にもつながるため、

以下のことに留意して取り組むこと。 

ア 子どもの居場所の提供や保護者の子育て支援などを通じ、主に別表１～３を参

考に、要支援児童等と判断した場合は、必要な支援につなげるために、要支援児

童等が居住する市町村に相談し、情報提供を行うこと。 

イ 情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報提供の概要及び要支

援児童等が居住する市町村による支援を受けることが、当該対象者の身体的・精

神的負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説明することが必要である。 

ウ なお、説明することが困難な場合においても、要支援児童等に必要な支援がつ

ながるよう、要支援児童等が居住する市町村への情報提供に努めること。また、

当該情報提供は、児童福祉法第 21 条の 10 の５第１項の規定に基づくものである

ため、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関す

る法律の規定に抵触するものではないことに留意されたい。 

エ 情報提供を適切に行うためには、職員一人ひとりの子ども虐待の早期発見・早

期対応の意識の向上を図るとともに、施設全体の共通認識の下に、組織的に対応

すること。 

オ 市町村をはじめとする関係機関とも密接な連携を図ることが必要であり、協議

会との関係を深めるなど連携体制の構築に取り組むこと。特に、具体的な支援策

を協議する個別ケース検討会議には、積極的に参加し、関わりをもつこと。 

 

⑤ 放課後児童クラブ 

放課後児童クラブは、年齢や発達の状況が異なる子どもを同時にかつ継続的に育

成支援をするため、放課後等に学校の空き教室等を利用して適切な遊び及び生活の

場を与え、子どもの状況や発達段階を踏まえながら、その健全な育成を図る取組が

されている。また、学校や地域の様々な社会資源との連携を図りながら、保護者と

連携して育成支援を行うとともに、その家庭の子育てを支援する役割を担ってお

り、その取組は、子ども虐待の発生予防、早期発見・早期対応にもつながるため、

以下のことに留意して取り組むこと。 

ア 主に別表１及び別表３を参考に、要支援児童等と判断した場合は、必要な支援

につなげるために、要支援児童等が居住する市町村に相談し、情報提供を行うこ

と。 

イ 情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報提供の概要及び要支

援児童等が居住する市町村による支援を受けることが、当該対象者の身体的・精

神的負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説明することが必要である。 
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ウ なお、説明することが困難な場合においても、要支援児童等に必要な支援がつ

ながるよう、要支援児童等が居住する市町村への情報提供に努めること。また、

当該情報提供は、児童福祉法第 21 条の 10 の５第１項の規定に基づくものである

ため、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関す

る法律の規定に抵触するものではないことに留意されたい。 

エ 情報提供を適切に行うためには、職員一人ひとりの子ども虐待の早期発見・早

期対応の意識の向上を図るとともに、放課後児童支援員等の各自の判断のみで対

応することなく、施設全体の共通認識の下に、組織的に対応すること。 

オ 市町村をはじめとする関係機関とも密接な連携を図ることが必要であり、協議

会との関係を深めるなど連携体制の構築に取り組むこと。特に、具体的な支援策

を協議する個別ケース検討会議には、積極的に参加し、関わりをもつこと。 

 

⑥ 児童家庭支援センター 

児童家庭支援センターは、地域の子どもの福祉に関する各般の問題につき、家庭

その他からの子どもに関する相談のうち、専門的な知識及び技術を必要とするもの

に応じ、必要な助言を行っている。また、児童相談所、児童福祉施設等との連絡調

整等を総合的に行い、地域の子ども、家庭の福祉の向上を図る役割を担っており、

その取組は、子ども虐待の発生予防、早期発見・早期対応にもつながるため、以下

のことに留意して取り組むこと。 

ア 主に別表１～３を参考に、要支援児童等と判断した場合は、必要な支援につな

げるために、要支援児童等が居住する市町村に情報提供を行うこと。 

イ 情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報提供の概要及び要支

援児童等が居住する市町村による支援を受けることが、当該対象者の身体的・精

神的負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説明することが必要である。 

ウ なお、説明することが困難な場合においても、要支援児童等が必要な支援につ

ながるよう、要支援児童等が居住する市町村への情報提供に努めること。また、

当該情報提供は、児童福祉法第 21 条の 10 の５第１項の規定に基づくものである

ため、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関す

る法律の規定に抵触するものではないことに留意されたい。 

エ また、情報提供を適切に行うためには、職員一人ひとりの子ども虐待の早期発

見・早期対応の意識の向上を図るとともに、各自の判断のみで対応することな

く、施設全体の共通認識の下に、組織的に対応すること。 

オ 連絡調整先の一つである協議会との関係を深めるなど、引き続き連携体制の構

築に取り組むこと。特に、具体的な支援策を協議する個別ケース検討会議には、

積極的に参加し、関わりをもつこと。 

 

（５）学校 

① 幼稚園 

幼稚園は、家庭や地域社会との連携を深め、地域の実態や保護者及び地域の人々

の要請などを踏まえ、地域における幼児期の教育のセンターとして施設や機能を開

放し、積極的に子育てを支援していく役割を担っており、その取組は、子ども虐待
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の発生予防、早期発見・早期対応にもつながるため、以下のことに留意して取り組

むこと。 

ア 主に別表１～２を参考に、要支援児童等と判断した場合は、必要な支援につな

げるために、要支援児童等が居住する市町村に相談し、情報提供を行うこと。 

イ 情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報提供の概要及び要支

援児童等が居住する市町村による支援を受けることが、当該対象者の身体的・精

神的負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説明することが必要である。 

ウ なお、説明することが困難な場合においても、要支援児童等に必要な支援がつ

ながるよう、要支援児童等が居住する市町村への情報提供に努めること。また、

当該情報提供は、児童福祉法第 21 条の 10 の５第１項の規定に基づくものである

ため、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関す

る法律の規定に抵触するものではないことに留意されたい。 

エ 情報提供を適切に行うためには、教職員等一人ひとりの子ども虐待の早期発

見・早期対応の意識の向上を図るとともに、園全体の共通認識の下に、組織的に

対応すること。 

オ 市町村をはじめとする関係機関とも密接な連携を図ることが必要であり、協議

会との関係を深めるなど連携体制の構築に取り組むこと。特に、具体的な支援策

を協議する個別ケース検討会議には、積極的に参加し、関わりをもつこと。 

また、私立園において、協議会に参画していない場合には、これを機に、積極

的に参画して関係機関との連携・協力を図り、子ども虐待の防止等に関する市町

村の施策への協力が望ましいこと。 

カ 通告後の関係機関との連携を図る上では、「児童虐待の防止等のための学校、教

育委員会等の的確な対応について」（平成 22 年３月 24 日付け 21 文科初第 777 号

文部科学大臣政務官通知）を参考にすること。 

 

② 小学校及び中学校等 

学校は、学級担任や養護教諭を中心に行われる朝の健康観察をはじめ、学校生活

全般を通して健康観察を行うことで、子どもの心身の健康状態を把握する役割を担

っており、その取組は、子ども虐待の早期発見・早期対応にもつながるため、以下

のことに留意して取り組むこと。 

ア 主に別表３を参考に、要支援児童等と思われる者を把握した場合には、必要な

支援につなげるために、居住する市町村に相談し、情報提供を行うこと。当該情

報提供に際しては、市町村との連絡等の窓口となる担当者を事前に決めておくこ

とが望ましい。 

イ 関係部局への情報提供の際は、要支援児童等と思われる者の保護者等に対し、

原則として、情報提供の概要を説明し、居住する市町村による支援を受けること

が、身体的・精神的負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説明すること。 

ウ なお、説明することが困難な場合においても、要支援児童等と思われる者に必

要な支援がつながるよう、居住する市町村への情報提供に努めること。また、当

該情報提供は、児童福祉法第 21 条の 10 の５第１項の規定に基づくものであるた

め、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関する
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法律の規定に抵触するものではないことに留意されたい。 

エ 情報提供を適切に行うためには、教職員等一人ひとりの子ども虐待の早期発

見・早期対応の意識の向上を図るとともに、各自の判断のみで対応することな

く、学校全体の共通認識の下に、組織的に対応すること。 

オ 市町村をはじめとする関係機関とも密接な連携を図ることが必要であり、協議

会との関係を深めるなど連携体制の構築に取り組むこと。特に、具体的な支援策

を協議する個別ケース検討会議には、積極的に参加し、関わりをもつこと。 

また、私立学校において、協議会に参画していない場合には、これを機に、積

極的に参画して関係機関との連携・協力を図り、子ども虐待の防止等に関する市

町村の施策への協力が望ましいこと。 

カ 通告後の関係機関との連携を図る上では、「児童虐待の防止等のための学校、教

育委員会等の的確な対応について」（平成 22 年３月 24 日付け 21 文科初第 777 号

文部科学大臣政務官通知）を参考にすること。 

 

（６）その他児童又は妊産婦の医療、福祉又は教育に関する機関 

   （１）から（５）に記載した機関以外の機関（＊３）においても、妊婦、子どもや保

護者等の状況などの把握ができ、保護者等から相談を受け、支援を行うことが可能な

機関であり、その取組は、子ども虐待の発生予防、早期発見・早期対応にもつながる

ため、以下のことに留意して取り組むこと。 

 

  （＊３）その他児童又は妊産婦の医療、福祉又は教育に関する機関（例） 

      家庭的保育事業実施機関、小規模保育実施機関、一時預かり事業実施機関、利用者支援事

業実施機関など 

   

ア 別表１～３を参考に、要支援児童等と判断した場合は、必要な支援につなげるた

めに、要支援児童等が居住する市町村に相談し、情報提供を行うこと。 

イ 情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報提供の概要及び要支援

児童等が居住する市町村による支援を受けることが、当該対象者の身体的・精神的

負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説明することが必要である。 

ウ なお、説明することが困難な場合においても、要支援児童等に必要な支援がつな

がるよう、要支援児童等が居住する市町村への情報提供に努めること。また、当該

情報提供は、児童福祉法第 21 条の 10 の５第１項の規定に基づくものであるため、

同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関する法律の

規定に抵触するものではないことに留意されたい。 

エ また、情報提供を適切に行うために、職員一人ひとりの子ども虐待の早期発見・

早期対応の意識の向上を図るとともに、施設全体の共通認識の下に、組織的に対応

すること。 

オ 市町村をはじめとする関係機関とも密接な連携を図ることが必要であり、協議会

との関係を深めるなど連携体制の構築に取り組むこと。特に、具体的な支援策を協

議する個別ケース検討会議には、積極的に参加し、関わりをもつこと。 
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（７）都道府県 

都道府県は、地域における保健・医療・福祉・教育等の連携体制について状況を把

握し、必要に応じて、市町村に対して助言、援助を行うこと。また、管内の各関係機

関に対して実施に当たっての調整を行い、連携体制の整備を推進すること。 

さらに、市町村の取組状況に配慮しつつ、地域連携の好事例を把握して他の地域や

病院、診療所、児童福祉施設、学校等に周知するなどして、管内の各関係機関の要支

援児童等への対応の水準の向上に努めること。 

また、所管する私立学校に対して、市町村への要支援児童等の情報提供に関する周

知及び情報提供を通じた協議会への参画の促進に努めること。 

なお、医療機関との連携体制の推進に当たっては、「児童虐待防止対策支援事業の実

施について」（平成 28 年７月 27 日付け雇児発 0727 第２号厚生労働省雇用均等・児童

家庭局長通知）に定められた「医療的機能強化等事業」を活用し、都道府県等の中核

的な小児救急病院等を中心とした連携体制の整備を進めることも可能である。 
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子母発 0720 第１号 

平成 30 年７月 20 日 

 都 道 府 県 

各 指 定 都 市  母子保健主管部（局）長 殿 

  中 核 市 

 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

母子保健施策を通じた児童虐待防止対策の推進について（通知） 

 

母子保健施策の推進に当たって、平素よりご尽力を賜り感謝申し上げる。 

さて、児童虐待については、児童相談所への児童虐待相談対応件数が年々増

加の一途をたどっており、重篤な児童虐待事件も後を絶たないなど依然として

深刻な社会問題となっている。 

こうした中、本年３月に東京都目黒区で発生した児童虐待事案を受けて、６

月 15 日に「児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議」が開催され、子どもの命

を守ることを何より第一に据え、すべての行政機関が、あらゆる手段を尽くす

よう、緊急に対策を講じることとされたことを受けて、本日、「児童虐待防止対

策の強化に向けた緊急総合対策」（平成 30 年７月 20 日児童虐待防止対策に関す

る関係閣僚会議決定）が公表されたところである。 

 

本緊急対策を受け、別途「養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援の

更なる徹底について」（平成 30 年７月 20 日付厚生労働省子ども家庭局家庭福祉

課長、母子保健課長）及び「要支援児童等（特定妊婦を含む）の情報提供に係

る保健・医療・福祉・教育等の連携の一層の推進について」（平成 30 年７月 20

日付厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長、母子保健課長）も発出されている

ところであるが、本通知において、改めて、母子保健分野における児童虐待の

発生予防・早期発見のための取組みについて下記のとおり整理した。 

ついては、各地方自治体におかれては、本通知における趣旨及び留意事項等

を十分にご理解のうえ、各取組みを一層推進していただきたい。また、都道府

県においては管内市区町村及び関係機関へ周知いただきたい。 

 

なお、本通知は地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の

規定に基づく技術的助言であることを申し添える。 
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記 

 

１．基本的考え方 

（１）母子保健施策を通じた虐待の発生予防 

 平成 28 年の「児童福祉法等の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 63

号）により改正された児童福祉法において、児童虐待については、子どもの

命が失われる痛ましい事件が後を絶たないなど、深刻な状況が続く中、全て

の児童が健全に育成されるよう、児童虐待について発生予防から自立支援ま

での一連の対策の更なる強化等を図るため、児童福祉法の理念を明確化する

とともに、子育て世代包括支援センター（母子保健法（昭和 40 年法律第 141

号）では「母子健康包括支援センター」。）の法定化、市町村及び児童相談所

の体制の強化、里親委託の推進等の措置を講ずることとされた。 

 特に母子保健施策については、妊娠の届出や乳幼児健康診査等は、市町村

が広く妊産婦等と接触する機会となっており、悩みを抱える妊産婦等を早期

に発見し相談支援につなげるなど、児童虐待の予防や早期発見に資するもの

であることに留意することが、母子保健法上も明確化され（同法第５条第２

項）、母子保健施策と児童虐待防止対策との連携をより一層強化することとさ

れた。 

 

（参考） 

○母子保健法（昭和 40 年法律第 141 号）（抄） 

第五条 国及び地方公共団体は、母性並びに乳児及び幼児の健康の保持及び増

進に努めなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、母性並びに乳児及び幼児の健康の保持及び増進に

関する施策を講ずるに当たつては、当該施策が乳児及び幼児に対する虐待の

予防及び早期発見に資するものであることに留意するとともに、その施策を

通じて、前三条に規定する母子保健の理念が具現されるように配慮しなけれ

ばならない。 
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２．妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援 

（１）母性、乳幼児の健康診査及び母子保健指導の実施 

 母子保健法においては、都道府県及び市町村の役割として、母性等の保持

及び増進のため、妊娠・出産・子育てに関し、相談に応じ、個別的又は集団

的に必要な指導及び助言等を行い、知識の普及に努めることとされている。

また、市町村は妊産婦若しくはその配偶者等に対して、妊娠・出産・子育て

に関し、必要な保健指導等を行うこととされている。これらの実施にあたっ

ては、母子の心身の健康を共に保持増進させることを基本として支援を行う

必要があり、健康診査及び保健指導に当たっては、これを踏まえつつ、対象

者の特徴並びにその家庭及び地域社会の諸条件に留意の上行うよう配慮すべ

きである。 

   また、近年の児童虐待に関する問題の深刻化に伴い、母子保健担当部門は

児童虐待担当部門等と協力のもと、母子保健活動や地域の医療機関等との連

携を通じて、妊産婦及び親子の健康問題、家族の状況に係る問題等に関連し

た虐待発生のハイリスク要因を見逃さないよう努め、こうした要因がある場

合、保健師の家庭訪問等による積極的な支援を実施すること。 

 

（２）子育て世代包括支援センター 

地域のつながりの希薄化等により、妊産婦・母親の孤立感や負担感が高まっ

ている中、児童虐待の発生予防のためには、妊娠期から子育て期まで関係機関

が連携し、切れ目のない支援を実施することが重要となっている。 

このため、妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援を行う「子育て世代

包括支援センター」について、2020 年度末までの全国展開を目指し、同セン

ターを新たに母子保健法上に位置付け、市町村は同センターを設置するよう努

めなければならないとしている。子育て世代包括支援センターは、妊産婦及び

乳幼児等の実情把握、妊娠・出産・子育てに関する各種相談支援、必要な情報

提供・助言・保健指導、支援プランの策定及び関係機関との連絡調整等により

切れ目のない支援を実施していくものとされており、妊娠期から子育て期まで

の切れない支援を実施するにあたっての重要な機関であることから、未設置市

町村においては設置に努められたい。 

（主な通知） 

○児童福祉法等の一部を改正する法律の公布について（平成 28年 6月 3日付厚生労働省雇

用均等・児童家庭局長） 
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（３）妊娠等に関する相談窓口の設置・周知 

これまでに社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する

専門委員会がとりまとめた「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等につい

て（第１次～第 13 次報告）」によると、心中以外の虐待による子どもの死亡事

例については、０歳児の割合が約４割を占めており、妊娠期からの支援は重要

である。特に、予期せぬ妊娠など、悩みを抱える者が相談しやすい体制を整備

するため、妊娠等に関する相談窓口を設置し、そのことを明示して周知を図る

こと。周知にあたっては、子育て世代包括支援センター、女性健康支援センタ

ー等の中心的な相談窓口を決めて周知する方法や、身近な複数の相談窓口を周

知する方法など、地域の実情に応じて周知する相談窓口を決定すること。特に

女性健康支援センターについては、女性の身体的・精神的悩みに対応する窓口

であるが、妊娠に悩む女性に対する専任相談員を配置することができ、予期せ

ぬ妊娠についての重要な相談窓口である。平成 30 年度より、夜間・休日にお

ける対応について、補助額の加算を開始したところでもあり、積極的に活用さ

れたい。 

また、妊娠等に関する相談窓口の周知にあたっては、産科医療機関、薬局、

大学の保健管理センター等の協力を得るなど、地方自治体の担当部門（母子保

健や児童福祉）、関係相談機関及び関係団体等で連携を図られたい。周知にあ

たっては、例えば、広報誌やホームページに妊娠等に関する相談窓口を掲載し

たり、妊娠の届出の受理及び母子健康手帳の交付時や集団指導、健康診査時に

相談窓口が記載されたリーフレット等を配布することなどが考えられる。また、

若年世代がアクセスしやすいツールとしてインターネットやＳＮＳ等を通じ

て情報を発信することも有効である。 

 

（４）各相談窓口での対応 

相談者は、「妊娠を周囲に知られたくない」、「出産する費用がない」、「育児

に自信がない」等といった多岐にわたる悩みを抱えていることを踏まえ、各相

談窓口においては、以下の点に留意しつつ対応すること。 

ア 相談者が匿名を希望した場合であっても相談に十分応じること。 

イ 相談者の悩みに応じて適切な相談機関に相談をつなぐこと。また、助 

産施設や里親制度等、社会的養護又は婦人保護制度による保護・支援制 

度について情報提供を行うなどの対応をすること。 

ウ 関係団体やＮＰＯ法人などが実施している相談事業も必要に応じて活

用し、対応可能な相談機関に確実に相談をつなげることとし、相談者の

出産後に子どもの養育上の問題等が想定される場合には、相談を引き継

いだ機関をはじめ、各関係機関が十分連携を図りながら継続して切れ目
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のない支援を行うこと。 

 

 

 

３．養育支援を必要とする家庭の把握及び支援 

（１）特定妊婦への支援 

予期せぬ妊娠などの特定妊婦の家庭への支援については、市区町村が中心 

となり、妊婦訪問指導や養育支援訪問事業における訪問支援や女性健康支援 

センター等における相談支援などにより、妊娠期から出産後の養育支援が必要

な妊婦を把握し、必要に応じて、要保護児童対策地域協議会（以下「要対協」

という。）において特定妊婦として支援対象に位置づけ、関係機関で情報共有

を行うなど出産後の支援の体制を整えておく必要がある。 

具体的には、予期せぬ妊娠、若年の妊娠、精神疾患、支援者の不在などの 

妊婦に関する情報が重要であり、母子保健部門としては、これらの情報を妊娠

の届出や子育て世代包括支援センターでの面談から得た情報、妊婦健康診査等

を契機に医療機関から提供された情報等を通じて的確に把握する。 

また、把握した情報については、必要に応じ、福祉部門や児童相談所と連携

して、必要な保健指導、保育所などの福祉サービスの提供、乳児院への入所、

里親委託、養子縁組等の社会的養護関連の制度についての情報提供を行うなど、

関係機関が役割分担を行い継続的な支援を行う。 

特に定期的に妊婦健康診査を受けていない妊婦については、特定妊婦になり

得る可能性が高い一方で、市町村のみでは状況を把握できない場合もあること

から、「３．（４）要支援児童等に関する情報提供」に記載の事項にも留意し、

医療機関等と連携の上、積極的な把握、受診勧奨、早期の支援に努められたい。 

 

（主な通知） 

〇妊娠期からの妊娠・出産・子育て等に係る相談体制等の整備について（平成 23 年 7 月

27 日付雇用均等・児童家庭局総務課長、家庭福祉課長、母子保健課長） 

〇「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第９次報告）」を踏まえた対応

について（平成 25 年７月 25 日付厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、母子保健

課長） 

○児童福祉法等の一部を改正する法律の公布について（平成 28年 6月 3日付厚生労働省

雇用均等・児童家庭局長） 

○子育て世代包括支援業務センターガイドライン（平成 29年 8月 1日付厚生労働省子ど

も家庭局母子保健課長） 
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（２）乳幼児健康診査、予防接種を受けていない家庭等への支援 

 乳幼児健康診査、予防接種や新生児訪問は、子どもの健康状態や母親等の育

児の悩み等について確認できる機会であることから、これらの機会を積極的に

活用して、子どもや家庭の状況の把握に努めること。 

また、乳幼児健康診査等を受けていない家庭に対しては、電話、文書、家庭

訪問等により、受診等に結びつけるよう努めること。受診等の勧奨に対し、拒

否する又は反応のない場合等には、市町村の児童福祉担当部門と母子保健担当

部門が連携して、関係機関から情報を集め、安全確認等の必要性について検討

し、必要な場合には、児童の状況の確認に努めること。 

また、児童の状況が確認できない場合や、必要な支援について検討すべきと

思われる場合には、要対協へのケース登録を行うなど、児童相談所や関係機関

と連携して対応すること。なお、保育所等に所属していない乳幼児の場合には、

特に留意し早期に対応する必要がある。 

更に、転入家庭が未受診等である場合には、前居住地の市町村から転居前の

家庭の状況や過去の受診状況等を確認した上で、継続的な支援の必要性を検討

すること。他方、未受診等の家庭が対応中に転居したことを把握した場合には、

転居先の市町村へ情報提供し、継続した支援を依頼すること。 

なお、本通知とは別途、「養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援の

更なる徹底について」（平成 30 年７月 20 日付厚生労働省子ども家庭局家庭福

祉課長、母子保健課長）も発出されているところであり、未受診の家庭等への

対応については万全を期すこと。 

  

（３）育児不安等を抱える保護者への支援 

核家族化、地域のつながりの希薄化等により、地域において妊産婦やその家

族を支える力が弱くなってきており、妊娠・出産・子育てに係る不安や負担が

増えてきている。児童虐待の予防の観点からも、妊婦健康健査や産婦健康診査

の結果、支援が必要と認められる妊産婦に対しては、産前・産後サポート事業

や産後ケア事業などを通じて必要な支援を行うこと。 

また、乳幼児健康診査の場においては、母親の育児不安や親子関係の状況等

の把握に努め、育児不安等の軽減をはかるとともに安心して子育てができるよ

う必要な支援を行うこと。 

 

（４）要支援児童等に関する情報提供 

心中以外の虐待による子どもの死亡事例については、０歳児の割合が約４割

を占めており、この背景としては、母親が妊娠期から一人で悩みを抱えている

ケースや、精神疾患、産前産後の心身の不調、家庭環境の問題などがあると考
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えられている。一方で、妊娠の届出がなく母子健康手帳が未交付である、妊婦

健康診査が未受診であるといった妊婦については、市町村で状況が把握できな

い場合がある。 

  こうした課題に対応するためには、妊婦等自身からの相談を待つだけでな

く、特定妊婦に積極的にアプローチすることが必要であり、その前提として、

そうした妊婦等を把握しやすい機関等からの連絡を受けて、市町村がその状況

を把握し、妊娠期からの必要な支援につなぐことが重要である。 

  そうした中、平成 28 年の「児童福祉法等の一部を改正する法律」により新

しく規定された改正児童福祉法第 21 条の 10 の５において、要支援児童等に日

頃から接する機会が多い、病院、診療所、児童福祉施設及び学校等が、要支援

児童等と思われる者を把握した場合には、当該者の情報を現在地の市町村に提

供するよう努めなければならないこととされており、関係機関からの情報提供

を基に、早い段階から市町村の支援につなげていくことが期待されている。各

地方自治体におかれては、改めて、当該規定の趣旨について認識するとともに

関係機関との情報共有等を密に行い、児童虐待の早期発見、早期対応等に向け

た取組の一層の推進を図ることとする。 

なお、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号。以下「個人情

報保護法」という。）との関係については、別途発出されている「要支援児童等

（特定妊婦を含む）の情報提供に係る保健・医療・福祉・教育等の連携の一層

の推進について」（平成 30 年７月 20 日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長、

母子保健課長）おいて示しているとおり、関係機関が要支援児童等に関する知

り得た情報を市町村に提供することは、個人情報保護法第 16 条第３項第１号及

び第 23 条第１項第１号に規定する「法令に基づく場合」に該当し、例外的に、

本人の同意を得ないで情報を提供しても個人情報保護法違反にならないことに

留意されたい。 

 

（参考） 

○児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）（抄） 

第 21 条の 10 の５ 病院、診療所、児童福祉施設、学校その他児童又は妊産婦 

の医療、福祉又は教育に関する機関及び医師、看護師、児童福祉施設の職員、 

学校の教職員その他児童又は妊産婦の医療、福祉又は教育に関連する職務に 

従事する者は、要支援児童等（＊１）と思われる者を把握したときは、当該 

者の情報をその現在地の市町村に提供するよう努めなければならない。 

② 刑法の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前項の 

規定による情報の提供をすることを妨げるものと解釈してはならない。 
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  （＊１）要保護児童、要支援児童及び特定妊婦の定義 

    【児童福祉法第６条の３第５項及び第８項】 

     ・要保護児童：保護者のない児童又は保護者に監護させることが不

適当であると認められる児童 

     ・要支援児童：保護者の養育を支援することが特に必要と認められ

る児童（要保護児童を除く。） 

     ・特定妊婦：出産後の養育について出産前において支援を行うこと

が特に必要と認められる妊婦 

 

○個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）（抄） 

（利用目的による制限） 

第十六条 個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の

規定により特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取

り扱ってはならない。 

２ 個人情報取扱事業者は、合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者

から事業を承継することに伴って個人情報を取得した場合は、あらかじめ本

人の同意を得ないで、承継前における当該個人情報の利用目的の達成に必要

な範囲を超えて、当該個人情報を取り扱ってはならない。 

３ 前二項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 

一 法令に基づく場合 

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人 

の同意を得ることが困難であるとき。 

三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場 

合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。 

四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める 

事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同 

意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

 

（第三者提供の制限） 

第二十三条 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ

本人の同意を得ないで、個人データを第三者に提供してはならない。 

一 法令に基づく場合 

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人 

の同意得ることが困難であるとき。 

三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場 

合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。 
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四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める 

事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同 

意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

２～５ （略） 

 

４．関係機関の役割と連携強化 

（１）医療機関（産婦人科、精神科、小児科、歯科等の病院、診療所及び助産

所） 

 養育支援が必要な家庭を発見し、早期からの支援につなげるため、医療機関

（産婦人科、精神科、小児科、歯科等の妊婦や児童、養育者が受診する医療機

関）と積極的に連携し、医療機関から情報提供を受けることが重要である。 

医療機関と連携するに当たっては、医療機関が虐待事案に限らず養育支援が

必要な家庭について幅広く相談支援ができるよう、日頃からの市町村の関係部

門とともに連携体制や関係を構築し、医療機関から一方的に情報提供を受ける

だけでなく、必要な情報の共有を行い、児童の適切な養育環境の確保や養育者

の育児負担の軽減のために必要な支援を協議し、適切な役割分担のもとで協働

することが必要である。 

また、必ずしも全ての医療機関で虐待を疑う事例を数多く経験したり、院内

の虐待対応の体制が整備されているわけではないため、都道府県及び市町村が、

児童虐待防止医療ネットワーク事業等を活用することにより、地域の医療機関

が虐待対応の体制を整え、市町村や児童相談所と連携体制を構築できるように

支援することも必要である。 

そのため、必要に応じ、関係部門等と連携の上、地域の医療機関に対し、児

童虐待が疑われる場合の対応や、要対協の役割、医療機関の参画の意義、特定

（主な通知） 

〇「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第８次報告）」を踏まえた対

応について（平成 24 年７月 26 日付厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、母子

保健課長） 

○児童虐待の防止等のための医療機関との連携強化に関する留意事項について（平成

24 年 11 月 30 日付厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、母子保健課長通知） 

〇養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援の更なる徹底について（平成 30年７

月 20日付厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長、母子保健課長） 

〇要支援児童等（特定妊婦を含む）の情報提供に係る保健・医療・福祉・教育等の連

携の一層の推進について（平成 30 年７月 20 日付厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課

長、母子保健課長） 

＜145＞



10 

 

妊婦への支援の必要性、養育支援訪問事業等の子育て支援等について、情報提

供や研修会の開催などにより周知し、理解が進むよう努めること。 

 

（２）地方自治体 

①市町村母子保健部門等の役割 

妊娠の届出及び母子健康手帳の交付、低体重児の届出、新生児の訪問指導、

乳幼児健康診査などに携わる市町村の母子保健部門は、広く妊産婦、乳幼児

及びその保護者等と接触する機会が多いことから、以下のことに留意して取

り組むこと。 

ア 妊娠の届出及び母子健康手帳の交付時には、保健師や助産師等が妊 

婦の身体的・精神的・経済的状態などの把握に努めるとともに、母子保

健施策以外の経済的問題や里親制度等に関する相談については、ひとり

親担当や生活保護、児童相談所等の適切な窓口等を紹介すること。  

イ 乳幼児健康診査では、疾病、運動機能、視聴覚等の障害、精神発達の

遅滞等障害を持った子どもを早期に発見し、適切な指導を行い、心身障

害の進行を未然に防止するとともに、生活習慣の自立、むし歯の予防、

幼児の栄養及び育児に関する指導を行い、もって子どもの健康の保持及

び増進を図ること。また、家族の育児面での情緒を養い、子どもに対す

る虐待防止等が図られるよう、十分留意した指導を行うこと。 

ウ また、平成 28 年度に母子保健法の一部を改正し、母子保健施策は子

ども虐待の予防や早期発見に資するものであることに留意するよう明

確化された。このため、乳幼児健康診査等の様々な機会・事業を通じて、

特定妊婦及び要支援児童の把握に努め、母子保健施策が児童虐待の予防

や早期発見に資するものであることに留意し、母子保健施策と児童虐待

防止施策との連携により努めること。 

エ 特定妊婦及び要支援児童と判断される場合には、要対協に情報提供 

を行うとともに、その支援方針等について共に協議し、継続的な支援を

行うこと。 

 

特に、子育て世代包括支援センターにおいては、妊産婦及び乳幼児等の実情

を把握すること、妊娠・出産・子育てに関する各種の相談に応じ、必要な情報

提供・助言・保健指導を行うこと、支援プランを策定すること、保健医療又は

福祉の関係機関との連絡調整を行うことが必須の事業とされており、広く妊産

婦、乳幼児及びその保護者等と接触する機会が多いことから、以下のことに留

意して取り組むこと。 

ア 妊娠の届出及び母子健康手帳の交付時には、保健師や助産師等が妊 
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婦の身体的・精神的・経済的状態などの把握に努めるとともに、母子保

健施策以外の経済的問題や里親制度等に関する相談については、ひとり

親担当や生活保護、児童相談所等の適切な窓口等を紹介すること。 

イ 母子健康手帳の交付等の母子保健施策は乳幼児に対する虐待の予防

や早期発見に資するものであることに留意するよう、母子保健法上も明

確化されたことを踏まえ、様々な機会・事業を通じて、特定妊婦及び要

支援児童の把握に努めること。 

ウ 特定妊婦及び要支援児童と判断される場合には、協議会に情報提供を

行うとともに、その支援方針等について協議し、継続的な支援を行うこ

と。 

 

   なお、子育て世代包括支援センターは、母子保健部門と子育て支援部門

が一体的に支援することとしており、これを踏まえた設置の推進を図られた

い。一方で、市区町村子ども家庭総合支援拠点との連携については、それぞ

れに機能・役割等を考慮しつつ、責任の所在や連携部分を明らかにするなど、

適切な連携が進むよう留意いただきたい。 

 

 ②都道府県の役割 

都道府県は、地域における保健・医療・福祉・教育等の連携体制について、

状況を把握し、必要に応じて、市町村に対して助言及び援助を行うこと。ま

た、管内の各関係機関に対して実施に当たっての調整を行い、連携体制の整

備を推進すること。 

   さらに、市町村の取組状況に配慮しつつ、地域連携の好事例を把握して

他の地域や病院、診療所、児童福祉施設及び学校等に周知するなどして、

管内の各関係機関の要支援児童等への対応の水準の向上に努めること。 

 

（３）児童福祉施設（助産施設） 

助産施設は、保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により、入院

助産を受けることができない妊産婦を入所させて、助産を受けさせることを

目的とする施設であり、妊産婦等の出産前後の健康管理、母乳指導及び新生

児の保健指導等に対応することで、特定妊婦及び要支援児童を把握しやすい

立場にあるため、児童虐待の発生予防において重要な役割を担っていること

から、以下のことに留意して取り組むこと。 

ア 特定妊婦及び要支援児童と判断した場合は、必要な支援につなげるため

に、特定妊婦及び要支援児童が居住する市町村に相談し、情報提供を行う

こと。 
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イ 情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報提供の概要及

び特定妊婦、要支援児童が居住する市町村による支援を受けることが、当

該対象者の身体的・精神的負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説

明することが必要である。 

ウ なお、説明することが困難な場合においても、特定妊婦及び要支援児童

に必要な支援がつながるよう、特定妊婦及び要支援児童が居住する市町村

への情報提供に努めること。また、当該情報提供は、児童福祉法第 21 条

の 10 の５第１項の規定に基づくものであるため、同規定の趣旨に沿って

行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関する法律の規定に抵触す

るものではないことに留意されたい。 

エ 情報提供を適切に行うためには、職員一人ひとりの児童虐待の早期 発

見・早期対応の意識の向上を図るとともに、施設全体の共通認識の下に、

組織的に対応すること。 

オ 市町村をはじめとする関係機関とも密接な連携を図ることが必要であ

り、要対協との関係を深めるなど連携体制の構築に取り組むこと。特に、

具体的な支援策を協議する個別ケース検討会議には、積極的に参加し、関

わりをもつこと。 

 

（参考） 

○児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）（抄） 

第 21 条の 10 の５ 病院、診療所、児童福祉施設、学校その他児童又は妊産婦 

の医療、福祉又は教育に関する機関及び医師、看護師、児童福祉施設の職員、 

学校の教職員その他児童又は妊産婦の医療、福祉又は教育に関連する職務に 

従事する者は、要支援児童等と思われる者を把握したときは、当該 

者の情報をその現在地の市町村に提供するよう努めなければならない。 

② 刑法の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前項の 

規定による情報の提供をすることを妨げるものと解釈してはならない。 

 

 

（主な通知） 

〇「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第８次報告）」を踏まえた対応に

ついて（平成 24年７月 26 日付厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、母子保健課長） 

〇要支援児童等（特定妊婦を含む）の情報提供に係る保健・医療・福祉・教育等の連携の

一層の推進について（平成 30 年７月 20 日付厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長、母子

保健課長） 
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５．広報・周知啓発の徹底 

（１）虐待予防に向けた広報・啓発、若年者等に向けた養育や虐待予防に資す

る知識の普及 

「予期せぬ妊娠」、「養育能力の低さ」、「育児への不安」等が養育者に

よる虐待の背景にあることに鑑み、近い将来、親となる者に対しては、健康

教育事業や、両親学級等の集団指導の場等を通じて、自身の健康管理、子ど

もの行動や特徴、子どもとの接し方や育児の仕方を学ぶ機会を設けるほか、

虐待の類型や虐待になりうる行為等、虐待に関する知識を積極的に情報発信

して、虐待防止について考える機会を提供する取組を行うこと。  

思春期前後から年齢段階に応じて男女ともに、妊娠・出産・子育てに関し

ての知識の普及に努めること。特に、健康教育事業については、教育委員会

や学校とも連携の上、若年者に対して、女性の健康に関する知識の普及啓発

をはかること。 

さらに、子育て支援事業等の公的サービスやその活用方法についても併せ

て周知に努めることとし、周囲にいる家族や友人などが育児に悩んでいる場

合には、若年者自身が悩みを抱える家族や友人らを支援機関の支援につなげ

るよう児童虐待問題や支援事業等に関する理解を深めるための取組に努め

ること。  

 

（２）国民運動（健やか親子 21（第２次）） 

   健やか親子 21 は、20 世紀の母子保健の取組の成果を踏まえ、関係者・関

係機関・団体が一体となって母子保健に関する取組を推進する国民運動で

あり、21 世紀の母子保健の主要な取組を提示するビジョンである。当該計

画には３つの基盤課題と２つの重点課題があるところ、地域作りの観点で

「子どもの健やかな成長を見守り育む地域作り」を基盤課題の一つに設け、

児童虐待防止対策については、すべての子どもが健やかに成長できるよう

な社会を構築するという観点から重点課題の１つとされている。 

親が安心して子どもを産み育て、子どもが健やかに育つ社会を築くために、

地域や学校・企業等が協調しながらネットワークを作り、親子を温かく見守

り支える機運を社会全体で高めていくこと必要である。 

 

以上のように、①思春期前後からの知識の普及・啓発に取り組むこと、②

妊娠届出や母子健康手帳の交付時などに妊婦の状況を把握することにより、

妊娠期から関わり必要な支援を行うこと、③早期発見・早期対応には、新生

児訪問等の母子保健事業と関係機関の連携強化が必要であること、④子ども

の保護・支援、保護者支援の取組が重要である。特に、早期発見・早期対応
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のためには、妊娠期から保健分野と医療分野、福祉分野とで連携して取り組

むことで、より実効性のあるものとすることができると考えられる。 

 

（主な通知） 

〇「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第８次報告）」を踏まえた対応

について（平成 24 年７月 26 日付厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、母子保健

課長） 

〇「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第９次報告）」を踏まえた対応

について（平成 25 年７月 25 日付厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、母子保健

課長） 

○「「健やか 21（第２次）」について 検討会報告書」の送付、及びこれを踏まえた取組

の推進について（平成 26年 5月 13 日付厚生労働省雇用均等・児童家庭局長） 
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事  務  連  絡  

平成 30 年６月 28 日 

 

 

各都道府県・指定都市・中核市 

認定こども園担当課  

保育担当課 

私立幼稚園担当課 

各都道府県・指定都市教育委員会 

幼稚園担当課 

家庭教育支援担当課          御中 

附属幼稚園を置く各国公立大学法人学校事務主管課 

 

 

内 閣 府 子 ど も ・ 子 育 て 本 部 

参 事 官 （ 認 定 こ ど も 園 担 当 ） 

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局 保 育 課 

文部科学省初等中等教育局幼児教育課 

文部科学省生涯学習政策局男女共同参画学習課家庭教育支援室 

 

 

体罰によらない育児を推進するための啓発資材について 

 

 

 子ども・子育て支援施策等の推進については、日頃より格別の御尽力を賜り厚く御礼申

し上げます。 

 子どもたちの健やかな育ちが確保されるためには、虐待等の未然防止及び万が一虐待等

の事案が発生した場合の適切な対応が必要です。 

 つきましては、教育・保育施設において、体罰によらない育児を推進するための啓発資

材「子どもを健やかに育むために～愛の鞭ゼロ作戦～」（別紙事務連絡参照。以下「本啓発

資材」という。）等を活用し、 

・子どもの保護者等と接する機会を捉えた、当該保護者等に対する意識啓発 

・虐待等に関する職員の理解の促進 

・虐待等の未然防止及び適切な対応に向けた、関係機関との連携等の取組の検討 

等が行われるよう、本啓発資材の内容を十分御了知の上、関係部局と連携し、貴域内・管

内の市区町村関係部局・教育委員会及び関係機関・団体への周知を行うともに、本内容の

趣旨を踏まえて対応いただきますようお願いします。 
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  事 務 連 絡  

平成２９年５月１５日  

 

  都 道 府 県 

各 保健所設置市  児童福祉・母子保健主管部（局）御中 

  特  別  区 

 

 

                  厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課 

 

 

体罰によらない育児を推進するための啓発資材について 

 

母子保健行政の推進につきましては、かねてより格段の御配意を賜り、深く感謝申し上

げます。 

さて、このたび、平成２８年度 厚生労働科学研究費補助金 健やか次世代育成総合研究

事業（※１）により、体罰によらない育児を推進するための啓発資材「子どもを健やかに

育むために～愛の鞭ゼロ作戦～」（以下「本啓発資材」という。）が作成されました。本啓

発資材は、「児童福祉法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議」（平成２８年５月２

６日、参議院厚生労働委員会）による指摘（※２）を踏まえ、「子どものしつけには体罰が

必要」という誤った認識・風潮を社会から一掃することを目的として作成されたものです。 

つきましては、関係機関・団体の協力も得て、妊娠届出時の面談や、妊婦健康診査、産

婦健康診査、乳幼児健康診査、両親学級、育児相談等の様々な機会を捉えて本啓発資材を

活用していただき、児童虐待のリスクの有無にかかわらず、広く国民に対する意識啓発に

努めていただくようお願いいたします。また、各都道府県におかれましては、貴管内市町

村及び関係機関・団体へ本啓発資材を周知していただくようお願いいたします。 

なお、本啓発資材は、「健やか親子２１（第２次）」のホームページ（http://sukoyaka21.jp/poster）

に PDF 版と WORD 版の２種類を掲載しており、WORD 版については自治体名等を入力できる

ようになっています。両面印刷した上で、半分に折り、リーフレットとして御利用くださ

い。 

 

※１ 「妊産褥婦健康診査の評価および自治体との連携の在り方に関する研究」（研究代表者 立花良之） 

  「母子の健康改善のための母子保健情報利活用に関する研究」（研究代表者 山縣然太朗） 

※２ 「児童虐待を防止し子どもの健全な育成を図るため、子どもに対する有形力の行使は、子どもの精神あるいは

発達に様々な悪影響を及ぼし得るため基本的には不適切であることを周知徹底するなど、体罰によらない子育

てを啓発すること。」 
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子発 0720 第９号 

平成 30 年７月 20 日 

 

 

都 道 府 県 知 事 

各  指 定 都 市 市 長  殿 

  中 核 市 市 長 

 

 

厚生労働省子ども家庭局長 

 （公 印 省 略） 

 

 

 

「市町村子ども家庭支援指針」（ガイドライン）の一部改正について 

 

 

児童虐待防止対策の推進に当たって、平素よりご尽力を賜り感謝申し上げる。 

各市町村において、すべての子どもとその家庭及び妊産婦等を対象として、その

福祉に関し必要な支援に係る業務全般が適切に実施されるよう、「市町村子ども家庭

支援指針」（ガイドライン）（平成 29 年 3 月 31 日雇児発第 0331 第 47 号通知）を策定

し、管内の市町村並びに関係機関及び関係団体等に周知しているところであるが、

本年３月に東京都目黒区で発生した児童虐待事案を受けて、本日、児童虐待防止

対策に関する関係閣僚会議において決定された「児童虐待防止対策の強化に向け

た緊急総合対策」（平成 30 年７月 20 日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決

定）を踏まえ、今般、上記通知の一部を別紙新旧対照表のとおり改正し、本日から適

用することとしたので通知する。 

 なお、都道府県におかれては、管内市町村（特別区を含む。）に対して周知いただ

きたい。 

＜155＞

NKARR
テキストボックス
別添11




「市町村子ども家庭支援指針」（ガイドライン）新旧対照表 

 

改正後 改正前 

第１章（略） 

 

第２章 子ども家庭支援における市町村（支援拠点）の具体的な業    

務 

第１節・第２節（略） 

第３節 要支援児童及び要保護児童等並びに特定妊婦等への支援業務 

１．・２．（略） 

３．相談・通告直後の対応 

(1) 初期対応の重要性 

相談・通告の中には、子ども虐待による子どもの生命に関わる

問題が含まれているため、迅速かつ的確な初期対応を行うことが

重要である。その際、来談者の相談内容（主訴）と支援の対象と

すべきと考える問題が異なる場合があることに留意して対応す

る。 

また、虐待通告を受けた場合であって、安全確認を必要と判断

される事例については、速やかに、緊急性など個々の事例の状況

に応じて、安全確認の実施時期、方法、児童相談所への送致の要

否等の判断を要するため、緊急受理会議前に事前調査を行う。な

お、安全確認は、単に命が守られているだけではなく、心身の安

全が守られているかを確認することであり、子どもの権利が守ら

れているかの判断につながるものである。 

また、安全確認は、市町村（支援拠点）職員又は当該市町村が

依頼した者により、子どもと直接会う（目視する）ことにより行

うことを基本とし、他の機関によって把握されている状況等を勘

第１章（略） 

 

第２章 子ども家庭支援における市町村（支援拠点）の具体的な業    

務 

第１節・第２節（略） 

第３節 要支援児童及び要保護児童等並びに特定妊婦等への支援業務 

１．・２．（略） 

３．相談・通告直後の対応 

(1) 初期対応の重要性 

相談・通告の中には、子ども虐待による子どもの生命に関わる

問題が含まれているため、迅速かつ的確な初期対応を行うことが

重要である。その際、来談者の相談内容（主訴）と支援の対象と

すべきと考える問題が異なる場合があることに留意して対応す

る。 

また、虐待通告を受けた場合であって、安全確認を必要と判断

される事例については、速やかに、緊急性など個々の事例の状況

に応じて、安全確認の実施時期、方法、児童相談所への送致の要

否等の判断を要するため、緊急受理会議前に事前調査を行う。な

お、安全確認は、単に命が守られているだけではなく、心身の安

全が守られているかを確認することであり、子どもの権利が守ら

れているかの判断につながるものである。 

また、安全確認は、市町村（支援拠点）職員又は当該市町村が

依頼した者により、子どもと直接会う（目視する）ことにより行

うことを基本とし、他の機関によって把握されている状況等を勘

（別添） 
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案し緊急性に乏しいと判断されるケースを除き、通告受理後、自

治体ごとに定めた所定時間内に実施することとする。当該所定時

間は、自治体ごとに、地域の実情に応じて設定することとする

が、迅速な対応を確保する観点から、「48 時間以内とする」こと

が望ましい。 

なお、通告受理後、48時間以内に対象となる子どもの目視確認が

できず、関係機関においても安全確認が行えないケースについて

は、児童福祉法第 25 条の７第１項第１号及び同条第２項第１項第

１号に基づく児童相談所への事案送致を行うこと。 

また、子ども虐待の対応に当たっては、児童相談所との連携が

重要であるため、初期対応のあり方等について、あらかじめ児童

相談所と協議しておくことが適当である。 

(2)～(4) （略） 

４．～10．（略） 

11．転居への対応  

(1) 支援を行っている家庭が他の自治体に転出する際には、連携を図

りつつ対応してきた関係機関等に連絡するとともに、児童福祉法第 

25 条等に基づき、転出先の自治体を管轄する市町村等に通告し、

ケースを移管する。この通告に関する取扱いについては、「３(1)初

期対応の重要性」を参照すること。 

ケース移管に当たっては、移管元の市町村は、支援を行っていた

家庭の転出先やこれまでの対応状況など必要な情報を提供するな

ど、移管先の市町村等と十分に連携を図ることが必要である。転居

の場合、子どもへの権利侵害に関する危機感が伝わらない危険が高

いことを意識し、必要に応じて児童相談所も同席の上で引継ぎを行

うこととし、できる限り移管先の担当者とコミュニケーションをと

って詳細な調査の結果や判断を伝えるとともに、移管先の担当者の

氏名やどのような内容を報告したのかを記録に残すべきである。さ

案し緊急性に乏しいと判断されるケースを除き、通告受理後、自

治体ごとに定めた所定時間内に実施することとする。当該所定時

間は、自治体ごとに、地域の実情に応じて設定することとする

が、迅速な対応を確保する観点から、「48 時間以内とする」こと

が望ましい。 

 

 

 

 

また、子ども虐待の対応に当たっては、児童相談所との連携が

重要であるため、初期対応のあり方等について、あらかじめ児童

相談所と協議しておくことが適当である。 

(2)～(4) （略） 

４．～10．（略） 

11．転居への対応 

(1) 支援を行っている家庭が他の自治体に転出する際には、連携を

図りつつ対応してきた関係機関等に連絡するとともに、児童福祉

法第 25 条等に基づき、転出先の自治体を管轄する市町村等に通

告し、ケースを移管する。移管に当たっては、当該家庭の転出先

やこれまでの対応状況など必要な情報を提供するなど、移管先の

市町村等と十分に連携を図ることが必要である。転居の場合、子

どもへの権利侵害に関する危機感が伝わらない危険が高いことを

意識し、できる限り移管先の担当者とコミュニケーションをとっ

て詳細な調査の結果や判断を伝えるとともに、移管先の担当者の

氏名やどのような内容を報告したのかを記録に残すべきである。  
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らに、必要に応じて、移管先の市町村等において移管先の児童相談

所に引継ぎ状況の確認を行うこと。 

また、移管元の市町村の要保護児童対策地域協議会において、対

象となる子どものケース管理を行っていた場合は、移管先の市町村

の要保護児童対策地域協議会においてもケース登録し、関係機関の

連携・協力の下、必要な援助を継続すること。その際、自治体間の

認識の差をなくす観点から、移管先の市町村は、ケース移管後、少

なくとも１か月間は移管元の市町村の支援方針を継続し、１か月を

経過した時点で、移管先の市町村は新たな環境下での家族の状況等

をアセスメントし、支援方針を継続するか否かを判断すること。 

第４節～第６節（略） 

 

第３章・第４章（略） 

 

第５章 関係機関等との連携 

第１節～第 13 節（略） 

第 14 節 警察等との関係 

１．（略） 

２．要保護児童（虐待を受けたと思われる子どもを含む。）への対応 

(1) 警察と市町村間の情報共有及び連携 

市町村（支援拠点）が通告・相談等により把握した虐待事案の

うち、刑事事件として立件の可能性があると考えられる重篤な事

案、保護者が子どもの安全確認に強く抵抗を示すことが予想され

る事案等については、早急に子どもの安全を確保するため、警察

及び児童相談所と情報共有を図り、連携して対応することが重要

であり、以下の①に該当する情報については、警察への情報提供

を徹底する。また、児童相談所においては、②及び③に該当する

情報についても警察へ情報提供を行うこととしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節～第６節（略） 

 

第３章・第４章（略） 

 

第５章 関係機関等との連携 

第１節～第 13 節（略） 

第 14 節 警察等との関係 

１．（略） 

２．要保護児童（虐待を受けたと思われる子どもを含む。）への対応 

(1) 警察と市町村間の情報共有及び連携 

市町村（支援拠点）が通告・相談等により把握した虐待事案の

うち、刑事事件として立件の可能性があると考えられる重篤な事

案、保護者が子どもの安全確認に強く抵抗を示すことが予想され

る事案等については、早急に子どもの安全を確保するため、警察

及び児童相談所と情報共有を図り、連携して対応する。 
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① 虐待による外傷、ネグレクト又は性的虐待があると考えられ

るなど、「子ども虐待対応の手引き」第５章の「一時保護決定に

向けてのアセスメントシート」の基準に準拠して、アセスメン

トシートの①から⑤までのいずれかに該当する事案に関する情

報。また、①から⑤までに具体的に記載しているもののほか、

頭蓋内出血、骨折、内臓損傷又は熱湯、たばこ、アイロン等に

よる火傷がある事案、凶器を使用し子どもの生命に危険を及ぼ

す可能性があった事案、身体拘束、監禁又は夏期の車内放置を

した事案並びに異物又は薬物を飲ませる行為があった事案につ

いては、危険性が高いことから、情報共有の徹底を図ること。

ただし、アセスメントシートの①のみに該当する場合又は④中

の「乳幼児」のみに該当する場合には他の情報も勘案し、総合

的に判断すること。 

このほか、アセスメントシートの①から⑤までに該当しない

が、⑥から⑧までのいずれかに該当する事案である場合は、虐

待が深刻化する可能性もあることから、支援を行う中で必要に

応じて警察との情報共有を検討すること。 

② 児童相談所が通告受理した事案のうち、通告受理後、子どもと

面会ができず、48 時間以内に児童相談所や関係機関において子

どもの安全確認ができない事案に関する情報。ただし、他の関係

機関によって把握されている状況等を勘案し、緊急性に乏しいと

判断される場合、災害時など児童相談所等が 48 時間以内に子ど

もの安全確認が行えないやむを得ない理由がある場合は除く。 

上記に関わらず、保護者が子どもの安全確認に強く抵抗を示し

ている場合、通告時点で既に関係機関等による子どもの安全確認

が一定期間行うことができていない場合など、緊急性が高いと判

断される場合には、48 時間を待たずに直ちに警察との情報共有

を検討すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜159＞



③ 児童虐待に起因した一時保護又は施設入所・里親委託等の措

置をしている事案であって、当該措置を解除し、家庭復帰する

ものに関する情報。 

このため、市町村（支援拠点）において、このような事案を把

握した場合は、警察及び児童相談所への情報提供を行うととも

に、警察及び児童相談所が保有している当該子ども及び保護者に

係る情報についても提供を求めるなど、迅速かつ確実に情報共有

を行う。 

(2) （略） 

(3) 要保護児童対策地域協議会における連携 

      現在、市町村に設置された多くの要保護児童対策地域協議会に

おいて、警察署が構成機関として参画しているが、警察署が要保護

児童対策地域協議会の構成員となっていない自治体においては、

構成員となるよう働きかけること。また、要保護児童対策地域協議

会のうちケースの進行管理等を行う実務者会議への警察署の参加

が必ずしも十分ではない状況が見受けられる。虐待事案について

は、事案の軽重を問わず、日頃から子どもと接する機会の多い医療

機関、児童福祉施設、学校、警察等関係機関において積極的に情報

共有がなされ、協働・連携・役割分担を図りつつ支援が行われるこ

とが効果的であるため、代表者会議のみならず、支援を行っている

ケースについて定期的な状況のフォローを行う実務者会議や個別

ケースについて具体的な支援の内容等を検討する個別ケース検討

会議についても必要に応じて構成員として警察の参画を求め、警

察との情報交換、意見交換が積極的に行われるよう努めること。 

３．～５．（略） 

第 15 節～第 22節（略） 

第６章・第７章（略） 

 

 

 

このため、市町村（支援拠点）において、このような事案を把

握した場合は、警察及び児童相談所への情報提供を行うととも

に、警察及び児童相談所が保有している当該子ども及び保護者に

係る情報についても提供を求めるなど、迅速かつ確実に情報共有

を行う。 

(2) （略） 

(3) 要保護児童対策地域協議会における連携 

    現在、市町村に設置された多くの要保護児童対策地域協議会に

おいて、警察署が構成機関として参画しているが、要保護児童対

策地域協議会のうちケースの進行管理等を行う実務者会議への警

察署の参加が必ずしも十分ではない状況が見受けられる。虐待事

案については、事案の軽重を問わず、日頃から子どもと接する機

会の多い医療機関、児童福祉施設、学校、警察等関係機関におい

て積極的に情報共有がなされ、協働・連携・役割分担を図りつつ

支援が行われることが効果的であるため、特にケースの進行管理

等を行う実務者会議について、必要に応じて警察署の参画を求

め、情報共有、意見交換等を行う。 

 

 

 

 

３．～５．（略） 

第 15 節～第 22節（略） 

第６章・第７章（略） 
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府 子 本 第 7 6 0 号 

30 文科初第 601 号 

子 発 0720 第 ８ 号 

平成 30 年７月 20 日 

 

 

   都 道 府 県 知 事 

   都 道 府 県 教 育 委 員 会 教 育 長 

  指 定 都 市 市 長   

   指 定 都 市 教 育 委 員 会 教 育 長 

各  児 童 相 談 所 設 置 市 市 長  殿 

   附属学校を置く国立大学法人学長 

   附属学校を置く公立大学法人学長 

   小中高等学校を設置する学校設置会社を 

所管する構造改革特別区域法第 12 条 

第 1 項の認定を受けた地方公共団体の長 

 

 

内閣府子ども・子育て本部統括官 

（公印省略） 

文部科学省初等中 等教育局長 

（公印省略） 

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局 長 

（公印省略） 

 

 

学校、保育所、認定こども園及び認可外保育施設から市町村又は児童相談所への定期

的な情報提供について 

 

 児童虐待については、児童相談所への児童虐待相談対応件数が年々増加の一途をたど

っており、重篤な児童虐待事件も後を絶たないなど依然として深刻な社会問題となって

いる。 

こうした中、本年３月に東京都目黒区で発生した児童虐待事案を受けて、６月 15 日

に「児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議」が開催され、子どもの命を守ることを何

より第一に据え、すべての行政機関が、あらゆる手段を尽くすよう、緊急に対策を講じ

ることとされたことを受けて、本日、「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」
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がとりまとめられたところである。 

本通知は、「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」に基づき、学校、保育

所等と市町村、児童相談所との連携の推進を図るため、「学校、保育所、認定こども園

及び認可外保育施設から市町村又は児童相談所への定期的な情報提供に関する指針」

（別添）を定め、一層推進すべき取組として周知徹底を図るものであるので、適切な運

用を図られたい。 

都道府県においては管内市区町村及び関係機関へ、都道府県教育委員会・指定都市教

育委員会においては管内市区町村教育委員会、所管の学校及び関係機関へ、指定都市・

児童相談所設置市においては関係機関へ、附属学校を置く国立大学法人及び公立大学法

人学長においては附属学校へ、構造改革特別区域法第 12 条第１項の認定を受けた地方

公共団体の長においては認可した学校へそれぞれ周知いただきたい。 

なお、「学校及び保育所から市町村又は児童相談所への定期的な情報提供について」

（平成 22年３月 24 日付け厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）及び「学校等から

市町村又は児童相談所への定期的な情報提供について」（平成 22 年３月 24 日付け文部

科学大臣政務官通知）については廃止する。 

また、本通知は地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245 条の４第１項の規定に基

づく技術的助言であることを申し添える。 
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学校、保育所、認定こども園及び認可外保育施設から市町村又は児童相談所への定期

的な情報提供に関する指針 

 

 

１ 趣旨 

 

 本指針は、学校、保育所、認定こども園及び認可外保育施設（児童福祉法（昭和

22 年法律第 164 号）第 59 条の２第１項に規定する施設をいう。以下同じ。）（以下

「学校・保育所等」という。）から市町村又は児童相談所（以下「市町村等」という。）

への児童虐待防止に係る資料及び情報の定期的な提供（以下「定期的な情報提供」と

いう。）に関し、定期的な情報提供の対象とする児童、情報提供の頻度・内容、依頼

の手続等の事項について、児童虐待の防止等に関する法律（平成 12 年法律第 82 号。

以下「虐待防止法」という。）第 13 条の４の規定に基づく基本的な考え方を示すもの

である。 

 

 

２ 定期的な情報提供の対象とする児童 

 

（１） 市町村が情報提供を求める場合 

要保護児童対策地域協議会（児童福祉法第 25 条の２に規定する要保護児童対

策地域協議会をいう。以下「協議会」という。）において、児童虐待ケースとし

て進行管理台帳（注）に登録されており、かつ、幼稚園、小学校、中学校、高等

学校、中等教育学校、特別支援学校（以下「学校」という。）に在籍する幼児児

童生徒、保育所、認定こども園及び認可外保育施設に在籍する乳幼児（以下「幼

児児童生徒等」という。）を対象とする。 

 

（注）進行管理台帳とは、市町村内における虐待ケース等に関して、子ども及び保護者

に関する情報やその状況の変化等を記載し、協議会において絶えずケースの進行管

理を進めるための台帳であり、協議会の中核機関である調整機関において作成する

ものである。 

 

（２） 児童相談所が情報提供を求める場合 

児童相談所（児童福祉法第 12 条に規定する児童相談所をいう。以下同じ。）

が管理している児童虐待ケースであって、協議会の対象となっておらず、かつ、

学校・保育所等から通告があったものなど、児童相談所において必要と考える

幼児児童生徒等を対象とする。 

（別添） 
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３ 定期的な情報提供の頻度・内容 

 

（１） 定期的な情報提供の頻度 

 定期的な情報提供の頻度は、おおむね１か月に１回を標準とする。 

 

（２） 定期的な情報提供の内容 

 定期的な情報提供の内容は、上記２（１）及び（２）に定める幼児児童生徒

等について、対象期間中の出欠状況、（欠席した場合の）家庭からの連絡の有無、

欠席の理由とする。 

 

 

４ 定期的な情報提供の依頼の手続 

 

（１）市町村について 

    市町村は、上記２（１）に定める幼児児童生徒等について、当該幼児児童生徒

等が在籍する学校・保育所等に対して、対象となる幼児児童生徒等の氏名、上記

３（２）に定める定期的な情報提供の内容、提供を希望する期間等を記載した書

面を送付する。 

 

（２）児童相談所について 

    児童相談所は、上記２（２）に定める幼児児童生徒等について、当該幼児児童

生徒等が在籍する学校・保育所等に対して、対象となる幼児児童生徒等の氏名、

上記３（２）に定める定期的な情報提供の内容、提供を希望する期間等を記載し

た書面を送付する。 

 

 

５ 機関（学校・保育所等を含む。）間での合意 

 

（１）  上記４により、市町村等が学校・保育所等に対し、定期的な情報提供の依頼

を行う場合は、この仕組みが円滑に活用されるよう、市町村等と学校・保育所

等との間で協定を締結するなど、事前に機関の間で情報提供の仕組みについて

合意した上で、個別の幼児児童生徒等の情報提供の依頼をすることが望ましい

こと。 

 

（２）  協定の締結等による機関間での合意に際しては、本指針に掲げる内容を基本

としつつも、より実効性のある取組となるよう、おおむね１か月に１回程度を
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標準としている定期的な情報提供の頻度や、対象となる幼児児童生徒等の範囲

について、定期的な情報提供の内容をより幅広く設定するなど、地域の実情を

踏まえたものにすること。 

 

（３）  学校は、市町村等と協定の締結等により機関間での合意をしたときは、その

内容等を設置者である教育委員会、国立大学法人、都道府県私立学校主管部課

（以下「教育委員会等」という。）に対しても報告すること。 

 

 

６ 定期的な情報提供の方法等 

 

（１）情報提供の方法 

学校・保育所等は、市町村等から上記４の依頼文書を受けた場合、依頼のあ

った期間内において、定期的に上記３に定める定期的な情報提供を書面にて行

う。 

 

（２）教育委員会等への報告等 

 学校が市町村等へ定期的な情報提供を行った場合は、併せて教育委員会等に

対してもその写しを送付すること。また、市町村等へ定期的な情報提供を行う

に際しては、地域の実情に応じて教育委員会等を経由することも可能とする。 

 

 

７ 緊急時の対応 

 

  定期的な情報提供の期日より前であっても、学校・保育所等において、不自然な外

傷がある、理由不明又は連絡のない欠席が続く、対象となる幼児児童生徒等から虐待

についての証言が得られた、帰宅を嫌がる、家庭環境に変化があったなど、新たな児

童虐待の兆候や状況の変化等を把握したときは、定期的な情報提供の期日を待つこと

なく、適宜適切に市町村等に情報提供又は通告をすること。 

 

 

８ 情報提供を受けた市町村等の対応について 

 

（１） 市町村について 

①  学校・保育所等から上記６の定期的な情報提供又は上記７の緊急時における

情報提供を受けた市町村は、必要に応じて当該学校・保育所等から更に詳しく
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事情を聞くこととし、これらの情報を複数人で組織的に評価する。 

 なお、詳細を確認する内容としては、外傷、衣服の汚れ、学校での相談、健

康診断の回避、家庭環境の変化、欠席の背景、その他の虐待の兆候をうかがわ

せる事実を確認できた場合には当該事項等が考えられる。 

②  ①の評価を踏まえて、必要に応じて関係機関にも情報を求める、自ら又は関

係機関に依頼して家庭訪問を行う、個別ケース検討会議を開催するなど状況把

握及び対応方針の検討を組織として行う。 

③  対応が困難な場合には児童相談所に支援を求めるとともに、専門的な援助や

家庭への立入調査等が必要と考えられる場合は、速やかに児童相談所へ送致又

は通知を行う。 

④  協議会においては、市町村内における全ての虐待ケース（上記２（２）の場

合を除く。）について進行管理台帳を作成し、実務者会議の場において、定期的

に（例えば３か月に１度）、状況確認、主担当機関の確認、援助方針の見直し等

を行うことを徹底すること。 

 

（２） 児童相談所について 

①  児童相談所が学校・保育所等から上記６の定期的な情報提供又は上記７の緊

急時における情報提供を受けた場合 

ア 学校・保育所等から上記６の定期的な情報提供又は上記７の緊急時における

情報提供を受けた児童相談所は、必要に応じて当該学校・保育所等から更に詳

しく事情を聞くこととし、これらの情報について援助方針会議等の合議による

組織的な評価を行う。 

なお、詳細を確認する内容としては、外傷、衣服の汚れ、学校での相談、健

康診断の回避、家庭環境の変化、欠席の背景、その他の虐待の兆候をうかがわ

せる事実を確認できた場合には当該事項等が考えられる。 

   イ アの評価を踏まえて、必要に応じて関係機関にも情報を求める、自ら家庭訪

問を行う、個別ケース検討会議の開催を市町村に求めるなど状況把握及び対応

方針の検討を組織として行う。 

   ウ 必要に応じて立入調査、出頭要求、児童の一時保護等の対応をとる。 

②  市町村が学校、保育所及び認定こども園から上記６の定期的な情報提供又は

上記７の緊急時における情報提供を受けた場合 

市町村の求めに応じて積極的に支援するものとする。 

 

９ 個人情報の保護に対する配慮 

 

（１） 虐待防止法においては、児童相談所や市町村から児童虐待に係る情報の提供を
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求められた場合、地方公共団体の機関は情報を提供することができると従前から

規定されていた一方、児童虐待の兆しや疑いを発見しやすい立場にある民間の医

療機関、児童福祉施設、学校等は提供できる主体に含まれておらず、これらの機

関等が児童虐待に係る有益な情報を有しているような場合であっても、個人情報

保護や守秘義務の観点を考慮し、情報提供を拒むことがあった。 

児童虐待が疑われるケースについては、児童や保護者の心身の状況、置かれて

いる環境等の情報は、児童相談所や市町村において、児童の安全を確保し、対応

方針を迅速に決定するために必要不可欠であることから、「児童福祉法等の一部

を改正する法律」（平成 28 年法律第 63 号）においては、地方公共団体の機関に

加え、病院、診療所、児童福祉施設、学校その他児童の医療、福祉又は教育に関

係する機関や医師、看護師、児童福祉施設の職員、学校の教職員その他児童の医

療、福祉又は教育に関連する職務に従事する者（以下「関係機関等」という。）

も、児童相談所長等から児童虐待の防止等に関する資料又は情報の提供を求めら

れたときは、当該児童相談所長等が児童虐待の防止等に関する事務又は業務の遂

行に必要な限度で利用し、かつ、利用することに相当の理由があるときは、これ

を提供することができるものとされた。ただし、当該資料又は情報を提供するこ

とによって、当該資料又は情報に係る児童等又は第三者の権利利益を不当に侵害

するおそれがあると認められるときは、この限りでないとされた（虐待防止法第

13 条の４）。 

 

（２） このため、学校・保育所等から市町村等に対して、定期的な情報提供を行うに

当たって、「個人情報の保護に関する法律」（平成 15 年法律第 57 号。以下「個人

情報保護法」という。）第 16 条及び第 23 条においては、本人の同意を得ない限

り、①あらかじめ特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を取

り扱ってはならず、②第三者に個人データを提供してはならないこととされてい

る。しかしながら、「法令に基づく場合」は、これらの規定は適用されないこと

とされており、虐待防止法第 13 条の４の規定に基づき資料又は情報を提供する

場合は、この「法令に基づく場合」に該当するため、個人情報保護法に違反する

ことにならない。 

なお、地方公共団体の機関からの情報提供については、各地方公共団体の個人

情報保護条例において、個人情報の目的外利用又は提供禁止の除外規定として、

「法令に定めがあるとき」等を定めていることが一般的であり、虐待防止法第 13

条の４に基づく情報提供は「法令に定めがあるとき」に該当するため、条例にこ

のような除外規定がある場合には条例違反とはならないと考えられる。 

ただし、幼児児童生徒等、その保護者その他の関係者又は第三者の権利利益を

不当に侵害することのないよう十分な配慮の下、必要な限度で行わなければなら
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ないので留意すること。 

また、当該情報提供は、虐待防止法第 13 条の４の規定に基づくものであるた

め、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法（明治 40 年法律第 45 号）や関係

資格法で設けられている守秘義務規定に抵触するものではないことに留意され

たい。 

 

（３） 市町村が学校・保育所等から受けた定期的な情報提供の内容について、協議会

の実務者会議及び個別ケース検討会議において情報共有を図ろうとする際は、市

町村において、学校・保育所等から提供のあった情報の内容を吟味し、情報共有

すべき内容を選定の上、必要な限度で行うこと。 

また、協議会における要保護児童等に関する情報の共有は、要保護児童等の適

切な保護又は支援を図るためのものであり、協議会の構成員及び構成員であった

者は、正当な理由がなく、協議会の職務に関して知り得た秘密を漏らしてはなら

ないこととされているので、このことに十分留意し、協議会の適切な運営を図る

こと。 

 

 

１０ その他 

 

  市町村等が学校・保育所等以外の関係機関に状況確認や見守りの依頼を行った場合

にも、当該関係機関との連携関係を保ち、依頼した後の定期的な状況把握に努めるも

のとする。 
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児童虐待の防止等に関する法律（平成十二年法律第八十二号） 

 

（資料又は情報の提供） 

第十三条の四 地方公共団体の機関及び病院、診療所、児童福祉施設、学校その他児童の

医療、福祉又は教育に関係する機関（地方公共団体の機関を除く。）並びに医師、歯

科医師、保健師、助産師、看護師、児童福祉施設の職員、学校の教職員その他児童

の医療、福祉又は教育に関連する職務に従事する者は、市町村長、都道府県の設置

する福祉事務所の長又は児童相談所長から児童虐待に係る児童又はその保護者の心

身の状況、これらの者の置かれている環境その他児童虐待の防止等に係る当該児童、

その保護者その他の関係者に関する資料又は情報の提供を求められたときは、当該

資料又は情報について、当該市町村長、都道府県の設置する福祉事務所の長又は児

童相談所長が児童虐待の防止等に関する事務又は業務の遂行に必要な限度で利用し、

かつ、利用することに相当の理由があるときは、これを提供することができる。た

だし、当該資料又は情報を提供することによって、当該資料又は情報に係る児童、

その保護者その他の関係者又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると

認められるときは、この限りでない。 

（参考） 
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子 発 0 7 2 0 第 ９ 号 

平成 30 年７月 20 日 

 

 

  都 道 府 県 知 事 

各 指 定 都 市 市 長  殿 

  児童相談所設置市市長 

 

 

厚生労働省子ども家庭局長 

( 公 印 省 略 ) 

 

児童福祉法第 28 条に基づく審判前の勧告等について 

 

児童虐待については、「「児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議」の開催に

ついて」（平成 30 年６月 15 日付け子発 0615 第１号厚生労働省子ども家庭局長

通知）でお示ししたように、平成 30 年６月 15 日の「児童虐待防止対策に関す

る関係閣僚会議」において、子どもの命を守ることを何より第一に据え、全て

の行政機関が、あらゆる手段を尽くすよう、緊急に対策を講じることとされた

ことを受けて、本日、「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」（平成

30 年７月 20 日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定）が取りまとめられ

た。 

 児童虐待における司法関与については、「児童福祉法及び児童虐待の防止等に

関する法律の一部を改正する法律」（平成 29 年法律第 69 号。以下「改正法」と

いう。）が平成 30 年４月２日に施行され、虐待を受けている児童等の保護者に

対する指導への司法関与が強化等された。改正法の具体的な内容等については、

「児童相談所運営指針の改正について」（平成 30 年１月 12 日付け子発 0112 第

１号）及び「児童福祉法及び児童虐待の防止等に関する法律の一部を改正する

法律（平成 29 年法律第 69 号）の施行に係る Q＆Aの送付について」（平成 30 年

１月 12 日付け事務連絡）において示したところであるが、改正法のうち虐待を

受けている児童等の保護者に対する指導への司法関与については、在宅での養

育環境の改善にも資することから、下記の趣旨・概要及び指導勧告を求めるケ

ースについて、十分にご理解の上、活用するよう、児童相談所はじめ管内の市

区町村、関係機関、関係団体に対し改めて周知を図られたい。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項

の規定に基づく技術的助言である。 
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記 

 

１．趣旨・概要 

児童虐待を行った保護者等への指導の実効性を高めるため、家庭裁判所は、

児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号。以下「法」という。）第 28 条の規定

に基づく措置に関する承認の審判をする場合において、当該措置の終了後の

家庭その他の環境の調整を行うため当該保護者に対する指導措置を採ること

が相当であると認めるときは、都道府県等に対し、当該指導措置を採るよう

勧告することができること（法第 28 条第６項）に加え、以下ができることと

された。 

・ 措置に関する承認の申立てがあった場合は、都道府県等に対し、期限を

定めて、当該申立てに係る保護者に対する指導措置を採るよう勧告するこ

と（以下「審判前の勧告」という。）ができること（法第 28 条第４項） 

・ 審判前の勧告を行った場合において、措置に関する承認の申立てを却下

する審判をするときは、家庭その他の環境の調整を行うため当該勧告に係

る当該保護者に対する指導措置を採るよう勧告すること（以下「却下の審

判時の勧告」という。）ができること（法第 28 条第７項）。 

また、家庭裁判所は、これらの勧告を行ったときは、その旨を当該保護者

に通知するものとされた（法第 28 条第５項及び第８項）。 

このため、法第 28 条の規定に基づく措置に関する承認の申立て及び審判に

当たっては、それまでの保護者への指導状況を踏まえ、家庭裁判所に対して

これらの指導勧告を求める上申書を提出することとするか否か、検討を行う

こと。 

なお、具体的な上申書の提出時期、様式及び記載する内容、留意点等につ

いては、「児童相談所運営指針について」（平成２年３月５日付け児発第 133

号厚生省児童家庭局長通知）第４章第 10 節１(8)イ～エを参照とのこと。 

 

２．指導勧告を求めるケース 

(1) 審判前の勧告を求めるケース 

次の事例のように、保護者によるネグレクトが続いていたため家庭裁判

所へ承認の申立てを行ったが、家庭裁判所の勧告の下で実効性ある保護者

指導が行われれば、家庭での養育が可能と考えられる場合などが想定され

る。 

① 子どもの自宅が、物が散乱し、異臭がするなど、いわゆる「ゴミ屋敷」

になっているほか、電気、ガス等のライフラインが断続的に停止するな

ど、子どもの生活環境が著しく損なわれる不適切な養育状況が続いてい
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るが、保護者が対応・支援を拒否し続けている事例 

② 保護者のネグレクトを原因とする児童福祉法第 28 条に基づく親子分

離中に、一定期間保護者指導プログラムを受講している保護者につき、

プログラムの受講完了後、更に、プログラム受講の効果を見極めるため、

親子生活訓練室での宿泊や一時帰宅を実施する必要があると求めている

にもかかわらず、保護者はプログラムの受講が完了したらすぐに子ども

を帰宅させるよう主張し続けており、児童福祉法第 28 条第２項ただし書

に基づく更新の審判に当たって、このような状態が続く限りは親子分離

を続けざるを得ない事例 

(2) 承認の審判時の勧告を求めるケース 

次の事例のように、保護者の行為が子どもの福祉を害していることを保

護者に認識させるために客観的な立場からの指摘が有効であると考えられ

る場合などが想定される。 

① 保護者が虐待等を認めず、児童相談所による指導が進まない事例 

② 保護者がしつけと称して自らの暴力の原因が子どもにあると主張する

事例 

③ 保護者の虐待等の結果として子どもが深夜はいかい、家出等を繰り返

している場合であって保護者に虐待に対する認識を改めさせる必要があ

る事例 

(3) 却下の審判時の勧告を求めるケース 

却下の審判時の勧告は、審判前の勧告が行われた場合において、審判後

も引き続き家庭裁判所の勧告に基づく実効性ある保護者指導を行うことが

有効であると考えられるときに審判前の勧告と同様の勧告を求めることが

想定される。 

＜172＞



雇児総発0309第１号

平成２４年３月９日

都 道 府 県

各 指 定 都 市 児童福祉主管部（局）長 殿

児童相談所設置市

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長

「児童相談所長又は施設長等による監護措置と親権者等との関係に関する

ガイドライン」について

「民法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第61号）については、平成24年４

月１日から施行されるが、これにより、児童福祉法（昭和23年法律第164号）におい

て、児童等の親権者等が、児童相談所長や児童福祉施設の長、里親等が行う監護、教

育及び懲戒に関する措置を不当に妨げてはならないことが明確化されたことから、今

後、児童相談所等では、これを根拠とした対応により、児童の安定した監護を図るこ

とが望まれる。

ついては、児童相談所等における対応に資するよう、親権者等による「不当に妨げ

る行為」に関する考え方について別添「児童相談所長又は施設長等による監護措置と

親権者等との関係に関するガイドライン」を策定したので通知する。

貴職におかれては、同ガイドラインの内容を御了知の上、管内の児童相談所並びに

市町村及び児童福祉施設等の関係機関に周知いただくとともに、その運用に遺漏のな

いようお願いする。

なお、本通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４第１項の規定に

基づく技術的助言であることを申し添える。
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（別添）

児童相談所長又は施設長等による監護措置と親権者等との関係に関するガイドライン

１ 趣旨

「民法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第61号）による改正後の児童福

祉法（昭和22年法律第164号）第33条の２では、児童相談所長は、一時保護を加え

た児童について、また、改正後の同法第47条では、児童福祉施設の施設長、小規模

住居型児童養育事業における養育者又は里親（以下「施設長等」という。）は、入

所中又は受託中の児童等について、親権を行う者又は未成年後見人（以下「親権者

等」という。）のあるものであっても、監護、教育及び懲戒に関し、その児童等の

福祉のため必要な措置（以下「監護措置」という。）をとることができ、児童等の

親権者等は、当該監護措置を不当に妨げてはならないと規定された。

これらの規定に基づき、児童相談所長又は施設長等は、自らがとる監護措置につ

いて親権者等から不当に妨げる行為があった場合には、当該行為にかかわらず、児

童の利益を保護するために必要な監護措置をとることができる。

これらを踏まえ、今後、児童相談所長又は施設長等による監護措置を親権者等が

不当に妨げ、児童等の安定した監護に支障が生じる場合には、児童相談所長又は施

設長等は、これらの規定を根拠として親権者等への対応に当たることにより、児童

等の安定した監護を図ることが望まれる。

このため、児童相談所、児童福祉施設、里親等における対応に資するよう、親権

者等による「不当に妨げる行為」に関する考え方、対応方法等について示すもので

ある。

なお、以下では、措置延長されている18歳以上の未成年者を含めて単に「児童」

という。

２ 不当に妨げる行為の事例

「不当に妨げる行為」の事例としては次に掲げるものが想定される。児童福祉施

設、里親等においてこれらへの該当性の判断に迷う場合には、児童相談所が相談、

助言等の援助を行い、児童の福祉の観点から適切な対応をとる。

(1) 態様、手段が適切でない場合

親権者等が一時保護中、施設入所中又は里親等委託中の児童に関してとる行為

そのものの態様、手段が客観的に見て適切でない場合には、「不当に妨げる行為」

に該当する。

具体的には、例えば、次のような事例が「不当に妨げる行為」に該当しうると
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考える。

ア 親権者等がその児童や職員等に対して直接とる行為（実力行使）

・ 暴行、脅迫等により児童や職員等に危害を加える行為

・ 児童や職員等に暴言を吐くなど威圧的態度をとる行為

・ 児童や職員等に恐怖や不安を感じさせる言動や行動をとる行為

・ 児童を強引に連れ去る行為

・ 児童相談所、施設等との同意の上で児童が外出・外泊したものの、約束に

反して児童相談所、施設等に帰さない行為

・ 無断で又は児童相談所、施設等の拒否にもかかわらず敷地内に立ち入る行

為

・ 敷地内に立ち入り、児童相談所、施設等が退去を求めたにもかかわらず退

去しない行為

・ 児童や職員等に対するつきまとい、児童や職員等が日常的に生活する場所

や行き来する場所付近のはいかい、交通の妨害等の行為

・ 面会・通信の制限又は児童相談所、施設等の拒否にもかかわらず児童と面

会等を行う行為

・ 児童や職員等の拒否にもかかわらず、繰り返しの電話、無言電話をかける

行為、繰り返し郵便やＦＡＸ、メールを送りつける行為

・ 児童や職員等の拒否にもかかわらず、児童に係る情報の提供を執拗に要求

する行為

・ 児童に非行、犯罪等の不適切な行為をさせようとする行為（教唆する行為）

・ 児童にたばこ、酒、危険物（火気、刃物等）等を渡す行為

イ 親権者等が他の児童や児童相談所、施設等全体も含めて迷惑を及ぼす行為

・ 騒音、振動を立てる行為

・ 落書きや破壊行為により関係施設等を汚損・破損する行為

・ 施設、職員等を中傷する内容のビラの配布、掲示、インターネット上への

掲載等をする行為

・ 児童や職員等の拒否にもかかわらず、撮影や録音を行う行為

・ 酒に酔っているなど正常な意思疎通ができない状況での来訪、電話等の行

為

ウ その他

・ 児童の学校、職場、その他児童の関係者や他の入所児童等に対する上記ア

及びイの行為

・ 第三者に上記ア及びイの行為をさせる行為

(2) 親権者等の意向に沿った場合に、児童に不利益を与えると考えられる場合
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親権者等の意向に沿った場合に、客観的にみて明らかに児童に不利益を与える

と考えられる場合には、その意向に沿うことを要求する行為は、「不当に妨げる

行為」に該当する。

ここには、親権者等が児童の利益を考慮せず、親権者等自身の利益のみを目的

としている場合のほか、親権者等としては児童の利益を考慮していると主張する

ものの、客観的にみて明らかに児童に不利益を与えると考えられる場合も含まれ

る。

また、「不当に妨げる行為」への該当性を判断するに当たっては、児童の意向

を踏まえる必要があるが、その場合、親権者等が児童に及ぼす影響を考慮し、真

に児童の意向であるかを見極める必要がある。他方で、児童の意向に沿った場合

に、客観的に見て明らかに児童に不利益を与えるおそれがあるときには、児童の

意向に沿わない監護措置をとる必要がある。

具体的には、例えば、次のような事例が「不当に妨げる行為」に該当しうると

考える。

ア 児童に経済的な損失を与える行為

・ 児童に金銭の提供等を要求する行為

・ 施設等から自立する際、児童が拒否するにもかかわらず、児童が賃貸する

住宅への同居を要求する行為や生活の世話を要求する行為

・ 児童の意思とは関係なく、児童の名義で売買契約等の契約を行い、不当な

負債や義務を負わせる行為

イ 児童の社会生活に支障を生じさせる行為

・ 正当な理由なく、児童が必要とする契約や申請に同意せず、又は妨げる行

為（携帯電話、奨学金、自立する際の賃貸住宅、旅券等）

・ 児童の学校や職場に正当な理由なく、又は児童相談所、施設等との約束に

反して無断で訪問、連絡をする行為

・ 児童が希望しており、適切と考えられる就職又はアルバイトについて、正

当な理由なく、親権者等が同意せず、又は妨げる行為

・ 児童の意思に反して、親権者等が希望する職場への就労を執拗に強要する

行為

・ 児童の就労先に対し、児童に支払うべき賃金を親権者等に支払うよう求め

る行為

・ 児童と親族等の第三者との面会や交流を正当な理由なく妨げる行為

ウ 児童の健康や成長、発達に悪影響を及ぼす行為

・ 児童に必要とされる医療（医療機関（精神科を含む。）での診察、検査、

治療（薬物療法、処置、手術等）など。入院によるものを含む。）を正当な

理由なく受けさせない行為（いわゆる医療ネグレクト。宗教的理由により受
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診を拒否する場合、通常は治療を要する傷病であるにもかかわらず、放置し

ても治ると主張して受診を拒否する場合などを含む。）

児童に必要とされる精神科医療（心療内科を含む。）を正当な理由なく受

けさせない場合も含まれる。ただし、精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律（昭和25年法律第123号）に基づく医療保護入院の場合には、保護者の

同意が必要であることに留意すること。

・ 児童に必要とされる予防接種や健康診査等の保健サービスを正当な理由な

く受けさせない行為。ただし、予防接種を行う場合には、予防接種実施規則

（昭和33年厚生省令第27号）に基づく保護者の同意が必要であることに留意

すること。

・ 児童に必要とされる療育等の福祉サービスを正当な理由なく受けさせない

行為（療育手帳の申請を妨げる行為を含む。）

なお、医薬品の副作用や予防接種の副反応、検査や治療による後遺症を心

配して拒否する場合には、不当に妨げることにならない可能性もあることか

ら、医師の意見等を踏まえて不当な主張であるか判断するよう留意すること。

エ 児童の教育上支障を生じさせる行為

・ 学校で通常行われている授業や行事について、正当な理由なく、出席や参

加をさせない行為

・ 障害のある児童について、特別支援学校又は小中学校（特別支援学級を含

む。）を就学先とすることを不服として、当該児童をいずれの学校にも就学

させない行為

なお、障害のある児童については、障害の状態に照らし、教育学・医学・

心理学等の専門家及び当該児童の保護者の意見を聴取した上で、特別支援学

校又は小中学校を就学先とすることとされている。

・ 児童の意思に反し、学力等に見合わない学校への進学を要求する行為

・ 正当な理由なく、児童が希望する進路に同意しない行為

・ 正当な理由なく、児童の意思に反し、児童が通う学校の退学手続や休学手

続を行う行為

・ 児童の望まない又は参加困難な部活動、習い事、学習塾等を要求する行為

オ 児童や他の児童の監護に悪影響を及ぼすおそれのある行為

・ 児童の安定した生活や健全な成長にとって必要と考えられる一時保護所や

施設内の規則に違反する行動をとることを児童に指示する行為

・ 児童の安定した生活や健全な成長にとって必要と考えられる髪型、服装等

とすることに対し、親権者等の好みのものとすることを強いる行為

・ 児童に過剰の金銭又は物品を与える行為
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(3) その他の場合

上記のほか、次の場合などには、児童の監護に支障を生じるおそれがあり、「不

当に妨げる行為」に該当する場合がある。

・ 親権者等の主張の内容に明らかに論理的な混乱が見られ、児童の安定した監

護に支障がある場合

・ 親権者等の主張が合理的な事情がないのに短期間のうちに繰り返し変化する

など一貫性がなく、児童の安定した監護に支障がある場合

３ 施設入所等の措置に際しての保護者等への説明

施設や里親等において児童の監護を円滑に行えるよう、児童相談所は、施設入所

又は里親等委託の措置を行う際に、保護者や児童に対して次の事項について説明す

る。

また、児童相談所が一時保護を行う場合にも、これらのうち、必要な事項につい

て説明する。

(1) 措置をとることとした理由（家族再統合へ向けた指導の方針等）

(2) 入所中又は委託中の生活に関する事項（施設生活、面会・外出の可否等）

(3) 入所中又は委託中の監護措置に関する事項（施設長等による監護措置等、これ

を不当に妨げる行為の禁止、緊急時の施設長等による対応等）等

また、児童に対しては、児童が有する権利や権利擁護のための仕組み（児童から

児童相談所への相談、施設における苦情解決の仕組み、社会福祉協議会に設置され

ている運営適正化委員会への苦情の申し出等）についても児童の年齢や態様等に応

じ懇切に説明する。

４ 「不当に妨げる行為」があった場合の対応

児童相談所長又は施設長等は、自らがとる監護措置について親権者等から不当に

妨げる行為があった場合には、当該行為にかかわらず、児童の利益を保護するため

に必要な監護措置をとることができる。

しかしながら、「不当に妨げる行為」があった場合でも、できる限り親権者等の

理解を得て監護措置をとることが望ましい。また、親権者等の理解が得られず、親

権者等による「不当に妨げる行為」に苦慮し、児童の安定した監護に支障を及ぼす

場合には、法的な解決等を図る必要がある。

このため、「不当に妨げる行為」があった場合には、事例に応じ、次の(1)から(4)

までの対応をとり、解決を図ることが考えられる。

その際、犯罪や危険行為など親権者等との調整を行う余地のない行為に対しては、

速やかに警察へ通報するなど適切に対応する必要がある。

また、施設長等が「不当に妨げる行為」への該当性や対応方針について判断に迷
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う場合には、施設長等は必要に応じて児童相談所に相談することとする。また、児

童相談所は、事例の性質に鑑み専門的な判断が必要な場合には、都道府県児童福祉

審議会の意見を聴くことができる。

なお、親権者等の「不当に妨げる行為」が問題となる事例の多くは、医療機関、

学校等の関係機関の協力を得て具体的な解決を図る必要があるものであることか

ら、医療機関、学校等と連携し、規定の趣旨について認識を共有する必要がある。

また、いわゆる医療ネグレクトにより児童の生命・身体に重大が影響がある場合

の対応については、平成24年３月９日雇児総発0309第２号厚生労働省雇用均等・児

童家庭局総務課長通知「医療ネグレクトにより児童の生命・身体に重大な影響があ

る場合の対応について」を参照されたい。

(1) 親権者等への説明

事例に応じ、児童相談所や施設等から、「不当に妨げる行為」を行う親権者等

に対して、当該行為が児童の利益の観点から適切ではないことを説明し、児童相

談所や施設、里親等が行おうとする監護措置について理解を求める。

その際、親権者等が、法律に基づく親権の正当な行使であることを主張する場

合には、必要に応じて、

① 親権が子の利益のために行使されるべきものであり、民法（明治29年法律第

89号）上もその旨規定されていること

② 児童福祉法においては、児童相談所長又は施設長等が必要な監護措置をとる

ことができる旨規定されていること

を説明し、理解を求める。

児童の利益の観点から説明しても理解が得られない場合には、児童福祉法上、

親権者等は、児童相談所長又は施設長等による監護措置を不当に妨げてはならな

い旨規定されており、親権者等の行為がこの「不当に妨げる行為」に該当するこ

とについて説明し、調整を図る。

また、当初、施設や里親等が親権者等の説得を試みたものの説得できない場合

には、児童相談所から親権者等に対し、施設や里親等の監護措置について理解を

求め、調整を図ることも考えられる。

なお、里親の場合には、当初から児童相談所が親権者等への説明を行うことが

望ましい。

(2) 面会・通信の制限、接近禁止命令

親権者等に説明を尽くした上でもなお改善が見られない場合には、事例に応じ、

児童虐待の防止等に関する法律（平成12年法律第82号）上の面会・通信の制限や、

強制入所措置がとられている場合であれば接近禁止命令の措置で対応することが

考えられる。

親権者等に対しては児童相談所からこれらの措置がとられうることを説明し、
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監護措置への理解を求める。これによっても理解を得られない場合には、面会・

通信の制限や接近禁止命令の措置を検討する。具体的な手続等については、児童

相談所運営指針を参照されたい。

(3) 親権制限の審判等の請求

親権者の「不当に妨げる行為」が止まず、話し合いや面会・通信の制限等の措

置で対応できないため、問題の解決のために親権者の親権を制限する必要がある

場合には、事例に応じ、民法上の親権制限（親権喪失、親権停止又は管理権喪失）

の審判を請求することが考えられる。

上述のとおり、児童相談所長又は施設長等は、自らがとる監護措置について親

権者等から不当に妨げる行為があった場合には、当該行為にかかわらず、児童の

利益を保護するために必要な監護措置をとることができるが、法令において明確

に親権者等の同意が必要とされている場合等には、問題解決のために親権制限の

審判等が必要な場合がある。

そうした場合であってもまずは、児童相談所から親権者に対し、「不当に妨げ

る行為」が止まないときは親権制限の審判を請求する必要が生ずることになる旨

の説明をすることにより、再度、児童相談所長又は施設長等が行う監護措置につ

いて理解を求めることが重要である。

その上で、改善の見込みがないと判断される場合には、児童相談所長による親

権制限の審判の請求を検討する。

当該請求の手続等については、児童相談所運営指針を参照されたい。

(4) 安全確保のため緊急の必要があると認められる場合の措置

医療ネグレクトの事案など児童の生命又は身体の安全を確保するため緊急の必

要があると認められる場合には、児童福祉法第33条の２第４項及び第47条第５項

において親権者等の意に反しても監護措置をとることができると明記されてい

る。このような緊急の必要がある場合には、上記の手順にかかわらず、児童の利

益を最優先に考え、親権者等の意に反しても適切な措置をとることが重要である。

また、当該条項を根拠として施設長等が監護措置を行った場合には、当該児童

の入所措置等を行った都道府県等に対し報告する義務があることに留意が必要で

ある。報告の具体的な手続については、児童相談所運営指針を参照されたい。
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府子本第 744 号   

30 文科初第 611 号   

子発 0720 第１号  

平成 30 年７月 20 日  

 

各 都道府県知事 

各 都道府県教育委員会 

各 指定都市・中核市市長 

各 指定都市・中核市教育委員会 

 

内閣府子ども・子育て本部統括官 

（ 公 印 省 略 ） 

文部科学省初等中等教育局長  

（ 公 印 省 略 ） 

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局 長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

「子ども・子育て支援法に基づく支給認定等並びに特定教育・保育施設及び特

定地域型保育事業者の確認に係る留意事項等について」の一部改正について 

 

 子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）に基づく子どものための教

育・保育給付の支給認定等並びに特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者

の確認については、同法、子ども・子育て支援法施行令（平成 26 年政令第 213

号）、子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号）及び特定

教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準（平成２６年内閣府

令第３９号）に定めるもののほか、「子ども・子育て支援法に基づく支給認定等

並びに特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者の確認に係る留意事項等

について」（平成 26 年９月 10 日付け府政共生第 859 号、26 文科初第 651 号、雇

児発 0910 第２号号内閣府政策統括官（共生社会政策担当）、文部科学省初等中

等教育局長、厚生労働省雇用均等・児童家庭局長連名通知）により行われている

ところであるが、今般、上記通知の一部を別紙新旧対照表のとおり改正し、平成

30 年７月 20 日から適用することとしたので通知する。 

 各都道府県におかれては、十分御了知の上、貴管内市区町村に周知するととも

に、関係部局及び市区町村と連携の上、その運用に遺漏のないよう配慮願いたい。 
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別紙「子ども・子育て支援法に基づく支給認定等並びに特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者の確認に係る留意事項等
について」（平成 26 年９月 10 日付け府政共生第 859 号、26 文科初第 651 号、雇児発 0910 第２号号内閣府政策統括官（共生社会政策担当）、
文部科学省初等中等教育局長、厚生労働省雇用均等・児童家庭局長連名通知） 新旧対照表  
                                改正後                               改正前 

府政共生第８５９号 

２６文科初第６５１号 

雇児発０９１０第２号 

平成２６年９月１０日 

 

［最終改正］府子本第 744 号 

30 文科初第 611 号 

子発 0720 第１号 

平成 30 年７月 20 日 

 

第１ （略） 

第２ 子どものための教育・保育給付の支給認定等に係る事務 

 １～６ （略） 

７ 優先利用 

（１） （略） 

（２）優先利用に関する基本的考え方 

  ア・イ （略） 

ウ （略） 

①～③ （略） 

④ 虐待又はＤＶのおそれがあることに該当する場合など、社会的

府政共生第８５９号 

２６文科初第６５１号 

雇児発０９１０第２号 

平成２６年９月１０日 

 

 

 

 

 

 

第１ （略） 

第２ 子どものための教育・保育給付の支給認定等に係る事務 

 １～６ （略） 

７ 優先利用 

（１） （略） 

（２）優先利用に関する基本的考え方 

  ア・イ （略） 

ウ （略） 

①～③ （略） 

④ 虐待又はＤＶのおそれがあることに該当する場合など、社会的

＜182＞



2 
 

養護が必要な場合 

※ 被虐待児童については、児童虐待の防止等に関する法律（平

成１２年法律第８２号）に基づく配慮義務がある。また、家庭

での養育が困難又は適当でない児童についても、児童福祉法に

基づき、必要な措置を講じる義務がある。 

※ 社会的養護が必要な場合として、里親委託が行われている場

合を含む。 

⑤～⑨ （略） 

８ （略） 

第３・第４ （略） 

養護が必要な場合 

※ 被虐待児童については、児童虐待の防止等に関する法律（平

成１２年法律第８２号）に基づく配慮義務がある。 

 

 

 

 

⑤～⑨ （略） 

８ （略） 

第３・第４ （略） 
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府政共生第８５９号 

２６文科初第６５１号 

雇児発０９１０第２号 

平成２６年９月１０日 

 

［最終改正］府子本第 744 号 

30 文科初第 611 号 

子発 0720 第１号 

平成 30 年７月 20 日 

 

 

各都道府県知事 

各都道府県教育委員会 

各指定都市・中核市市長       

各指定都市・中核市教育委員会 

 

 

内閣府政策統括官（共生社会政策担当）       

武 川 光 夫      

 

 

（印影印刷） 

 

文 部 科 学 省 初 等 中 等 教 育 局 長        

小 松 親次郎      

 

 

（印影印刷） 

 

厚生労 働省 雇用均 等 ・児童 家庭 局 長        

安 藤 よし子      

 

 

（印影印刷） 

 

子ども・子育て支援法に基づく支給認定等並びに特定教育・保育施設及

び特定地域型保育事業者の確認に係る留意事項等について 

 

殿 
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子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）に基づく子どものための教育・保育

給付の支給認定等並びに特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者の確認については、

同法、子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号）、子ども・子育て支援

法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号）及び特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業の運営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号）に定めるもののほか、下記のと

おり取り扱うこととしますので、各都道府県知事及び各指定都市・中核市市長におかれて

は、十分御了知の上、貴管内の関係者に対して遅滞なく周知し、教育委員会等の関係部局

と連携の上、その運用に遺漏のないよう配意願います。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項の規定

に基づく技術的助言であることを申し添えます。 

 

記 

 

第１ 用語の意義 

この通知において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによること。 

１ 法 子ども・子育て支援法 

２ 令 子ども・子育て支援法施行令 

３ 規則 子ども・子育て支援法施行規則（子ども・子育て支援法施行規則の一部を改

正する内閣府令（平成２６年内閣府令第５５号）による改正後のもの） 

４ 運営基準 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準 

５ 保育の必要性 小学校就学前子どもについて、保護者の労働又は疾病その他の規則

第１条に定める事由により家庭において必要な保育を受けることが困難であること 

６ 教育標準時間認定 法第２０条第１項の規定による認定であって法第１９条第１項

第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係るもの 

７ １号認定子ども 教育標準時間認定を受けた小学校就学前子ども 

８ ２号認定 法第２０条第１項の規定による認定であって法第１９条第１項第２号に

掲げる小学校就学前子どもの区分に係るもの 

９ ２号認定子ども ２号認定を受けた小学校就学前子ども 

１０ ３号認定 法第２０条第１項の規定による認定であって法第１９条第１項第３号

に掲げる小学校就学前子どもの区分に係るもの 

１１ ３号認定子ども ３号認定を受けた小学校就学前子ども 

１２ 保育標準時間認定 法第２０条第３項の規定による保育必要量の認定のうち、規

則第４条第１項の規定により、保育の利用について１月当たり平均２７５時間まで

（１日当たり１１時間までに限る。）の区分により行われるもの 

１３ 保育短時間認定 法第２０条第３項の規定による保育必要量の認定のうち、規則

第４条第１項の規定により、保育の利用について１月当たり平均２００時間まで（

１日当たり８時間までに限る。）の区分により行われるもの 

１４ 保育所等 ２号認定子ども又は３号認定子どもが利用する保育所、認定こども園

又は地域型保育事業 
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第２ 子どものための教育・保育給付の支給認定等に係る事務 

１ 保育の必要性に係る事由（法第１９条第２号及び第３号、規則第１条） 

（１）趣旨 

ア 保育の必要性に係る事由として、従前の「保育に欠ける事由」（児童福祉法施

行令（昭和２３年政令第７４号）第２７条）に加え、各市町村における取扱いの

平準化や広域利用時の対応を考慮して、昼間以外の就労、妊娠・出産、保護者の

疾病・障害、同居の親族の介護・看護、災害復旧、求職活動、就学・職業訓練及

び育児休業取得時の継続利用を明記したこと。 

イ また、近年の児童を取り巻く環境等に着目し、児童虐待のおそれがあると認め

られること及び配偶者からの暴力により保育を行うことが困難であると認められ

ること（以下「虐待又はＤＶのおそれがあること」という。）についても、保育

の必要性に係る事由として追加したこと。 

ウ 従前の「保育に欠ける事由」として規定していた「同居の親族その他の者が当

該児童を保育することができないと認められる場合」については、保育の必要性

に係る事由としては規定せず、市町村が保育所等に係る優先的な利用を判断する

際の考慮要素としたこと。具体的には、いわゆる「調整指数」（市町村が保育所

等の利用について調整を行うため、保育所等の利用の優先度等に応じて定める指

数をいう。以下同じ。）を減点するなどの方法が考えられる。また、その際、高

齢や要介護など、当該同居の親族その他の者の心身の状況を併せて考慮すること

もできること。 

 

（２）留意事項 

ア 規則第１条第１号（就労） 

（ア）いわゆるフルタイム就労のほか、パートタイム就労、夜間の就労など、基本

的にすべての就労を対象とするものであること。 

（イ）就労の形態については、居宅外での労働のほか、居宅内で当該児童と離れて

日常の家事以外の労働をすることを常態としていること（自営業、在宅勤務

等）も対象とするものであること。 

（ウ）就労時間については、１か月において、４８時間から６４時間までの範囲内

で月を単位に市町村が定める時間以上労働することを常態とすることを要件と

している。 

これは、保育必要量の認定（以下の３参照）が、保育標準時間認定と保育

短時間認定の２区分に分けて行うこととされたことに伴い、保育短時間認定に

おける就労時間の範囲の設定に関する次の考え方を踏まえたものであること。 

・ 保育短時間認定に係る範囲については、保護者の就労実態等を踏まえ、適

切な保育の利用を通じて、子どもの健やかな成長を保障し、ひいては子ど

もの最善の利益を確保していく上で必要な水準を定める。 

・ 保育の必要性の認定に当たっては、全国的な公平性の確保の観点からは、

極力、収れん・一本化していくことが必要であり、その際、一時預かり事
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業で対応可能な短時間の就労は除き、フルタイム就労のほか、パートタイ

ム就労などすべての就労形態に対応していくことを基本とする。 

・ 保育短時間認定に当たっては、その対象として主にパートタイム就労を想

定していることから、フルタイム就労よりも時間が短いことを前提に、一

定の時間以上の就労について対象とする。 

・ その際には、多様な就労形態に対応する観点や、各市区町村における実態

を踏まえつつ、フルタイム就労の場合とのバランスを考慮して設定する。

具体的には、フルタイム就労者は 

① １週当たりの就労日数を週５日としていることが一般的と考えられるこ

と 

② １日当たりの就労時間を７時間以上としている事業所が大半であるこ

と 

を踏まえ、この半分以上、就労していることを目安として設定する。 

・ その上で、地域ごとの就労の実情が多様であり、それを反映した市町村の

運用にも幅があることを踏まえ、１か月４８時間以上６４時間以下の範囲

で、市町村が地域の就労実態等を考慮して定める時間とすることを基本と

する。 

イ 規則第１条第４号（同居の親族の介護又は看護） 

当該子どもの兄弟姉妹が小児慢性疾患や障害を抱え、常時、介護又は看護を必

要とするような場合についても対象とするものであること。 

ウ 規則第１条第９号（育児休業取得時の継続利用） 

（ア）保護者が育児休業を取得することになった場合、休業開始前に既に保育所等

を利用していた子どもについては、保護者の希望や地域における保育の実情を

踏まえた上で、①次年度に小学校入学を控えるなど、子どもの発達上環境の変

化に留意する必要がある場合、②保護者の健康状態やその子どもの発達上環境

の変化が好ましくないと考えられる場合など市町村が児童福祉の観点から必要

と認めるときは、保育の必要性に係る事由に該当するものとして、継続して利

用を可能とすることとしたものであること。なお、休業開始前に認定こども園

を利用していた２号認定子どもついては、当該認定こども園の１号認定子ども

に係る利用定員に空きがある場合は、教育標準時間認定へ変更したとしても、

当該認定こども園を継続して利用することが可能であるため、そのような取扱

いとすることも考えられること。 

（イ）育児休業取得前に保育所等を利用している場合で、（ア）に該当しないため、

一旦保育所等を退所し、育児休業からの復帰に伴い、再度保育所等を利用する

ことを希望する場合は、優先利用（以下の７参照）の枠組みの中で対応するこ

と。 

エ その他の事項 

（ア）インターンシップの取扱い 

インターンシップについては、その具体的な態様・期間などの状況に応じ

て、「就労（規則第１条第１号）」、「求職活動（同条第６号）」等に該当す
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るものとして認定を考慮するほか、一時預かり事業により対応するといった柔

軟な対応をとること。 

（イ）ボランティア活動の取扱い 

ボランティア活動については、その具体的な態様・期間などの状況に応じ

て、一時預かり事業で対応するほか、「災害復旧（規則第１条第５号）」又は

「市町村が認める事由（同条第１０号）」に該当するものとして認定を考慮す

るといった柔軟な対応をとること。 

 

２ 支給認定の申請及び支給認定証の交付（法第２０条、規則第２条、第５条、第６

条） 

（１）支給認定手続に関する基本的考え方 

ア 法に基づく給付を受けて特定教育・保育を受けるためには、保護者は、法第２

０条第１項の規定による認定を受けるほか、特定教育・保育施設の利用申込み等

の手続を行う必要がある。 

このことについて、市町村及び保護者の事務負担軽減や現行の幼稚園における

園児募集との整合性の観点から、教育標準時間認定を希望する場合には、現行の

幼稚園就園奨励費の事務を参考に、保護者が入園予定の施設（認定こども園及び

幼稚園）を通じて、市町村に認定の申請を行い、支給認定証の交付を受ける仕組

みを基本とすること。（規則第２条第３項、第５条） 

ただし、入園予定の施設の内定が得られていない、年度途中に転居したなど、

入園予定の施設が決まっていない場合等においては、保護者が市町村に直接認定

の申請を行うことも考えられること。 

イ 上記アの場合において、保護者が施設に願書を提出した時点（入園申込みを行

った時点）では、入園予定の施設が１つに特定されないことから、入園内定が得

られた時点以降に、当該施設を通じて上記アの手続を行うことが考えられること。 

ウ アと同様、事務負担軽減等の観点から、市町村が定めるところにより、保護者

が保育標準時間認定又は保育短時間認定を希望する場合には、施設（認定こども

園及び保育所）又は特定地域型保育事業者を通じて、市町村に認定の申請を行い、

支給認定証の交付を受けることができること。（規則第２条第４項、第５条） 

エ 保育の必要性に係る事由に該当する満３歳以上の子どもについて、保護者が幼

稚園又は認定こども園（教育標準時間認定に係る利用定員に限る。）と保育所又

は認定こども園（２号認定に係る利用定員に限る。）の利用申込みを併願する場

合には、当該子どもは２号認定を受けることとなる。この場合において、当該幼

稚園又は認定こども園については、上記アと同様に事前に認定を受けることなく

施設に直接利用申込みを行うが、認定の申請は当該幼稚園又は認定こども園経由

では行わないこととし、それと並行して、当該保育所又は認定こども園について、

２号認定の申請及び当該保育所又は認定こども園の利用申込みを市町村（上記ウ

の取扱いをする市町村にあっては、当該保育所又は認定こども園）に行って、２

号認定を受けた上で利用調整を受ける取扱いとすること。 

オ エの場合において、２号認定を受けた子どもが最終的に幼稚園に入園すること
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となった場合、教育課程に基づく教育時間が特例施設型給付の対象となり、それ

以外の日時の利用に対しては、一時預かり事業の活用により適切に対応すること

が可能であるとともに、転園の意思がないときは、２号認定を教育標準時間認定

へ変更することも考えられること。２号認定を受けた子どもが最終的に認定こど

も園（教育標準時間認定に係る利用定員に限る。）に入園することとなった場合、

特例施設型給付の仕組みの適用はなく、入園までに支給認定を教育標準時間認定

へ変更するとともに、教育課程に基づく教育時間以外の日時の利用に対しては、

一時預かり事業の活用により適切に対応すること。 

３号認定を受けて地域型保育事業を利用していた子どもが満３歳に達したこと

により２号認定を受け、最終的に幼稚園又は認定こども園（教育標準時間認定に

係る利用定員に限る。）に入園することとなった場合についても、それぞれ同様

に対応すること。 

カ 特定教育・保育施設には該当しない国立大学附属幼稚園や確認を受けない私立

幼稚園や、地域子ども・子育て支援事業を利用する場合にあっては、支給認定の

申請は不要であること。 

 

 （２）保護者の選択の尊重 

今般の子ども・子育て支援新制度は、子ども・保護者の置かれている環境に応じ、

保護者の選択に基づき、多様な施設・事業者から、良質かつ適切な教育・保育、子

育て支援を総合的に提供する体制を確保することを基本理念の１つとしている。保

育の必要性の認定の対象となり得る子どもについても、幼稚園の預かり保育・一時

預かりを含め、多様な提供手段が選択肢として確保される必要がある。このため、

保育の必要性に係る事由に該当する場合であっても、保育所等における保育の利用

を保護者が希望しないときは、保育の必要性の認定の申請は不要であること。また、

保育の利用を希望するか否かについては、兄弟姉妹によって異なることもあり得る

こと。保育の必要性に係る事由に該当する満３歳以上の子どもについては、教育標

準時間認定を受けることも保育認定を受けることも可能であり、特定教育・保育施

設の種類や利用時間、教育・保育の内容、職員配置、設備等に関する情報を踏まえ

た保護者の選択が適切に行われるよう、情報提供や申請の援助を行うこと。 

 

（３）支給認定証の記載事項（規則第６条） 

支給認定証には、支給認定保護者の氏名、居住地及び生年月日（同条第１号）、

当該支給認定に係る小学校就学前子どもの氏名及び生年月日（同条第２号）、保育

の必要性に係る事由及び保育必要量（同条第５号）等同条各号に掲げる事項を記載

することとされている。なお、利用者負担額については、毎年、市町村が市町村民

税額等を確認の上、その階層区分ごとに定めることとなるため、支給認定証とは別

途、利用者負担額に関する事項を通知することとしている。このため、支給認定証

にはこれを記載しないようにすること。 

 

（４）保護者が子どものための教育・保育給付を受ける資格を有すると認められないと
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きの通知（法第２０条第５項） 

法第２０条第５項の規定による通知は、当該保護者が異議申立て等を行うことを

妨げないよう、子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の

総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整

備等に関する法律（平成２４年法律第６７号）第６条の規定による改正後の児童福

祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「児童福祉法」という。）第２４条第３項

及び第７３条第１項の規定による利用調整の状況等にかかわらず、できる限り速や

かに行うよう努めること。 

 

（５）認定に関する処理期間（法第２０条第６項） 

法第２０条第６項の規定により、同条第１項の認定の申請に対する処分は当該申

請のあった日から３０日以内にしなければならないとされているところ、同条第６

項ただし書の「当該申請に係る保護者の労働又は疾病の状況の調査に日時を要する

ことその他の特別な理由がある場合」には、当該申請に係る保護者に処理見込期間

及びその理由を通知し、これを延期することができるとされている。 

この「特別な理由がある場合」には、当該申請に係る事務が特定の時期に集中し、

審査に時間を要する場合が含まれるものであること。 

この場合であっても、特定の者のみ処分時期を不合理に遅くするなど、申請者間

の公平性を欠く対応としないよう留意することとし、申請者の希望入園時期を失す

ることとならないよう適切な時期に認定すること。 

また、当該理由の通知の方法については、各市町村の判断により、次のような方

法とすることが考えられること。 

① 当該申請を受理した際に、申請者に対し、一律に、「次年度４月の利用に向け

た認定事務が集中するため審査に時間を要することから、審査結果は○月にお知

らせする」旨を通知する方法 

② 申請に当たって、「次年度４月の利用に向けた認定事務が集中するため審査に

時間を要することから、審査結果は○月にお知らせする」旨を案内し、これに同

意する保護者の意思を、認定の申請に併せて書面により確認する方法 

 

３ 保育必要量の認定（法第２０条第３項、令第１条、規則第３条、第４条） 

（１）趣旨 

ア 保育必要量の認定は、主に両親ともフルタイムで就労する場合又はそれに近い

場合を想定した保育標準時間認定と、主に両親の一方がフルタイムで就労し、他

方がパートタイムで就労する場合又はいずれもがパートタイムで就労する場合を

想定した保育短時間認定の２区分により行うこととしたこと。 

これは、子どもに対する保育が細切れにならないようにする観点や、施設・事

業者において職員配置上の対応を円滑にできるようにする観点などを考慮したも

のであること。 

イ 保育必要量は、給付（委託費）の支給対象として、それぞれの家庭の就労状況

等に応じて、その範囲の中で利用することが可能な最大限の枠として設定するも
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のであり、施設・事業者においては、利用定員に応じ、その枠に対応した体制を

とることとすること。 

この考え方に基づき、年間の日数の枠としては、現行制度における保育所の年

間開所日数（約３００日）と同様としたこと。（保育所の開所日数については、

日曜日のほか、国民の祝日の日数を考慮し、約３００日（１か月２５日間）の開

所を前提としている。） 

ウ 保育必要量と実際の保護者の利用時間並びに保育所等の開園する日数及び時間

との関係については、現行制度における保育所の利用実態として、土曜日の保育

所の利用は平日よりも大幅に少なく、平日において閉園時間よりも前に迎えに来

る保護者も多いところであるが、新制度においても、実際の保育の利用の日数及

び時間については、保護者の就労時間帯での保育の確保や子どもの育成上の配慮

の観点から必要な範囲での利用を想定していることに留意すること。 

 

（２）留意事項 

ア 保育必要量に係る時間数 

保育必要量に係る時間数については、「保育標準時間認定」「保育短時間認

定」の区分に応じて、次のとおりとすること。 

（ア）「保育標準時間認定」の保育必要量については、原則的な保育時間を８時間

とした上で、休憩時間や通勤時間も考慮し、現行制度における保育所の開所時

間である１日１１時間までの利用に対応するものとして、１か月当たり平均２

７５時間（最大２９２時間・最低２１２時間）とすること。 

（イ）「保育短時間認定」の保育必要量については、原則的な保育時間である１日

当たり８時間までの利用に対応するものとして、１か月当たり平均２００時間

（最大２１２時間）とすることを基本とすること。 

イ 保育の必要性に係る事由が就労である場合における「保育標準時間認定」「保

育短時間認定」の区分 

（ア）保育の必要性に係る事由が就労（規則第１条第１号）である場合における保

育必要量の認定は、就労時間を勘案して行うこととし、就労時間が１か月当た

り１２０時間以上である場合には原則として保育標準時間認定と、就労時間が

１か月当たり１２０時間未満である場合には原則として保育短時間認定とする

こと。 

（イ）就労時間が１か月当たり１２０時間以上である場合であっても、保護者が保

育短時間認定を希望するときは、市町村の判断により、保育短時間認定とする

こともできること。 

（ウ）現に保育所を利用している者については、市町村は、法の施行後に保育短時

間認定を受けると見込まれる者のうち市町村が定める要件に該当するものにつ

いて保育標準時間認定を行う等の適切な経過措置を講ずる必要があること。（

６（２）参照） 

ウ 保育の必要性に係る事由が就労以外の事由である場合における「保育標準時間

認定」「保育短時間認定」の区分 

＜191＞



 - 9 -

（ア）就労以外の事由については、例えば同居の親族を常時介護又は看護している

場合（規則第１条第４号）であっても、付添いに必要な時間が人によって異な

ることが考えられることから、保育標準時間認定又は保育短時間認定の区分を

設けることを基本とすること。 

ただし、妊娠・出産（同条第２号）、災害復旧（同条第５号）及び虐待又

はＤＶのおそれがあること（同条第８号）といった事由については、一律に保

育標準時間認定とすること。（規則第４条第１項） 

（イ）保護者の疾病・障害（規則第１条第３号）、求職活動（同条第６号）及び育

児休業取得時の継続利用（同条第９号）といった事由については、市町村の判

断により、保育標準時間認定又は保育短時間認定の区分を設けないことができ

ること。（規則第４条第２項） 

エ 延長保育事業との関係 

通常の利用日及び利用時間帯以外の日及び時間において保育を行う延長保育事

業との関係については、現行の取扱いを踏まえ、１日当たりの保育必要量との関

係を基に整理し、別途示すこととしていること。 

 

４ 支給認定の有効期間（法第２１条、規則第８条） 

（１）教育標準時間認定の有効期間は、その効力発生日から小学校就学の始期に達する

までの期間としたこと。（規則第８条第１号） 

（２）２号認定及び３号認定（保育標準時間認定及び保育短時間認定）の有効期間は、

満３歳以上の子どもに係る認定についてはその効力発生日から小学校就学の始期に

達するまでの期間、満３歳未満の子どもに係る認定についてはその効力発生日から

満３歳に達する日の前日までの期間とし、保育の必要性の認定に係る事由に該当し

なくなった場合は、その時点までとすることを基本としたこと。（規則第８条第２

号から第１３号まで） 

なお、「求職活動」の事由に係る有効期間については、雇用保険制度に基づく失

業等給付（基本手当）の給付日数が９０日を基礎としていること（被保険者期間１

０年未満の者が倒産、解雇等以外の理由により離職した場合）を踏まえ、９０日を

限度として市町村が定める期間を経過する日が属する月の末日までの期間としたも

のであること。（同条第４号及び第１０号） 

（３）「求職活動」の事由に係る有効期間の経過後も引き続き求職活動により保育が必

要な状況にあると認められる場合には、その状況を確認の上、再度認定することも

可能であること。 

 

５ 現況届（法第２２条、規則第９条） 

現況届は、保育の必要性に係る事由に引き続き該当していることや利用者負担の

切替えの要否を確認する観点から、１年に１回を基本に求めることとしたこと。 

 

６ 経過措置（規則附則第２条等） 

（１）趣旨 
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法の施行により保育必要量の認定について保育標準時間認定及び保育短時間認定

の区分が設けられることに伴い、法の施行前に現に保育所を利用している者が、法

の施行後に、保育所を退所し、又は保育所を利用することができる時間数が減少す

ることにならないよう、経過措置として、現に保育所を利用することができる時間

数を保障しながら、段階的に保育短時間認定を適用する等の措置を講ずることがで

きることとしたこと。 

 

（２）経過措置の内容及び留意事項 

ア 法の施行の日から起算して１０年を経過する日までの間は、保育の必要性の認

定に係る事由のうち「就労」（規則第１条第１号）について、１か月当たりの労

働時間数を４８時間から６４時間までの範囲に限定せず、市町村が定めることが

できることとしたこと。（規則附則第２条） 

イ アに掲げるもののほか、市町村は、現に保育所等を利用している者であって法

の施行後にその保護者が保育短時間認定を受けると見込まれるものその他法の施

行により不利益が生ずると見込まれる者については、当該者が引き続き従来どお

り保育所等を利用することができるよう、適切な経過措置を講ずること。 

その際、法の施行に伴い定められる「就労」の事由に係る１か月当たりの労働

時間数の下限が、現行において定める労働時間数の下限より引き上げられた場合

及び引き下げられた場合のいずれについても配慮すること。 

ウ 経過措置の例として、保育短時間認定を受けると見込まれる者のうち市町村が

必要と認めるものについては、保育標準時間認定を行うこととすることが考えら

れること。 

エ 上記に掲げるもののほか、保育短時間認定を受けるに至らないと見込まれる短

時間の就労者の保育の需要に対しては、一時預かり事業を柔軟に活用するなど、

市町村の実情に応じた適切な対応を行うこと。 

 

７ 優先利用 

（１）趣旨 

現在、特に保育の需要に応ずるに足りる保育所等が不足している市町村において

は、保育所等の利用に係る優先度を踏まえてその利用の調整を行うため、独自に「

調整指数」を定めるとともに、ひとり親家庭等の一定の要件に該当する者に対して

は調整指数を加点する措置を講じ、当該者を優先的に保育所等に利用させる取扱い

（以下「優先利用」という。）を行っている事例が見られる。 

今般、法の施行に伴い、市町村は、保育の必要性の認定を行うこととされたほか、

児童福祉法第２４条第３項及び第７３条第１項の規定により、保育所、認定こども

園又は家庭的保育事業等の利用について調整を行う（利用調整）等とされた。 

これらを踏まえ、法に基づく保育の必要性の認定及びこれを踏まえた保育所等の

利用に係る利用の調整を適切に行うため、優先利用に関する基本的考え方を明らか

にするものであること。 

なお、本通知に定めるもののほか、児童福祉法第２４条第３項及び第７３条第１
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項の規定による利用調整に関し必要な事項については、別途示すこととしているこ

と。 

 

（２）優先利用に関する基本的考え方 

ア 待機児童の発生状況に加え、事前の予測可能性や個別事案ごとへの対応の必要

性等の観点を踏まえ、事案に応じて調整指数上の優先度を高めることにより、優

先利用を可能とする仕組みを基本とすること。 

その際、優先的な受入れが実際に行われるよう、地域における受入体制を確認

し、市町村子ども・子育て支援事業計画に基づく提供体制の確保等を着実に実施

していくことが必要となること。 

イ 虐待又はＤＶのおそれがあること（規則第１条第８号）に該当する場合など、

社会的養護が必要な場合には、より確実な手段である児童福祉法第２４条第５項

に基づく措置制度も併せて活用すること。 

ウ 「優先利用」の対象として考えられる事項について例示をすると、次のとおり

であること。ただし、それぞれの事項については、適用される子ども・保護者、

状況、体制等が異なることが想定されるため、運用面の詳細を含め、実施主体で

ある市町村において、それぞれ検討・運用する必要があること。 

① ひとり親家庭 

※ 母子及び寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号。平成２７年４月１日か

ら「母子及び父子並びに寡婦福祉法」に改称。）に基づく配慮義務がある。 

② 生活保護世帯（就労による自立支援につながる場合等） 

③ 主として生計を維持する者の失業により、就労の必要性が高い場合 

④ 虐待又はＤＶのおそれがあることに該当する場合など、社会的養護が必要な

場合 

※ 被虐待児童については、児童虐待の防止等に関する法律（平成１２年法律

第８２号）に基づく配慮義務がある。また、家庭での養育が困難又は適当

でない児童についても、児童福祉法に基づき、必要な措置を講じる義務が

ある。 

※ 社会的養護が必要な場合として、里親委託が行われている場合を含む。 

⑤ 子どもが障害を有する場合 

※ 例えば、障害児保育を実施している保育所については、障害児が優先的に

利用できるようにする必要性が高いため。 

⑥ 育児休業を終了した場合 

（例） 

・ 育児休業取得前に特定教育・保育施設等を利用しており、特定教育・保育

施設等の利用を再度希望する場合 

・ 育児休業取得前に認可外保育施設等を利用しており、特定教育・保育施設

又は地域型保育事業の利用を希望する場合 

・ １歳時点まで育児休業を取得しており、復帰する場合 

⑦ 兄弟姉妹（多胎で生まれた者や、１号認定子どもである兄姉が認定こども園
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を利用している場合であってその弟妹が３号認定を受けて当該認定こども園の

利用を希望する場合を含む。）について同一の保育所等の利用を希望する場合 

⑧ 小規模保育事業など地域型保育事業の卒園児童 

※ 運営基準第４２条の規定により、特定地域型保育事業者は、同条第１項に

規定する連携施設を適切に確保しなければならないこととされ、また、運

営基準附則第５条の規定により、必要な適切な支援を行うことができると

市町村が認める場合は、法の施行の日から起算して５年を経過する日まで

の間は、連携施設を確保しないことができるとされている。 

この「必要な適切な支援を行うことができると市町村が認める場合」に

は、市町村が児童福祉法第２４条第３項及び第７３条第１項の規定による

利用調整に当たっての優先度を高め、地域型保育事業において保育を受け

ていた子どもが卒園後に円滑に特定教育・保育施設において継続して教育

・保育を受けることができるようにするため必要な措置を講じている場合

が含まれるものであること。 

⑨ その他市町村が定める事由 

※ このほか、選考の際に、保護者の疾病・障害の状況や各世帯の経済状況（

所得等）を考慮することも考えられる。 

※ また、市町村の判断により、人材確保、育成や就業継続による全体へのメ

リット等の観点から、保育士、幼稚園教諭、保育教諭の子どもの利用に当

たって配慮することも考えられる。 

※ 併せて、放課後児童クラブの指導員等の子どもの利用に当たって配慮する

ことも考えられる。 

 

８ 保育の必要性の認定に関する子ども・子育て会議の意見 

保育の必要性の認定に関しては、平成２６年１月１５日に開催された子ども・子

育て会議の場において、別添のとおり、「保育の必要性の認定に関する基準案取り

まとめに当たっての附帯意見」が、同会議の意見としてまとめられたところである。 

このため、保育の必要性の認定の運用に当たっては、当該意見に十分留意し、適

切な措置を講ずるようお願いしたいこと。 

 

第３ 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者の確認等に係る事務 

１ 特定教育・保育施設の確認 

（１）確認の申請（法第３１条第１項、規則第２６条） 

特定教育・保育施設の確認を受けようとする者は、規則第２６条各号に掲げる事

項を記載した申請書又は書類を、当該確認の申請にかかる施設の設置の場所を管轄

する市町村長に提出しなければならないこととされている。 

これらの事項のうち、法の施行に際し新たに作成する必要がある運営規程（同条

第９号）等については、その規定すべき内容が確定できない場合があり得ることか

ら、当該確認の申請の段階では現時点での案の提出を求め、内容が確定した後速や

かに差し替える等、適宜柔軟に取り扱うこととして差し支えないこと。 
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（２）利用定員（法第３１条第１項、運営基準第４条） 

ア 利用定員に関する基本的考え方 

利用定員は、教育・保育施設の設置者又は地域型保育事業を行う者からの申請

に基づき市町村長が法第３１条又は第４３条の規定による確認を行う際に、定め

るものである。 

利用定員は、認可定員（教育・保育施設の設置に当たり認可若しくは認定され、

又はその後の変更につき適正な手続を経た定員のことをいい、幼稚園については

学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第４条第１項第５号の収容

定員、保育所については児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年

厚生省令第６３号）第１３条第２項第６号に掲げる利用定員、幼保連携型認定こ

ども園については就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律施行規則（平成２６年内閣府・文部科学省・厚生労働省令第２号）第

１６条第４号の利用定員、幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園及び地

方裁量型認定こども園については就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的

な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第４条第１項第３号の利

用定員と第４号の利用定員（満３歳以上の者に係るものに限る。）を合計したも

の。以下同じ。）に一致させることを基本としつつ、原則として認可定員を超え

ない範囲内で利用状況を反映して設定する必要があるが、具体的な人数設定に関

し、全国一律の基準を設けるものではないこと。 

利用定員は、当該確認を受けた教育・保育施設又は地域型保育事業において、

質の高い教育・保育が提供されるよう設定する必要がある。このため、市町村に

おいては、申請者との意思疎通を図り、その意向を十分に考慮しつつ、当該施設

での最近における実利用人員の実績や今後の見込みなどを踏まえ、適切に利用定

員を設定していただく必要があること。 

なお、利用定員を認可定員に一致させるよう設定した場合に、当該地域におけ

る利用定員の総数（供給）が必要利用定員総数（需要）を上回ることが考えられ

るが、この場合において、必要利用定員総数（需要）に応じて利用定員の総数（

供給）を減少させることを求める趣旨ではないこと。 

イ 幼稚園並びに幼稚園型認定こども園及び地方裁量型認定こども園の取扱い 

（ア）幼稚園については、現行の取扱いを踏まえ、最低利用定員を設けないことと

したこと。 

（イ）幼稚園型認定こども園及び地方裁量型認定こども園については、施設全体で

利用定員を２０人以上に設定すること。 

ウ 利用定員の区分 

法第１９条第１項第１号及び第２号に掲げる小学校就学前子どもの利用定員に

ついては年齢ごとの区分を設けない一方、法第１９条第１項第３号に掲げる小学

校就学前子どもの利用定員については満１歳に満たない小学校就学前子ども及び

満１歳以上の小学校就学前子どもに区分して定めることとしているが、これは、

年度中における子どもやその保護者の状況の変化に柔軟に対応できるようにする
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とともに、子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」等の区分との整

合性を考慮したものであること。同様に、利用定員に係る保育標準時間認定及び

保育短時間認定の区分についても、これを設けないこととしたこと。なお、これ

らについては、地域の実情等に応じてさらに細かい区分で設定することも可能で

あること。 

エ 利用定員と認可定員との関係 

（ア）実際の利用者数が恒常的に認可定員を下回る状況にある施設については、当

該認可定員にかかわらず、実際の利用者数及び今後の見込み等を勘案して、当

該施設の利用定員を定めること。なお、この場合において、認可定員を利用定

員に合わせて減少させる必要はないこと。 

（イ）実際の利用者数が認可定員を超える状況にある施設については、当該認可定

員の範囲内で利用定員を設定することが原則であることから、認可権者におい

て、認可基準を満たすように必要な指導監督を行うとともに、利用実態に応じ

た認可定員に変更することが必要である。ただし、当該施設が私立幼稚園（認

定こども園を含む）である場合に、認可権者の判断により、法第２７条第１項

の規定による確認を受けてから５年を超えない範囲内で都道府県が認める期間

に限り、実際の利用者数に応じた認可基準を満たしており、かつ、認可定員の

適正化に取り組んでいる場合（認可定員の増加の認可申請中又は申請予定であ

る場合や、新規入園者の計画的な減少等による実際の利用者数の適正化に取り

組んでいる場合）であって認可権者が適当と認めるときは、例外的に認可定員

を超えて利用定員を設定することを可能とすること。この取扱いは、市町村が

利用定員の認定に係る法第３１条第３項の協議の際に、都道府県の私立幼稚園

担当部局が中心となって判断し、その可否について市町村へ回答することとす

ること。 

オ 利用定員を超える受入れ 

（ア）運営基準第２２条ただし書の「やむを得ない事情がある場合」に該当するか

否かについては、市町村の判断に委ねられるが、同条ただし書に規定される例

示に限られず、当該施設を利用する子どもの保護者の就労状況の変化等により、

２号認定子どもが保育の必要性に係る事由に該当しなくなったこと又は１号認

定子どもが保育の必要性に係る事由に該当するようになったことから、当該施

設において法第１９条第１項第１号及び第２号の区分ごとの利用定員を超えた

受入れを行う必要が生じた場合や、保護者と直接契約を締結する認定こども園、

幼稚園等において、入園を辞退する者が想定よりも少ない等の理由により実際

の利用者数が利用定員を超えることとなる場合が含まれること。また、同条た

だし書の「年度中における特定教育・保育に対する需要の増大への対応」には、

特定教育・保育施設において、年度当初から利用定員を超える受入れが必要と

なる場合が含まれること。 

（イ）特定教育・保育施設は、運営基準第２２条ただし書に掲げる場合には、その

利用定員を超えて特定教育・保育の提供を行うことができるが、その場合であ

っても、実際の利用者数が当該利用定員を恒常的に上回っているときは、当該
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利用定員を適切に見直し、法第３２条の規定による確認の変更を行う必要があ

ること。 

（ウ）連続する過去２年度間常に実際の利用者数が利用定員を超えており、かつ、

各年度の年間平均の利用率が１２０％以上の場合であって、（イ）の見直しが

行われないときは、法に基づく給付費を減算する等の措置を講ずる予定である

こと。 

（エ）実際の利用者数が利用定員又は認可定員を超えることとなる場合の法に基づ

く給付費の減算の取扱い等については、別途通知すること。 

カ 利用定員に係る情報提供 

特定教育・保育施設は、年齢別の利用定員について、その利用者に対し情報提

供するよう努めること。 

 

（２）合議制の機関等からの意見聴取及び都道府県知事との協議（法第３１条第２項及

び第３項） 

法第３１条第２項の規定による合議制の機関等からの意見聴取及び同条第３項の

規定による都道府県知事との協議は、個々の施設の利用定員について行う必要があ

るが、その際、当該施設ごとに個別に付議又は協議するのではなく、複数の施設を

まとめて付議又は協議するなど、各自治体の判断等により、適宜簡素化することも

差し支えないこと。 

 

（３）確認の効力の及ぶ範囲 

特定教育・保育施設の確認については、市町村長による確認の効力が全国に及ぶ

ものであり、当該市町村長がその長である市町村以外の市町村（（３）において「

他の市町村」という。）の区域に居住地を有する者が当該施設を利用しようとする

場合に、当該他の市町村の長が別途改めて確認を行う必要はないこと。 

 

（４）経過措置（規則附則第５条及び第６条） 

ア 規則附則第５条に規定するみなし認定こども園等（イにおいて「みなし認定こ

ども園等」という。）の利用定員を定めようとするときは、あらかじめ都道府県

知事に協議しなければならないこととされている（規則附則第５条）が、その際、

当該施設ごとに個別に協議するのではなく、例えば全施設の一覧表を作成して協

議するなど、都道府県と市町村との間の協議により、適宜簡素化することも差し

支えないこと。 

イ みなし認定こども園等の利用定員を定めるに当たっての法第７７条第１項の合

議制の機関等からの意見聴取については、法令上の義務は課せられておらず、各

市町村の判断に委ねられるものであること。 

ウ 市町村は、規則附則第５条の規定により、法の施行前に認定を受けた認定こど

も園（以下「既設認定こども園」という。）の利用定員を定めようとするときは、

既設認定こども園の設置者の意向を十分に考慮するとともに、保育所又は幼稚園

が新たに認定こども園に移行する場合における需給調整に係る特例措置（就学前
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の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則（平

成２６年内閣府・文部科学省・厚生労働省令第２号）第７条及び第２２条）が設

けられた趣旨を踏まえ、適切にその利用定員を設定すること。 

なお、既設認定こども園の「施設において保育する児童福祉法第３９条第１項

に規定する乳児又は幼児の数（満３歳未満の者の数及び満３歳以上の者に区

分）」及び「施設において保育する児童福祉法第３９条第１項に規定する乳児又

は幼児以外の子どもの数（満３歳未満の者の数及び満３歳以上の者に区分）」の

変更については、幼稚園の収容定員の変更を伴うものを除き、届出で足りること

とされている。このため、当該届出と既設認定こども園の利用定員の設定との間

で整合性が損なわれることのないよう、市町村は、必要に応じ、既設認定こども

園の設置者との十分な意思疎通を図ること。 

 

２ 特定地域型保育事業者の確認 

（１）利用定員の区分（法第４３条、運営基準第３７条） 

特定地域型保育事業の利用定員については、特定教育・保育施設の利用定員（法

第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもの利用定員に限る。）と同様に、

満一歳に満たない小学校就学前子ども及び満一歳以上の小学校就学前子どもに区分

して定めることとしたこと。 

（２）確認の効力の及ぶ範囲 

ア 特定地域型保育事業者の確認については、特定教育・保育施設の確認とは異な

り、市町村長による確認の効力は、当該市町村長がその長である市町村の区域に

居住地を有する者に対する地域型保育給付費及び特例地域型保育給付費について

及ぶものである。 

このため、当該市町村以外の市町村（（２）において「他の市町村」とい

う。）の区域に居住地を有する者が当該事業を利用しようとする場合には、当該

他の市町村の長が、別途改めて確認を行う必要があること。 

イ 法第４３条第１項の申請を受けた市町村長（以下「被申請市町村長」とい

う。）が、当該市町村長がその長である市町村以外の市町村に事業所がある特定

地域型保育事業者の確認をしようとするときは、当該事業所の所在地の市町村長

（以下「所在地市町村長」という。）の同意を得る必要があること。ただし、被

申請市町村長と所在地市町村長との協議により、当該同意を要しないことについ

て所在地市町村長の同意があるときは、この限りでないこと。（法第４３条第４

項） 

ウ イのただし書の場合において、所在地市町村長が当該事業所に係る特定地域型

保育事業者の確認をしたときは、同時に、被申請市町村長による確認があったも

のとみなされること。（法第４３条第５項第１号） 

また、所在地市町村長が既に当該事業所に係る特定地域型保育事業者の確認を

しているときは、被申請市町村長に当該申請があった時点で、被申請市町村長に

よる確認があったものとみなされること。（法第４３条第５項第２号） 
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第４ その他 

第１から第３までに掲げる支給認定及び確認に係る留意事項以外の規則及び運営基

準の取扱いに係る留意事項については、別途通知する。 

 

＜200＞



 - 18 -

 

（別添） 

 

 

保育の必要性の認定に関する基準案取りまとめに当たっての附帯意見 

（平成２６年１月１５日子ども・子育て会議） 

 

 

政府は、子ども・子育て支援法に基づく保育の必要性の認定に関する基準案を対応方針

案に基づいて策定し、実施するに当たっては、以下の点に留意すること。 

 

 

○ 子育ての第一義的責任は保護者が有するものであり、保育も含めた子ども・子育て支

援は、単なる保護者の育児の肩代わりではなく、保護者が自己肯定感を持ちながら子育

ての責任を果たし、子育ての権利を享受することが可能となるよう支援することにより、

子どもの健やかな成長を実現し、「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指して

いくものである。このような観点を踏まえ、新たな基準に基づく保育の実施に当たって

は、保護者が、その就労実態等に応じ、子どもの健全な育成を図る観点から必要な範囲

で利用できるようにすることが制度の趣旨であることを周知し、共通認識とすること。 

 

○ 子ども・保護者の置かれている環境に応じ、保護者の選択に基づき、多様な施設・事

業者から、良質かつ適切な教育・保育、子育て支援を総合的に提供する体制を確保する

ことが制度の趣旨であることにかんがみ、保育の必要性の認定の対象となり得る子ども

に対する幼稚園の預かり保育・一時預かりを含め、多様な提供手段が選択肢として確保

されるとともに、それぞれの提供手段に対する支援が適切に行われるようにすること。 

 

○ 保護者が子育ての喜びを実感しながら仕事を続けられる社会を作るためには、保育を

はじめとする子ども・子育て支援施策の充実のみならず、「働き方の改革」による仕事

と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の双方を、いわば車の両輪として、早期に

実現していくことが必要であり、柔軟な働き方に係る制度を利用しやすい環境整備や、

父親も子育てができる働き方の実現、事業主の取組の社会的評価の推進などの施策を積

極的に進めていくこと。 

 

 

以上 
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